博士学位論文内容の要旨及び審査の結果の要旨 : 平成24年9月28日授与分 by 千葉大学 & Chiba University
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
論 文 審 査 委 員 
平野 将記 
博 士（理 学） 
千大院理博甲第理３８号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
核磁気共鳴及び核四重極共鳴法による鉄ニクタイド系超伝導体
Ba1-xKxFe2As2の物性研究 
（主査）教 授  音 賢一 
（副査）教 授  小堀 洋    教 授  太田 幸則 
教 授  加納 博文   准教授  大濱 哲夫 
准教授  深澤 英人 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 鉄ヒ素系超伝導体は 2008 年に発見された新規の高温超伝導体である。この系の超伝導の発現機構は盛ん
に研究されているが、鉄の反強磁性ゆらぎがクーパー対形成の鍵の一つと考えられている。そのために、
鉄ヒ素系高温超伝導体において、磁性と超伝導の関係を調べることが必須になっている。鉄ヒ素層を含む
多くの物質で超伝導が発生しているが、BaFe2As2 系は大きな純良単結晶が得られ精密な物性研究に最適で
ある。核磁気共鳴法(NMR)は、磁気揺らぎや超伝導ギャップ構造を調べる上で非常に有力な測定手法である。
本論文では Ba1-xKxFe2As2の様々な K 濃度において、NMR 及び核四重極共鳴法（NQR）を行ない、核スピン格
子緩和時間(T1)の測定を通して常伝導状態の反強磁性ゆらぎ、超伝導状態におけるギャップ構造について
調べた。 
1. (Ba1-xKx)Fe2As2の超伝導相において，Kの低濃度領域 x =0.4 付近では超伝導転移温度 TCが高く等方的
な超伝導ギャップが存在し、他端の KFe2As2において，超伝導ギャップに線状のノードを持つ大きなギャッ
プと非常に小さなギャップから成るマルチギャップ構造が存在すると理解されている。本研究により、x
の値が x = 0.4 から増加すると大きな超伝導ギャップは緩やかに減少し、小さな超伝導ギャップはフェル
ミ面の電子ポケットが消失する領域でほぼ零に急激に減少する事を見出した。 
2. (Ba1-xKx)Fe2As2 の全領域の常伝導状態で，反強磁性のスピン揺らぎが観測される。1/T1 の大きな異方
性は，ストライブ型の反強磁性スピン揺らぎの存在を示している。Kの高濃度領域 x ＞ 0.6 において，ス
ピン系の励起にギャップを伴う熱励起が観測され，x = 1 ではギャップ型の熱励起は消える。この熱励起
の変化は，K によるホールドープに伴うフェルミ面の構造の変化，特にフェルミ面の電子ポケットの消失
に伴うバンド構造の変化を強く反映する。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
鉄ヒ素系超伝導体は 2008 年に発見された新規の高温超伝導体で，鉄の反強磁性ゆらぎがクーパー対形成の
鍵の一つと考えられており，その磁性と超伝導の関係を調べることが超伝導発現機構の解明に必須となっている。
本論文では，大きな純良単結晶が得られるBa1-xKxFe2As2系の様々なK濃度の試料において核磁気共鳴法(NMR)
および核四重極共鳴法（NQR）を行い，核スピン格子緩和時間(T1)の測定を通して常伝導状態の反強磁性ゆらぎ
や超伝導状態におけるギャップ構造について調べている。 
本研究により得られた新しい知見は主に以下の通りである。 
(1) xの値がx=0.4から増加すると大きな超伝導ギャップは緩やかに減少し，小さな超伝導ギャップはフェルミ面の
電子ポケットが消失する領域でほぼ零にまで急激に減少する。 
(2) (Ba1-xKx)Fe2As2系の全 K 濃度領域における常伝導状態で反強磁性のスピン揺らぎが観測される。1/T1の大
きな異方性は，ストライプ型の反強磁性スピン揺らぎの存在を示している。 
(3) K の高濃度領域 x >0.6 において，スピン系の励起にギャップを伴う熱励起が観測され，x=1ではギャップ型の
熱励起は消える。この熱励起の変化は，K によるホールドープに伴うフェルミ面の構造の変化であり，フェルミ面の
電子ポケットの消失に伴うバンド構造の変化を強く反映している。 
本論文の成果は鉄ニクタイド系の超伝導発現機構を解明するために重要な知見であり学術的価値の高いもので
ある。さらに，申請者は本研究遂行に際し高感度の核磁気共鳴スペクトロメータシステムを構築した。ハードウエア
とソフトウエア両面での製作を短期間で行い高度な NMR分光システムとして仕上げて研究に活用したことも特筆に
値するものである。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 理学 ）の学位に値するものと判断した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
 
論 文 審 査 委 員 
王 書文 
博 士（理 学） 
千大院理博甲第理３９号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Metal-dispersed single wall carbon nanotubilities catalysts for CH4 
decomposition 
（メタン分解のための金属分散単層ナノカーボン触媒） 
（主査）准教授  泉 康雄 
（副査）教 授  加納 博文    教 授  荒井 孝義 
教 授  藤川 高志    客員教授 金子 克美 
 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 With the continuous global population increase and economic development, one of the major 
challenges posed is the providing of more energy with limited greenhouse gas emissions. Hydrogen 
appears to be one of the most promising energy as it is considered to be environmentally benign. 
Recently the method of thermally or thermocatalytically crack CH4 into carbon and H2 has attracted 
the attentions of researchers. In this work transitional metals (M) were dispersed on single wall carbon 
nanohorn (M/SWCNH, M=Fe, Co, Ni, Cu) by simple thermal treatment of the deposited metal nitrate 
without H2 reduction. Nanometallic Ni particles on SWCNH were evidenced by high resolution 
transmission electron microscopic observation and X-ray photoelectron spectroscopy. The nano-Ni 
dispersed on SWCNH showed the highest CH4 decomposition activity; the activity of used transitional 
metals decreases in the order Ni >> Co > Fe >> Cu. On the other hand, the reaction rate over 
Ni/SWCNH was much larger than that over Ni/Al2O3 and the former provided COx-free H2 and 
cup-stacked carbon nanotubes, while Ni/Al2O3 produced COx in addition to H2. SWCNH was superior 
to Al2O3 as the catalyst support of Ni for CH4 decomposition reaction. 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
地球温暖化ガスの削減やクリーンエネルギーの有効利用の立場から、メタンから水素と有用炭素材料を
創製することは重要な課題である。本論文では、単層カーボンナノホーン（SWCNH）を担体として、Fe,Co, 
Ni,Cu の遷移金属を担持し、これら金属触媒のメタンからの水素生成反応における触媒能を調べるととも
に、同時に得られる炭素材のキャラクタリゼーションを行い、Niが触媒として有効であることと、アルミ
ナや活性炭と比較して SWCNHが担体として優れていることを明らかにした。 
 各遷移金属硝酸塩水溶液を所定の比で SWCNHと混合し、353 Kで 12時間加熱乾燥を行い粉末体とし
て得た。TEM観察により Niナノ粒子は 3.7 nmであり、XPS測定の結果金属状態が 40%程度で、残りは
酸化物や水酸化物であった。このように水素還元処理をしないで Niナノ粒子触媒を調製した。 メタンの
熱分解反応について、Niナノ粒子調製条件および温度、ガス雰囲気条件を変えて前処理を行った後メタン
分解反応を検討し、最適条件を明らかにした。Ni金属上での炭素原子の溶解と移動のバランスがよいため
にメタンの生成量が多くなったと考えられる。同時に生成した炭素はカップ-スタック型ナノチューブであ
り、平均直径が 9nm程度であることがわかった。このように Niナノ粒子を担持した SWCNHがメタンか
らの水素とカーボンナノチューブの生成に有効であることを明らかにした。本論文は、金属触媒分野およ
びナノカーボン科学において、重要な知見を与えるものである。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 理学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
このプロセスに必要なチームの要素として、復学支援チームメンバーの決定の際には【目標達成に必要
な職種や役割が含まれていること】、支援の実施に伴う関係性の変化においては【各職種の意見の相違によ
る対立や葛藤】など９つが見出された。また、チームの変化を促進する看護職の役割には、管理的な側面
と看護の質を高める側面があり、対象者の視点に立ち、チームの状況を見極め、長期的な見通しをもちな
がら全体を見据えてサポートする視点が必要であった。 
本研究の目的は、整形外科疾患により長期入院している子どもとその家族に対する復学支援プログラム
を作成し実施するためにアクションリサーチを導入し、復学支援の体制が作り上げられるプロセスにおけ
る変化を探求するとともに、関係職種の協働により作成したプログラムに基づいた支援を実施し、その効
果を明らかにすることである。 
 研究参加者（以下参加者）として復学支援に関わる専門職から参加者を募り、医師 1 名、看護師 3 名、
看護師長 2名、理学療法士 1名、特別支援学校教員 5名の計 12 名から協力を得た。研究方法として【問題
の明確化】【計画】【実施】【評価・再計画】の 4段階をらせん型にたどるアクションを実施し、職種共通で
活用可能なＩＣＦ（国際生活機能分類）をもとにしたアセスメント枠組みの活用により支援の方向性を検
討した。対象者は、小学生 2名、中学生 1名とその家族であった。 
 学習会と職種共通の枠組みを利用した児の全体像把握により、参加者が互いの役割を再確認するととも
に各々の立場からの情報を共有し、支援に活かすようになった。復学支援プログラムの作成の過程では、
復学支援の流れや役割が明確になり、支援の視点が全体として意識されることで子どもと家族のニーズに
合った支援が可能になった。 
 また、復学支援の体制が作り上げられるプロセスにおいては、チームの変化として新たな気づきと意欲
の高まりがおこり、その後、意見の相違によるチームの動きの停滞を乗り越える中で対立やすりあわせが
起こり、促進や停滞を繰り返しながらチームとして徐々に発展していく様子がみられた。チームの変化に
おいて、看護職には他の専門職とは異なる特徴をもつ３つの段階がみられた。各段階には、看護師の主体
性を促進する側面と停滞させる側面があり、アクションの効果やその副次的な効果等により、次の段階に
進んでいた。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
長期入院する子どもへの復学支援として退院後の学校生活の状況や本人の希望をふまえた調整を行うこ
とは重要であるが、特に、多職種がかかわる整形外科疾患の子どもの復学においては、子どもの全体像を
とらえた看護や支援が不足している。本研究では、整形外科疾患により長期入院している子どもとその家
族に対する復学支援プログラムを作成し実施するためにアクションリサーチを導入し、復学支援の体制が
作り上げられるプロセスにおける変化を探求するとともに、関係職種の協働により作成したプログラムに
基づいた支援を実施し、その効果を明らかにすることを目的とした。復学支援にかかわる、看護師、医師、
理学療法士、特別支援学校教員 12名の参加を得て、問題の明確化、計画、実施、評価・再計画の 4段階を
らせん型にたどるアクションを実施し、国際生活機能分類：ICF をもとにしたアセスメント枠組みの活用
により支援の方向性を検討した。対象者は、整形外科疾患をもつ小学生 2名、中学生 1名とその家族であ
った。 
復学支援プログラムの実施により、復学支援の流れや役割が明確になり支援の視点が参加者全体に意識
されることで、子どもと家族のニーズに合った支援が可能となった。復学支援の体制が作り上げられるプ
ロセスにおけるチームの変化として、新たな気づきと意欲の高まり、チームとしての関係性の変化、チー
ムとしての発展という特徴と、変化に必要な 9 つの要素が明らかになった。また、変化を促進する看護職
の役割は、組織・管理的な側面と、看護の質を高める側面に統合され、一連のプロセスについて、全体を
見据えてサポートする、組織全体を見渡す、子どもと家族をアドボケートする視点が明示された。 
本研究の結果は、長期入院の子どもの復学支援、および、多職種連携に看護職が貢献していくうえで重
要な知見を有している。 
以上より、本論文は、博士（看護学）として価値あるものと認める。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
指針の有効性の検証と精錬を目的に、指針を適用した看護介入を実施した。研究デザインは、複数ケー
ススタディを用いた縦断的研究である。外来通院中の 6名の慢性心不全患者を対象に、1~3か月毎の外来
診察時に指針を適用した看護援助を実施した。評価項目は、症状悪化予防に関する患者の認識や行動及び
自己効力の変化であった。介入の結果、患者の変化として＜疾患や症状悪化予防に関する知識や実行への
意欲を獲得する＞、＜自分が置かれた状況、普段の生活パターン、望む生き方を考慮し、自分に合った症
状悪化予防方法を工夫・模索する＞等が明らかになり、介入によって、生活と折り合いをつけた症状悪化
予防の獲得や、獲得に向けた前段階につながることが示唆された。また、５名の自己効力の変化も示され
た。対象者の背景の検討から、本指針は、症状悪化予防の実行による心不全症状のコントロールが可能な
患者、症状悪化予防実行の意欲を持つ患者、不十分な知識もしくはやむを得ない事情のために症状悪化予
防を実行していない患者に対して、生活と折り合いをつけた症状悪化予防の獲得を促すことが示唆された。 
 
 
 
 
 
 
本研究の目的は、慢性心不全患者の生活と折り合いをつけた症状悪化予防の獲得に対する外来看護介入
指針を開発することである。 
 研究１ 
看護介入指針の作成を目的とした。心不全患者の症状悪化予防実行の阻害や促進に関する先行研究、患
者教育や行動変容に関する文献を検討することで、介入指針の構成要素を導いた。介入指針は、「症状悪化
予防の支援における医療者の基本的姿勢」に基づく態度で、「症状悪化予防を実行する強みとなる要因の獲
得に対する介入」、「症状悪化予防実行において解消すべき要因に対する介入」、「考慮すべき患者背景のア
セスメント」から個別的な介入内容を導き、「自己効力を高める介入」と組み合わせて介入を行うものとし
て構成した。 
研究２ 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本研究は、患者の症状悪化予防を支援するための具体的な介入指針、評価項目、指針を適用する患者の
選択条件が提示されており、看護専門外来等で活用が可能であり、ランダム化比較試験の基盤となる研究
成果が示されていることから、学術的に価値ある論文と評価する。 
 
 
 
心不全疾患管理の進歩により、患者の長期予後は改善しているが、患者の症状悪化予防方法が不十分で
再入院患者数が増加する現状にある。欧米では多職種による疾患管理プログラムの効果が、死亡者数、再
入院率の低下として明らかとされており、心理・社会的な支援による教育プログラムも開発されている。
しかし、我が国の実情に合った心不全患者の症状悪化予防に対する介入プログラムは明らかにされていな
い。 
本研究は慢性心不全患者の生活と折り合いをつけた症状悪化予防の獲得に対する外来看護指針を開発す
ることであり、拡張型心筋症等による心不全患者 6 名を対象に先行研究、文献検討をもとに作成した介入
指針を実施し評価を行った。その結果、＜症状悪化予防に関する知識や実行の意欲を獲得する＞、＜自分
が置かれた状況、普段の生活パターン、望む生き方を考慮し、自分に合った症状悪化予防方法を工夫・模
索する＞などの変化が示され、5 名において自己効力の変化が示された。自覚症状や臨床データの変化で
は 3名が改善、1名は増悪兆候なく経過し、2名においては介入により、症状悪化予防行動を行うことがで
きるようになっていたが、低心機能などの理由で、治療方法変更が必要となった。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
論 文 審 査 委 員 
李 艶 
博 士（学 術） 
千大院工博甲第学１４号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
景徳鎮における手づくり製磁工房文化 
―手づくりの製磁システムの継承と創新 
（主査）教 授  青木 弘行 
（副査）教 授  柘植 喜治   教 授  植田 憲 
    教 授  鈴木 直人 
（審査協力者）千葉大学名誉教授  宮崎 清 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
 本論文は、景徳鎮における手づくり製磁工房の様態、雇用制度、生産体制、教育体制、さらに、製磁職
人の意識・志向・実態を解析する事により、将来の手づくり工房のあるべき姿を明らかにすることを試み
たものである。要点は、 
（１） 景徳鎮では、事業主を核として個々の製磁生産工程に対応する形で専業化した事業を担い、それら
が連結することによって個々の景徳鎮製磁が生産されている。この極めて細密に編まれた分業体制は人び
との生活文化・親族関係にまで広く深く浸透されている。それは歴史の中でながく消滅していた手作り工
房が現代に蘇り、振興してきた原動力となっている。 
（２） 景徳鎮における雇用体制、職人の製磁技術、製品特徴、工芸工程、俗習などの解析結果は、手づく
り製磁工房文化が景徳鎮のアイデンティティーとなっており、それは、およそ 2000 年の歳月を経て継承さ
れ、景徳鎮の都市の没落を繋ぎ止めたものである。 
（３） 今日の景徳鎮における製磁業は、伝統的製磁職人を中心に製磁しているものの、革新志向をもった
職人が国内外から脚光を浴びつつある。しかしながら、長い歴史のなかで育まれてきた景徳鎮製磁の生産
体制と教育体制は、盤石なかたちで地域に浸透し、景徳鎮における共同体としての生活文化になりえてい
る事が判明した。  
 以上、景徳鎮の伝統的製磁文化は、変容しつつも確実に後世に伝えられるだろう事を暗示しており、そ
の主要因である分業体制や模古による技術習得の方法が陶器産地のゆるぎない伝統技術の継承に大きく貢
献する事を明確にした。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は、景徳鎮における手づくり製磁工房の様態、雇用制度、生産体制、教育体制、さらに、製磁職
人の認識・志向・実態を解析する事により、将来の手づくり工房のあるべき姿を明らかにすることを試み
たものである。 
 景徳鎮では、事業主を核として個々の製磁生産工程ごとに専業化した分業体制を取っており、それらが
効果的に連携することによって優れた磁器が生産されている。この分業生産体制は、ながく消滅していた
手作り工房が現代に蘇り、振興してきた原動力の一つであると考えられる。同時に、それは景徳鎮地域の
人びとの生活文化や、親族間のかかわりにまで広く、深く影響を及ぼし、この地域がこの製磁文化・製磁
技術の継承とともに 2000 年もの長い歳月を超えて栄えてきた主な要因と考えられる。 
 今日、伝統的製磁職人は製磁の中心的役割を果たしているが、革新志向をもった職人が育ち、楽天市場と
いう新たな職人集団を形成しつつある。しかしながら、細部にわたる現地調査は長い歴史のなかで育まれ
てきた景徳鎮製磁の生産体制と教育体制は、盤石なかたちで地域に浸透し、景徳鎮における共同体として
の生活文化を形成している事を明らかにした。具体的には、分業体制に対する評価、技術習得の実態、伝
統技術の継承の手段として模古磁生産に対する評価、装飾に対する評価、等々、を詳細にわたり分析検証
した。 結論として、景徳鎮の伝統的製磁文化は、変容しつつも確実に後世に伝えられるだろう事を暗示
しており、その主要因である分業体制や模古による技術習得の方法が陶器産地のゆるぎない伝統技術の継
承に大きく貢献する事を確認した。 
 平成 24 年 7 月 31 日開催された本審査では以上の内容が明確に発表され、この研究内容が伝統的陶磁文
化の継承の一つのあり方を示す学術的に意義の高いものであると評価した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（学術）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
論 文 審 査 委 員 
劉 俊哲 
博 士（学 術） 
千大院工博甲第学１５号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
中国・南京における「秦淮灯彩」文化の継承と創新 
～伝統的「秦淮灯彩」の制作・使用の実態把握を通して 
（主査）教 授  寺内 文雄 
（副査）教 授  佐藤 公信   教 授  鈴木 直人 
    教 授  植田 憲 
（審査協力者）千葉大学名誉教授  宮崎 清 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 「秦淮灯彩」は、中国・南京において創生され、すでに 1500 年以上もの長きに渡って継承されてきた伝
統的な灯籠である。竹や木の骨組みに、紙や布などを張り付けた構造で、その制作技術は、専門の職人が、
口伝のみによって伝えてきた。しかしながら、今日、制作技術はもとより、「秦淮灯彩」の文化そのものが
継承の危機を迎えている。 
 本研究は、文献調査・現地調査に基づき、伝統的な「秦淮灯彩」が有する諸特性を明らかにしながら、
これからの「秦淮灯彩」文化のあり方を導出することを目的としたものである。 
 第一章においては、文献調査に基づき、南北朝時代から民国までの「秦淮灯彩」「秦淮灯会」の歴史を回
顧し、その変遷過程を明らかにした。第二章においては、「秦淮灯彩」が描かれた視覚的資料・文学作品の
精査を中心として、伝統的「秦淮灯彩」の意匠特質を把握するとともに、その社会的な意味・価値を読み
解いた。第三章においては、伝統的な「秦淮灯彩」の制作技術を継承する職人たちへの聞き取り調査に基
づき、その技術・制作工程を記録するとともに、職人が果たしてきた社会的・文化的役割を導出した。終
章においては、伝統的な「秦淮灯彩」の意匠的特質をまとめるとともに、「秦淮灯彩」文化の今後のあるべ
き姿を提言した。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 「秦淮灯彩」は、中国・南京において創生され、すでに 1500 年以上もの長きに渡って継承されてきた伝
統的な灯籠である。竹や木の骨組みに、紙や布などを張り付けた構造で、その制作技術は、専門の職人が、
口伝のみによって伝えてきた。しかしながら、今日、制作技術はもとより、「秦淮灯彩」の文化そのものが
継承の危機を迎えている。 
 本研究は、文献調査・現地調査に基づき、伝統的な「秦淮灯彩」が有する諸特性を明らかにしながら、
これからの「秦淮灯彩」文化のあり方を導出することを目的としたものである。 
 第一章においては、文献調査に基づき、南北朝時代から民国までの「秦淮灯彩」「秦淮灯会」の歴史を回
顧し、その変遷過程を明らかにした。第二章においては、「秦淮灯彩」が描かれた視覚的資料・文学作品の
精査を中心として、伝統的「秦淮灯彩」の意匠特質を把握するとともに、その社会的な意味・価値を読み
解いた。第三章においては、伝統的な「秦淮灯彩」の制作技術を継承する職人たちへの聞き取り調査に基
づき、その技術・制作工程を記録するとともに、職人が果たしてきた社会的・文化的役割を導出した。終
章においては、伝統的な「秦淮灯彩」の意匠的特質をまとめるとともに、「秦淮灯彩」文化の今後のあるべ
き姿を提言した。 
 平成 24 年 8 月 2日に本審査会を開催し、上記論文についての発表ならびに内容に関する質疑応答を行っ
た。その結果、総じて、これまで明らかにされてこなかった伝統的な「秦淮灯彩」の諸特性が明確にされ
るとともに、今後のあるべき姿が導出されており、学術的に高い価値を有していると判断された。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（学術）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
 
論 文 審 査 委 員 
UPRETY PRALHAD 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工９３号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Application of High-Resolution Satellite SAR Images to Damage 
Detection of Buildings 
（高分解能衛星 SAR 画像の建物被害抽出への応用） 
（主査）教 授  中井 正一 
（副査）教 授  山崎 文雄   教 授  塩田 茂雄 
    准教授  荒井 幸代   准教授  丸山 喜久 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
地震などの自然災害が発生した場合，被害状況を把握することは，緊急対応や復旧活動を行うために最
初に必要となるものである。衛星リモートセンシングは，広い地域を直接に現地に赴くことなく観測でき
るため，被害分布の把握において極めて有効である。とくにマイクロ波を能動的に照射して，その反射波
を観測する合成開口レーダ（SAR）は，雲を透過するため曇天下でも，また太陽光によらないため夜間でも
観測可能で，突発する災害状況の把握など，極めて幅広い利用範囲がある。本研究では，ドイツ航空宇宙
局（DLR）が 2007 年に打ち上げた TerraSAR-X は，とくに高い空間分解能を有する最新の SAR 衛星であり，
本研究ではこれによって地震発生の前後に撮影された SAR 強度画像を用いて，地震による建物被害の抽出
を試みた，2009 年 4 月 6日に発生したイタリア・ラクイラ地震および 2010 年 1 月 12 日に発生したハイチ
地震を対象として，地震によるマイクロ波の後方散乱特性の変化を抽出した。それぞれの地震について，
地震前後の 2時期 TerraSAR-X 画像の後方散乱係数の空間相関とそれらの差分を算出した。この画像解析結
果と，光学衛星画像からの目視判読結果および地上調査結果を建物単位で比較することによって，高分解
能 SAR 画像による建物被害状況の検出精度を検討した。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
地震などの自然災害が発生した場合，被害状況を把握することは，緊急対応や復旧活動を行うために最
初に必要となるものである。衛星リモートセンシングは，広い地域を直接に現地に赴くことなく観測でき
るため，被害分布の把握において極めて有効である。とくにマイクロ波を能動的に照射して，その反射波
を観測する合成開口レーダ（SAR）は，雲を透過するため曇天下でも，また太陽光によらないため夜間でも
観測可能で，突発する災害状況の把握など，極めて幅広い利用範囲がある。本研究では，ドイツ航空宇宙
局（DLR）が 2007 年に打ち上げた TerraSAR-X は，とくに高い空間分解能を有する最新の SAR 衛星であり，
本研究ではこれによって地震発生の前後に撮影された SAR 強度画像を用いて，地震による建物被害の抽出
を試みた，2009 年 4 月 6日に発生したイタリア・ラクイラ地震および 2010 年 1 月 12 日に発生したハイチ
地震を対象として，地震によるマイクロ波の後方散乱特性の変化を抽出した。それぞれの地震について，
地震前後の 2時期 TerraSAR-X 画像の後方散乱係数の空間相関とそれらの差分を算出した。この画像解析結
果と，光学衛星画像からの目視判読結果および地上調査結果を建物単位で比較することによって，高分解
能 SAR 画像による建物被害状況の検出精度を検討した。 
本審査会は 2012 年 8 月 1日に開催した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
 
 
論 文 審 査 委 員 
湯 寿旎 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工９４号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Pedestrian's Behavior under the Mid-low Density: Case Study on 
Station Squares in Chiba, Shanghai, Wuhan and Taipei 
（中低密度下での歩行者行動に関する研究:千葉・上海・武漢・台北の駅
前広場を事例として） 
（主査）教 授  柘植 喜治 
（副査）教 授  北原 理雄   教 授  福川 裕一 
    准教授  岡部 明子   准教授  宮脇 勝 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
  Much attention has been attracted to pedestrian-oriented planning and the cultural implications 
of place-making in urban planning. Therefore it is necessary to discuss pedestrian behavior(speed, 
density, shortcut mentality, avoidance behavior and so on) and the different characteristics of 
pedestrian in dissimilar cultural contexts. 
  I took the station squares in Chiba, Japan, Shanghai and Wuhan, China and Taipei as examples. 
These squares both have steps and flat. I took videos for one hour in spare time and rush time on 
these station squares. I then investigated the situation of pedestrian streams in the spare time 
and in the rush time. By images of these videos, I drew pedestrians' pathways from parts of the 
videos. So I could get the information of speed, density, shortcut mentality, and avoidance behavior 
by these pedestrians' pathways.  
  The characteristics of pedestrian behavior were as follows: 
  Pedestrians in some parts of China adopt shortcut rather than fast walking for quickly reaching 
the destination, however pedestrians in some parts of Japan more adopt fast walking. In Taipei, 
some station squares did not make any measures to induce the pedestrians who wait traffic signal 
lamps and the bus, therefore avoidance behavior increases in rush hour. 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 急速に都市化が進む中国では、都市環境の質の向上が焦眉の課題となっている。公共空間のデザインを
改善し、景観面で優れていると同時に歩行者にとって安全かつ快適な場を提供することもそのひとつであ
る。 
 本研究は、街の玄関の役割を果たす公共空間「駅前広場」を対象に取り上げ、歩行者行動を詳細に把握
することにより、適切な駅前広場のデザインを導く基礎的知見を得ようとしたものである。調査対象には
千葉、上海、武漢、台北の中小規模の駅前広場を選定し、歩行者の動きを記録し解析した。中小規模の駅
前広場を対象にしたのは、歩行者行動をマスとして捉えるのではなく、個々の歩行者が中低密度の群衆の
中で行う選択的行動を把握するためである。論文は、このような調査分析に基づき歩行速度、密度、経路
選択、回避行動などの特性を明らかにし、歩行者心理の地域特性を踏まえて、混雑時でも利用しやすい駅
前広場のデザインを行うための基礎的理論を提示している。 
 このように本研究は、実証的検討に基づき、日本、中国、台湾における駅前広場における歩行者行動を
個々の行動分析に基づいて明らかにし、その比較考察を通じて、駅前広場、特に急速に都市化が進む都市
地域における駅前広場のデザインを改善するための基礎的資料を提供した点に有意義な特色を認めること
ができる。 
 2012 年 7 月 24 日に本論文の公開発表会を開催し、参会者による質疑応答を行ったが、適切な応答が行
われた。また、予備審査において指摘された改善点に対しても適切な修正が行われていることが確認され
た。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
論 文 審 査 委 員 
彭 春栄 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工９５号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
若年女性および高齢女性における化粧動作の人間工学的研究 
（主査）教 授  岩永 光一 
（副査）教 授  加藤 秀雄   教 授  勝浦 哲夫 
准教授  下村 義弘 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本研究では、若年女性および高齢女性における化粧動作を比較検討した。まず、3 つの異なる化粧水容
器使用に対してユーザビリティ評価を行った。次いで、塗布行為について、化粧用コットンの「はさむ」
と「つまむ」姿勢での上肢の筋活動を測定し、これらの結果を踏まえて、より使いやすいと思われる「は
める」持ち方を提案した。 
 3 つの化粧水容器使用に対するユーザビリティ評価の結果、若年者にはスクリュー式のような時間のか
かる容器が好まれないが、高齢者では使用時間より筋負担の小さい、握りやすい容器が好まれることがわ
かった。容器とタスクの違いによる力と姿勢の調整方法に年代間の違いがあることが示唆された。 
 塗布行為の結果、顔の右側および目の周り、鼻筋などの巧緻動作を要する化粧部位では、高齢者は若年
者より手指、前腕や上腕に余計に力を入れていることが明らかとなった。また、「はめる」場合は指でコッ
トンを押さえる必要がないために塗布中、「はさむ」と「つまむ」持ち方より上肢の筋負担は小さくなり、
肯定的な使用感につながったと考えられた。 
 さらに、容器使用行為と塗布行為の研究ではともに、高齢者は若年者のようにタスクの違いにより、力
と姿勢の調整が上手にできず、運動学的により狭くかつ低い活動度であることが示唆された。これらのこ
とより、化粧用具について、対象とするユーザの年代を考慮する必要があることが明らかとなった。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は，若年女性および高齢女性におけるスキンケアに関する化粧動作を人間工学的に検討したもの
である。まず，3 種類の化粧水容器使用に対するユーザビリティ評価を，筋電図，タスク遂行時間，主観
評価等により行い，各容器の特徴を明らかにしている。その結果、年齢にかかわらずヒンジ式容器は使用
に要する時間が短く，上肢の筋負担も低く，主観評価も高いことが明らかとなった。また，力と姿勢の調
整方法には年代間に差異があることが示され，容器については対象とするユーザーの年代を考慮する必要
があることが明らかとなった。次いで，コットンの「はさむ」，「つまむ」持ち方での化粧水塗布中の上肢
筋活動を若年女性および高齢女性で比較している。高齢者は「はさむ」持ち方では前腕，上腕の筋活動が
若年者より高いこと，年齢にかかわらず「はさむ」持ち方では頸の化粧は顔の化粧より筋活動が高いこと
などが示された｡さらに，従来のコットンの持ち方の欠点を改善するために新しい「はめる」持ち方を提案
し，従来の「はさむ」「つまむ」持ち方との比較を行っている。「はめる」持ち方は「はさむ」「つまむ」よ
り上肢の筋負担が小さく，主観的にも高い評価を得ていることを明らかにした。現在の化粧用具では加齢
の特徴を考慮してデザインされたものは少なく，本研究で明らかとなった成果は今後の製品開発にも貢献
出来るものと期待される。 
 本審査委員会（公開論文発表会）を 7月 25 日に開催し，論文発表と論文内容に関する質疑応答を行った
結果，本論文は工学的に高い価値を有していることが認められた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
 
 
論 文 審 査 委 員 
HAFIZ AZIZ AHMAD 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工９６号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
THE IMPACTS OF VISUALS OF MANGA ON INDONESIAN READERS’ PSYCHOLOGICAL 
AND BEHAVIORAL REACTIONS 
（インドネシア人読者の心理的・行動的反応に及ぼすマンガのビジュア
ル要素の影響） 
（主査）教 授  鈴木 直人 
（副査）教 授  日比野 治雄   教 授  佐藤 公信 
    准教授  小山 慎一 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 1990 年以降，日本のマンガはインドネシアにも浸透し，大きな人気を博すようになっている。そのため，
現在では若年のインドネシア人に非常に大きな影響力を及ぼすようになっている。近年では，インドネシ
ア人の若者の中にマンガのビジュアル要素を模倣する傾向さえ見られるようになっているのである。そこ
で，本研究では，デザイン心理学の観点から，インドネシアにおけるマンガのビジュアル要素の受容状況
について検討を加えた。具体的には，オンラインでの質問紙調査と実験的調査の二つの側面から，上記の
問題に取り組んだのである。オンラインでの質問紙調査では，インドネシア人の若者はマンガ特有の感情
表現や強い感情的なビジュアル要素に影響されたという結果が得られた。また，107 人のインドネシア人
若年者を対象に，ランダムにマンガと非マンガを読ませ，それぞれのビジュアル要素に対する模倣に関す
る心理的反応と行動意図を評価するという実験的検証も行った。その結果，やはりインドネシア人の若者
に対するマンガ特有の感情表現や強い感情的なビジュアル要素の影響が明らかになったのである。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 1990 年以降，日本のマンガはインドネシアにも浸透し，大きな人気を博すようになっている。そのため，
現在では若年のインドネシア人に非常に大きな影響力を及ぼすようになっている。近年では，インドネシ
ア人の若者の中にマンガのビジュアル要素を模倣する傾向さえ見られるようになっているのである。そこ
で，本研究では，デザイン心理学の観点から，インドネシアにおけるマンガのビジュアル要素の受容状況
について検討を加えた。具体的には，オンラインでの質問紙調査と実験的調査の二つの側面から，上記の
問題に取り組んだのである。オンラインでの質問紙調査では，インドネシア人の若者はマンガ特有の感情
表現や強い感情的なビジュアル要素に影響されたという結果が得られた。また，107 人のインドネシア人
若年者を対象に，ランダムにマンガと非マンガを読ませ，それぞれのビジュアル要素に対する模倣に関す
る心理的反応と行動意図を評価するという実験的検証も行った。その結果，やはりインドネシア人の若者
に対するマンガ特有の感情表現や強い感情的なビジュアル要素の影響が明らかになったのである。 
 7 月 19 日には博士論文審査会（公聴会）を開催し，論文発表と論文内容に関する質疑応答を行った。そ
の結果，予備審査において指摘された論文題名をより内容に相応しく変更するという点，および記述上の
いくつかの問題点を改稿するという点については十分な対応がなされていると判断され，本研究は工学的
に高い価値を有していると認められた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
 
論 文 審 査 委 員 
SYARIL AZRAD BIN MD. ALI 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工９７号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Vision-based Object Tracking and Localization of Quad-rotor MAV 
（ビジョンによる４発ロータ小型飛行ロボットの物体追跡と自己位置推
定に関する研究） 
（主査）教 授  劉 浩 
（副査）教 授  野波 健藏   教 授  劉 康志 
    教 授  兪 文偉 
（審査協力者）千葉大学工学研究科 准教授  並木 明夫 
       千葉大学工学研究科 准教授  大武 美保子 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論文は小型無人飛行体(MAV)を対象とし，大きく２つの研究から構成されている。第１は単眼カメラを
搭載した MAV によるビジョンベース物体追跡に関する研究，第 2 はステレオカメラを搭載した MAV による
自己位置推定に関する研究である。 
 第１の研究では単眼カメラと GPS を使用したシステムを融合し，物体追跡システムを構築した。ここで
は色ベースアルゴリズムと特徴ベースアルゴリズムの 2 種類を提案した。これよりデータの時間遅れなく
MAV のセンサデータと融合することでよりロバストなシステムを構築することができた。また，MAV の飛行
制御には非線形制御器を適用した。提案した制御器は小型コンピュータで十分に実装することができた。
本研究では構築したシステムによって追跡物体上で安定して長時間ホバリングを行うことに成功した。 
 第 2 の研究は，小型ステレオカメラによる GPS が使えない環境における MAV の自己位置推定である。従
来のオプティカル・フローによる自己位置推定では高精度な自己位置推定を行うことが困難である。本研
究ではオンボードステレオカメラの画像を用いた SIFT 特徴マッチングによって対象物までの距離推定を
行った。この手法では短距離移動において高精度な自己位置を推定することが可能である。しかし，長距
離移動においては推定誤差が累積する問題があった。そこで本研究では，特定のマーカを用いない特徴ベ
ースの追跡アルゴリズムを提案した。 
 これら二つの提案した方法は実験により有効性が実証された。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は小型無人飛行体(MAV)を対象とし，大きく２つの研究から構成されている。第１は単眼カメラを
搭載した MAV によるビジョンベース物体追跡に関する研究，第 2 はステレオカメラを搭載した MAV による
自己位置推定に関する研究である。 
 第１の研究では単眼カメラと GPS を使用したシステムを融合し，物体追跡システムを構築した。ここで
は色ベースアルゴリズムと特徴ベースアルゴリズムの 2 種類を提案した。これよりデータの時間遅れなく
MAV のセンサデータと融合することでよりロバストなシステムを構築することができた。また，MAV の飛行
制御には非線形制御器を適用した。提案した制御器は小型コンピュータで十分に実装することができた。
本研究では構築したシステムによって追跡物体上で安定して長時間ホバリングを行うことに成功した。 
 第 2 の研究は，小型ステレオカメラによる GPS が使えない環境における MAV の自己位置推定である。従
来のオプティカル・フローによる自己位置推定では高精度な自己位置推定を行うことが困難である。本研
究ではオンボードステレオカメラの画像を用いた SIFT 特徴マッチングによって対象物までの距離推定を
行った。この手法では短距離移動において高精度な自己位置を推定することが可能である。しかし，長距
離移動においては推定誤差が累積する問題があった。そこで本研究では，特定のマーカを用いない特徴ベ
ースの追跡アルゴリズムを提案した。 
 これら二つの提案した方法は実験により有効性が実証された。7月 10 日に公開論文発表会並びに本審査
委員会を開催し, 全員一致でこれらの成果が MAV のビジョンベースの飛行分野に多大な貢献をしていると
判断した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
論 文 審 査 委 員 
稲毛 達朗 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工９８号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
模型欠損を含む非定常衝撃波と渦噴出流れ場のレーザー干渉 CT計測への
新再構成法の導入 
（主査）教 授  武居 昌宏 
（副査）教 授  森吉 泰生   教 授  劉 浩 
    教 授  前野 一夫   准教授  田中 学 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 圧縮性流れの可視化研究には影写真やシュリーレン法が広く用いられるが，これらは２次元の光路方向
積分画像として計測され，流れ場の 3 次元的構造を解明することができない。衝撃波の研究では 3 次元的
密度分布計測は極めて重要であるが，現在，これらの流れ場の解明は，数値流体力学(CFD)による解析研究
が一般的で，定量的な 3次元密度計測の報告は極めて少ない。本論文はレーザー干渉 CT 法に関して，ハイ
ブリッド ART などを開発し，さらに SA (Simulated annealing)法による新たな再構成法を CT 計測に導入
し，模型等による干渉信号投影データの部分欠損に対して，内挿を施さず，計測された模型部分欠損を含
む投影データのみによる 3 次元再構成画像の取得を試みた。そして従来の再構成法の ART や FBP 法，およ
び CFD の結果を内挿した改良型ハイブリッド ART を試み，再構成結果画像との比較も行った。再構成法の
評価では，市販コードによる数値解を CFD‒Phantom とし，再構成法の比較の原データとした。実験的研究
としては，角柱周りにおける高速非定常衝撃波／渦噴出流れ場，および短円柱周りにおける高速非定常噴
出流れ場に対しハイブリッドARTや SA再構成法を適用し，定量的な密度CT計測を各流れ場において行い、
非定常衝撃波渦流れの三次元的構造を解明している。（予備審査時学位申請論文題名：「非定常衝撃波／渦
噴出流れ場のレーザー干渉 CT 計測への SA 法等による新再構成法の導入」より予備審査会で表記題目に変
更した） 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 圧縮性流れの可視化研究に広く用いられる影写真やシュリーレン法では，流れが２次元の光路方向積分
画像として計測され，流れ場の 3 次元的構造を解明することができない。衝撃波の研究では 3 次元的密度
分布計測は極めて重要であるが，現在，これらの流れ場の解明は，数値流体力学(CFD)による解析研究が一
般的で，定量的な 3次元密度計測の報告は極めて少ない。本論文はレーザー干渉 CT 法に関して，ハイブリ
ッド ART などを開発し，さらに SA (Simulated annealing)法による新たな再構成法を CT 計測に導入し，
模型等による干渉信号投影データの部分欠損を含む流れ場に対する 3次元再構成画像の取得を行った。 そ
して従来の再構成法の ART や FBP 法，および CFD の結果を内挿した改良型ハイブリッド ART を試み，再構
成結果画像との比較も行った。本研究の結果，データ欠損を生じる模型例として，角柱周りにおける高速
非定常衝撃波／渦噴出流れ場，および短円柱周りにおける高速非定常噴出流れ場に対しハイブリッド ART
や SA 再構成法を適用し，定量的な密度 CT 計測を各流れ場において行い, 非定常衝撃波渦流れの三次元的
構造を解明することができた。 
 平成 24 年 8 月 1日に博士論文公開発表会および審査委員会を開催し，提出された論文と専門科目および
外国語についての評価を行った結果，審査委員会は工学的な価値が充分あるものと判断した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
論 文 審 査 委 員 
田原 誠 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工９９号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
マルチロータ型ヘリコプタと小型姿勢センサに関する研究 
（主査）教 授  劉 浩 
（副査）教 授  野波 健藏   教 授  劉 康志 
    教 授  兪 文偉 
（審査協力者）千葉大学工学研究科 准教授  並木 明夫 
       千葉大学工学研究科 准教授  大武 美保子 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 無人航空機（Unmanned Aerial Vehicle: UAV）は固定翼機と回転翼機に分類される。国内において回転
翼型 UAV は農薬散布用途で本格的な運用が行われているが，他の分野では小規模な運用に留まっているの
が現状である。運用範囲を拡大するためには，より汎用的な回転翼型 UAV の実現と自律化技術が必須課題
である。本論文では，回転翼型 UAV の機体実現と自律化技術に不可欠な姿勢センサに関する研究を行った。 
 まず，回転翼型 UAV の中でもマルチロータ型ヘリコプタに着目し，機体設計を行う上で与えられる様々
な要求仕様に対して汎用的に機体を開発するための設計手法を構築した。産業用途の業務を行う際に与え
られる要求仕様をパラメータ化することで各設計手順との関係を明確にし，手順に従って機体を実現する
ことで手法の有効性を示した。本手法により業務規模に応じた適切な機体開発，運用が今後期待できる。 
 続いて，マルチロータ型ヘリコプタの小型姿勢センサを対象として，姿勢推定アルゴリズムと実装技術
に関する研究を行った。姿勢推定アルゴリズムでは UAV の移動に伴う加速度外乱が印加された環境におい
ても精度良く姿勢を推定する手法を提案し，十分な姿勢推定精度を得ることに成功した。小型姿勢センサ
を実現するための実装技術では，実際に実装を行うことで効果を確認した。実現された小型姿勢センサは
動的環境においても高精度な姿勢推定精度を実現しており，マルチロータ型ヘリコプタの自律化だけでな
く，MEMS 化することで幅広い用途に応用が可能である。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 無人航空機（Unmanned Aerial Vehicle: UAV）は固定翼機と回転翼機に分類される。国内において回転
翼型 UAV は農薬散布用途で本格的な運用が行われているが，他の分野では小規模な運用に留まっているの
が現状である。運用範囲を拡大するためには，より汎用的な回転翼型 UAV の実現と自律化技術が必須課題
である。本論文では，回転翼型 UAV の機体実現と自律化技術に不可欠な姿勢センサに関する研究を行った。 
 まず，回転翼型 UAV の中でもマルチロータ型ヘリコプタに着目し，機体設計を行う上で与えられる様々
な要求仕様に対して汎用的に機体を開発するための設計手法を構築した。産業用途の業務を行う際に与え
られる要求仕様をパラメータ化することで各設計手順との関係を明確にし，手順に従って機体を実現する
ことで手法の有効性を示した。本手法により業務規模に応じた適切な機体開発，運用が今後期待できる。 
 続いて，マルチロータ型ヘリコプタの小型姿勢センサを対象として，姿勢推定アルゴリズムと実装技術
に関する研究を行った。姿勢推定アルゴリズムでは UAV の移動に伴う加速度外乱が印加された環境におい
ても精度良く姿勢を推定する手法を提案し，十分な姿勢推定精度を得ることに成功した。小型姿勢センサ
を実現するための実装技術では，実際に実装を行うことで効果を確認した。実現された小型姿勢センサは
動的環境においても高精度な姿勢推定精度を実現しており，マルチロータ型ヘリコプタの自律化だけでな
く，MEMS 化することで幅広い用途に応用が可能である。7月 10 日に公開論文発表会並びに本審査委員会を
開催し, 全員一致でこれらの成果が UAV の分野に多大な貢献をしていると判断した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
 
 
論 文 審 査 委 員 
陳 景 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１００号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Study on Ultra-wideband Surface Acoustic Wave Devices Using Relaxor 
Based Ferroelectric Single Crystals 
（リラクサ型強誘電体単結晶を用いた超広帯域弾性表面波デバイスに関
する研究） 
（主査）教 授  八代 健一郎 
（副査）教 授  橋本 研也   教 授  工藤 一浩 
    教 授  鷹野 敏明 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
本論文では、極めて圧電性が強いリラクサ型強誘電体材料を用いて SAW 共振子を試作し、その高周波フ
ィルタへの適合性を理論・実験の両面から評価した。 
まず、PMN-PTについて調べた。電気機械結合係数K2が 50%にも達するSH型 SAWが存在し、さらにRayleigh
型 SAW も存在することが判った。そして、電極材料として金を選び、電極膜厚を適切に設定すると、この
Rayleigh 型 SAW の応答を抑圧できることを明らかにした。 
次に、より高いキュリー温度を持つ PIN-PMN-PT について調べた。そして、さらに大きな K2が得られると
共に、厚い Au 電極の利用により Rayleigh 型 SAW の応答が抑圧でき、さらに良好な周波数温度係数が得ら
れることを明らかにした。 
ところで、高周波電圧に重畳した直流電圧によって共振子特性が変化する現象が観測された。そこで、
強誘電体ドメインの安定化に効果がある Mn ドープの影響を調べた。その結果、DC 電圧依存性は格段に小
さくなり、この現象がドメインの不安定性に起因することを立証した。 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文では、極めて圧電性が強いリラクサ型強誘電体材料を用いて SAW 共振子を試作し、その高周波フ
ィルタへの適合性を理論・実験の両面から評価している。 
まず、PMN-PTについて調べた。電気機械結合係数K2が50%にも達するSH型SAWが存在し、さらにRayleigh
型 SAW も存在することが判った。そして、電極材料として Au を選び、電極膜厚を適切に設定すると、この
Rayleigh 型 SAW の応答を抑圧できることを明らかにした。 
次に、より高いキュリー温度を持つ PIN-PMN-PT について調べた。そして、さらに大きな K2が得られる
と共に、厚い Au 電極の利用により Rayleigh 型 SAW の応答が抑圧でき、さらに良好な周波数温度係数が得
られることを明らかにした。 
ところで、高周波電圧に重畳した直流電圧によって共振子特性が変化する現象が観測された。そこで、
強誘電体ドメインの安定化に効果がある Mn ドープの影響を調べた。その結果、DC 電圧依存性は格段に小
さくなり、この現象がドメインの不安定性に起因することを立証した。 
7 月 31 日に公開論文発表会並びに本審査委員会を開催し、提出された論文内容の説明を受けた後、質疑
および討論を行った。その結果、以上の内容は工学的価値を十分に有するものであり、審査委員会は全会
一致で、本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判定した。 
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学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
論 文 審 査 委 員 
向井 宏明 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１０１号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
パッシブオプティカルネットワークにおけるリソース有効利用を目的と
する伝送制御方式に関する研究 
（主査）教 授  橋本 研也 
（副査）教 授  鷹野 敏明   教 授  塩田 茂雄 
    教 授  八代 健一郎 
（外部審査委員）千葉大学融合科学研究科 教 授  黒岩 眞吾 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 電話局から家庭まで光ファイバを用いる FTTH(Fiber To The Home)の発展に貢献している PON(Passive 
Optical Network)では光ファイバをスプリッタにより分岐し，多数の加入者で光ファイバおよび局側のイ
ンタフェース機能を共有し，FTTH を経済的に実現する。本研究は，PON におけるリソースを伝送帯域，シ
ステム全体の消費電力，システムを冗長化する際の光ファイバおよび終端装置と定義し，これらを有効利
用する制御方式を提案し，PON の利便性を向上することを目的とする。 
 PON では，限られた伝送帯域を多数の加入者で共有するため，加入者側装置の帯域割当制御は発生トラ
ヒックに応じてなされることが重要で，加入者側装置のトラヒック状況予測方式が各種検討されてきた。
本研究では，同時にトラヒックが発生する加入者側装置数に応じて，トラヒック予測方法を切換えること
が有効であることをネットワークシミュレーションにより確認した。また，消費電力低減のため，トラヒ
ックのある加入者側装置のみを動作させる省電力制御方式を提案し，省電力制御に起因する伝送遅延と省
電力効果を定式化した。さらに高信頼のための冗長化方式について，上位プロトコルの PON 上での使用に
より高信頼かつ自由度の高いシステムを構成することを提案した。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 PON （Passive Optical Network） では光ファイバをスプリッタにより分岐し，多数の加入者で光ファ
イバおよび局側のインタフェース機能を共有することにより，FTTH（Fiber To The Home） を経済的に実
現する。本研究は，PON におけるリソースを伝送帯域，システム全体の消費電力，システムを冗長化する
際の光ファイバおよび終端装置と定義し，これらを有効利用する制御方式を提案し，PON の利便性を向上
することを目的とする。 
 PON では，限られた伝送帯域を多数の加入者で共有するため，加入者側装置の帯域割当制御は発生トラ
ヒックに応じてなされることが重要で，加入者側装置のトラヒック状況予測方式が各種検討されてきた。
本研究では，同時にトラヒックが発生する加入者側装置数に応じて，トラヒック予測方法を切換えること
が有効であることをネットワークシミュレーションにより確認した。また，消費電力低減のため，トラヒ
ックのある加入者側装置のみを動作させる省電力制御方式を提案し，省電力制御に起因する伝送遅延と省
電力効果を定式化した。さらに高信頼のための冗長化方式について，上位プロトコルの PON 上での使用に
より高信頼かつ自由度の高いシステムを構成することを提案した。 
 8 月 2 日に公開論文発表会および本審査委員会を開催し，提出された論文内容の説明を受けた後，質疑
および討論を行った。その結果，本論文は工学的に十分に価値があり，審査委員会は全会一致で本論文が
博士（工学）の学位に値するものと判断した。 
  
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
論 文 審 査 委 員 
松田 聡 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１０２号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
SiO2/LiNbO3 構造弾性表面波共振器における伝搬損失および温度特性改善
に関する研究 
（主査）教 授  八代 健一郎 
（副査）教 授  橋本 研也   教 授  工藤 一浩 
    教 授  鷹野 敏明 
（外部審査委員）大阪大学基礎工学研究科 准教授  荻 博次 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究は、温度補償 SiO2/LiNbO3構造 SAW デバイスの高性能化に向けて、(1) 重み付け共振器における音
響的損失の解明、(2) 薄い膜厚で良好な周波数温度係数(TCF)が得られる SiO2 膜の実現、並びに(3) 良好
な TCF と低伝搬損失を両立する新規温度補償膜の提案 を行った。 
まず、伝搬損失の原因を検討した。開口長や電極対数を変えた様々な共振子を試作し、その電気的特性
と光プローブの観測結果を比較した。その結果、共振子端部における回折損が損失の主因であり、与えら
れた重み付けの角度によって特徴付けられることを明らかにした。 
次に、SiO2膜質と TCF の関係を検討した。FT-IR におけるピーク周波数並びにピークの半値幅と TCF の
間に強い相関があることを見出した。また、SiO2 膜作製方法並びに条件の選択により溶融石英バルクより
も良好な TCF が得られることを示した。 
最後に、FT-IR の観測結果から、F ドープ SiO2膜の利用を提案し、F 非ドープの SiO2膜よりもさらに良
好な TCF が得られることを明らかにした。なお、Fドープによる SAW の伝搬損失増加は見られなかった。 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本研究は、温度補償 SiO2/LiNbO3構造 SAW デバイスの高性能化に向けて、(1) 重み付け共振器における音
響的損失の解明、(2) 薄い膜厚で良好な周波数温度係数(TCF)が得られる SiO2 膜の実現、並びに(3) 良好
な TCF と低伝搬損失を両立する新規温度補償膜の提案 を行った。 
まず、伝搬損失の原因を検討した。開口長や電極対数を変えた様々な共振子を試作し、その電気的特性
と光プローブの観測結果を比較した。その結果、共振子端部における回折損が損失の主因であり、与えら
れた重み付けの角度によって特徴付けられることを明らかにした。 
次に、SiO2膜質と TCF の関係を検討した。FT-IR におけるピーク周波数並びにピークの半値幅と TCF の
間に強い相関があることを見出した。また、SiO2 膜作製方法並びに条件の選択により溶融石英バルクより
も良好な TCF が得られることを示した。 
最後に、FT-IR の観測結果から、F ドープ SiO2膜の利用を提案し、F 非ドープの SiO2膜よりもさらに良
好な TCF が得られることを明らかにした。なお、Fドープによる SAW の伝搬損失増加は見られなかった。 
7 月 31 日に公開論文発表会並びに本審査委員会を開催し、提出された論文内容の説明を受けた後、質疑お
よび討論を行った。その結果、以上の内容は工学的価値を十分に有するものであり、審査委員会は全会一
致で、本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判定した。 
 
  
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
論 文 審 査 委 員 
八木下 史敏 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１０３号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
結晶化による分子構造制御を利用した不斉合成法の開発 
（主査）教 授  幸本 重男 
（副査）教 授  岩舘 泰彦   教 授  赤染 元浩 
    教 授  坂本 昌巳   准教授  三野 孝 
（外部審査委員）お茶の水女子大学人間文化創成科学研究科 
                 教 授  山田 眞二 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
本論文では、アキラルな基質やラセミ体を出発原料とし、結晶化により自然に発現する不斉情報だけを
活用した不斉合成法を開発した。これらは外的な不斉源を用いずに片方の鏡像異性体を選択的に創製する
絶対不斉合成であり、その研究成果は以下の 3つに大別される。 
（１）アキラルな芳香族アミドの結晶化により軸不斉を発現させ、この不斉情報を用いて不斉合成を行っ
た。アキラルなキノロンアミド誘導体を結晶化させるとホモキラルな分子だけで構成されるキラル結晶を
形成する。この結晶の固相光反応では、分子内不斉光付加反応により、高い光学純度の環化生成物を得た。
さらに結晶中に発現した軸不斉を低温の均一系溶媒中でも記憶させることに成功し、このキラルメモリー
現象を利用した 2 段階の不斉反応に成功した。同様に、アキラルなナフトアミド誘導体のキラル結晶から
誘導した軸不斉情報を用いたラセミ体アミンの速度論的光学分割及びジエンとの不斉光環化付加反応も開
発した。 
（２）安定な軸不斉を有するピリミジノンや中心不斉を有するイソインドリノンのラセミ体を出発原料と
し、ラセミ化が速やかに起こる条件で優先晶出させることで、98%ee の光学純度でのラセミ体の完全分割
に成功した。 
（３）アキラルなクロモンカルボン酸エステルの溶液に光照射すると C2 対称の二量体のみが選択的に生成
し、この結晶性の高い二量体が光学活性体（80%ee）として反応溶液中から析出することを見出した。この
不斉発現は光二量化と光ラセミ化及び優先晶出過程を経由する現象であることを解明した。 
 以上のように、有機結晶の優れた性質を巧みに利用することで、天然物や医農薬品として価値の高い化
合物群を高い光学純度で簡便に得ることができる新しい絶対不斉合成法を開発することに成功した。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文では、アキラルな基質やラセミ体を出発原料とし、結晶化により自然に発現する不斉情報だけを
活用した不斉合成法を開発した。これらは外的な不斉源を用いずに片方の鏡像異性体を選択的に創製する
絶対不斉合成であり、その研究成果は以下の 3つに大別される。 
（１）アキラルな芳香族アミドの結晶化により軸不斉を発現させ、この不斉情報を用いて不斉合成を行っ
た。アキラルなキノロンアミド誘導体を結晶化させるとホモキラルな分子だけで構成されるキラル結晶を
形成した。この結晶の固相光反応では、分子内不斉光付加反応により、高い光学純度の環化生成物を得た。
さらに結晶中に発現した軸不斉を低温の均一系溶媒中でも記憶させ、このキラルメモリー現象を利用した
2段階の不斉反応に成功した。 
（２）安定な軸不斉を有するピリミジノンや中心不斉を有するイソインドリノンのラセミ体を出発原料と
し、ラセミ化が速やかに起こる条件で優先晶出させることで、98%ee の光学純度でのラセミ体の完全分割
に成功した。 
（３）アキラルなクロモンカルボン酸エステルの溶液に光照射すると C2 対称の二量体のみが選択的に生成
し、この結晶性の高い二量体が光学活性体（80%ee）として反応溶液中から析出することを見出した。この
不斉発現は光二量化と光ラセミ化及び優先晶出過程を経由する現象であることを解明した。 
 以上のように、有機結晶の優れた性質を巧みに利用することで、天然物や医農薬品として価値の高い化
合物群を高い光学純度で簡便に得ることができる新しい絶対不斉合成法を開発することに成功した。 
 平成 24 年 7 月 26 日に公開論文発表会および本審査委員会を開催し，提出された論文内容の説明を受け
た後，質疑応答および討議を行った。その結果，審査委員会全員一致で本論文は学術的に価値のあるもの
と判断した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員 
張 馳 
博 士（学 術） 
千大院園博甲第学３２号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Studies on Diversity and Evolutionary Relationship among South Asian 
Germplasms of Cucumis sativus and C. melo 
（南アジアのキュウリとメロンの遺伝資源における遺伝的多様性と進化
的関係に関する研究） 
（主査）教 授  三位 正洋 
（副査）教 授  木庭 卓人   教 授  佐藤 隆英 
    准教授  佐々 英徳 
（審査協力者）園芸学研究科助教  菊池 真司 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
Cucumber, Cucumis sativus (2n=14), and melon, C. melo (2n=24), are two of the economically most 
import species in the genus Cucumis. Because of low degree of genetic diversity, especially in 
Cucumis sativus, broader genetic base for crop improvement is particularly needed. Genetic 
relationship within Cucumis species is also an important study, including phylogeny in Cucumis and 
chromosome evolutionary relationship between cucumber and melon. Here, 18 Cucumis accessions, 
from South Asia where represents the most diverse genetic resources, were evaluated morphologically, 
cytogenetically and in molecular level. Thirty-two morphological traits were recorded, including nine 
quantitative characters and twenty-three qualitative characters. Two chloroplast genes rbcL and matK 
were chosen to sequence for phylogenetic analysis. The lengths of rbcL and matK genes are around 
800bp and 1000bp, respectively. Based on the aligned matrix from combined sequence data, 
phylogenetic trees were constructed by Neighbor-Joining and Maximum Likelihood methods. 
Morphological descriptions of these accessions enriched the genetic diversity of Cucumis sativus and 
C. melo. Also, it was concluded that correlation between morphological traits and clade divergence is 
closer in Cucumis sativus than that in C. melo. Karyotypes analysis and comparison of Japanese and 
Indian cucumber varieties were completed by using tandem repetitive sequence probes. Firstly, four 
types of tandem repetitive sequence, type I, II, III and IV, as FISH probes were successfully applied in 
Indian and Japanese cucumbers, which supplied useful information for analyzing karyotypes and 
integrating physical and genetic maps. On the other hand, comparison of distribution patterns of tandem 
repetitive sequence supplied more referred evidence on phylogenetic relationships in Cucumis sativus. 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、ウリ科 Cucumis属の代表であるキュウリとメロンの南アジアにおける遺伝的多様性に関して、
形態学的、分子遺伝学的および分子細胞遺伝学的な視点から検討を加えたものである。本論文は平成 24
年 6 月 29 日に提出され、その後上記 5 名の審査委員および審査協力者により論文の内容および構成等の
観点から慎重に審査された。 
本研究では、用いた 18系統が形態的に大きく 3つのグループに分けられたこと、rbcLとmatK遺伝子
の塩基配列による分子系統樹では明確にキュウリとメロンを識別することが可能であり、それらのグルー
プ間およびグループ内に塩基多型が見られたこと、さらに、日本とインドのキュウリの核型を比較したと
ころ、染色体上の反復配列ＤＮＡの位置に変異が見られたことが明らかとなった。これらの結果はいずれ
も新規な情報として価値のあるものであり、博士論文として評価できる。 
平成 24 年 7 月 30 日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、申請者が博士（学術）の学位に値する専門分野における学識および外国語
（英語）の能力を持つことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論文が IRSN Agronomy 及び
Chromosome Scienceに受理されていることを確認した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
 
 
 
論 文 審 査 委 員 
Ghazy Noureldin Abuelfadl Noureldin 
博 士（学 術） 
千大院園博甲第学３３号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
A new approach for effective storage of the predatory mite, 
Neoseiulus californicus (McGregor) (Acari: Phytoseiidae), an
important natural enemy of spider mites 
（ハダニ類の重要天敵であるミヤコカブリダニの効果的貯蔵のための新
手法） 
（主査）教 授  中牟田 潔 
（副査）教 授  高垣 美智子  教 授  宮崎 良文 
    准教授  野村 昌史 
（審査協力者）環境健康フィールド科学センター研究員 鈴木 丈詞 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
The major obstacles to the successful implementation of biological control are the high cost and 
poor availability of natural enemies. By developing an effective storage method reduction in the 
costs and increasing of the availability will be achieved. This study aimed at developing effective 
storage method by controlling environmental condition and selecting the appropriate life stage for 
the predatory mite Neoseiulus californicus that is an important natural enemy of spider mites. In 
preliminary experiment, larva, protonymph, deutonymph, unmated and mated adult females of N. 
californicus were stored at 5°C and relative humidity (RH) of 80% or 100%. The survival was 
significantly longer at 100%RH than 80%RH for all life stages. Adult mated females showed the longest 
survival. Post-storage reproduction of stored mated adult females investigated at 25°C was not 
affected by the storage up to 30 days. Another experiment was conducted to determine the optimum 
air temperature and water vapor pressure deficit (VPD) for the survival and post-storage 
reproduction of adult mated females. The females were stored at a different combination of low air 
temperature (0, 5, 10, and 15°C) and VPD (0.1, 0.3, and 0.5 kPa). The result showed that air 
temperature of 10°C and VPD of 0.1 kPa was the best for storage of the females up to 30 days without 
any degradation in post-storage reproduction. The study highlights the importance of selecting the 
appropriate air temperature, VPD and life stage when developing effective storage method for the 
predatory mite N. californicus for efficient use in the biological control program.  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、ハダニ類の主要な天敵（いわゆる、生物農薬）であるミヤコカブリダニの長期貯蔵を、環境
工学的な観点から検討したものである。本論文は平成 24年 6月 29日に提出され、その後上記４名の審査
委員及び１名の審査協力者により論文の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
本研究では、市販されているミヤコカブリダニの計画的出荷および利用を阻害している短い使用期限の
問題を、より簡便な手法で解消することを目的とし、空調管理による長期貯蔵を試みた。Ghazy氏は、ダ
ニのような小さな生物の特徴である体重あたりの体表面積が大きい点に着目し、その生存は水分損失に大
きく依存すると考え、従来のエネルギー損失抑制を目的とした低温貯蔵法に水分損失抑制を目的とした水
蒸気調節法を取り入れ、両者を組み合わせた低温高湿貯蔵法を考案した。この新手法は、従来手法と比較
して、貯蔵期間の延長効果ならびに貯蔵後の品質維持効果が高く、さらに、水蒸気供給剤（例えば、水や
ゲル）と汎用冷蔵庫を利用する極めて簡便かつ低コスト型の系である点から、実用化の可能性は高い。 
平成 24 年 8 月 3 日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、申請者が博士（学術）の学位に値する専門分野における学識、分析能力お
よび外国語（英語及び日本語）の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論文が国際
誌 Biological Control、BioControlおよび Experimental and Applied Acarologyに計４報掲載され、国際
ダニ学会議、日本ダニ学会および日本応用動物昆虫学会で計５件発表し、さらに出願中の特許１件（特願
2012-102840）により公表されていることを確認した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
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論 文 審 査 委 員 
小原 明子 
博 士（農 学） 
千大院園博甲第農３８号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Agrobacterium rhizogenes による Crotalaria の形質転換と毛状根由来植
物の特性 
（主査）教 授  木庭 卓人 
（副査）教 授  三位 正洋   教 授  佐藤 隆英 
准教授  中村 郁郎 
（外部審査委員）薬学研究院准教授 山崎 真巳 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
 本研究では、線虫に対する拮抗植物でマメ科緑肥作物の Crotalaria juncea および C. spectabilis につ
いて、野生型でミキモピンを産出させる Agrobacterium rhizogenes を用い、毛状根を誘導した。C. 
spectabilis では、毛状根の最初の伸長に GA3 添加が必要であった。伸長を始めた毛状根は植物成長調節
物質を含まない 1/2MS 培地で旺盛に生育した。それらの毛状根の切片について BA を含む培地に移すことに
より、不定芽を誘導することができた。不定芽は水浸状化が著しく、そのままでは正常な生育をしなかっ
たが、固化剤の濃度を高めた（1.2%寒天や 0.4%ゲルライトとした）B５培地に移し、ミリシールを用いて
換気を高めた結果、C. juncea では伸長して発根に至った。 C. spectabilis では、更に sucrose の代わ
りに 30mM の fructose を用いることにより伸長と発根に至った。再生した植物体は温室での栽培が可能で
あった。これらの毛状根や植物体ではオパインの検出、サザンブロット分析や PCR 分析により形質転換が
確認された。C. juncea 形質転換植物体は、節間の短縮、花の小型化、根系の発達等の形質変化を示し、
根粒菌の接種により根粒が形成された。C. juncea および C. spectabilis 毛状根への線虫接種では、線虫
の増殖抑制が認められた。従って、A. rhizogenes の接種により得られた根系の発達した Crotalaria 形質
転換体は、線虫抑制効果や窒素固定能力の向上した有用品種となり得る可能性がある。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、線虫に対する拮抗作用を持つマメ科緑肥作物の Crotalaria juncea および C. spectabilis に
ついて、国内産の野生型 Agrobacterium rhizogenes 菌株を用いて形質転換を行い、毛状根由来の植物体の
特性を評価したものである。本論文は平成 24 年 6 月 29 日に提出され、その後上記 5 名の審査委員により
論文の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
本研究では、まず Crotalaria２種について、A. rhizogenes の感染による毛状根形成および増殖条件を
検討すると共に、毛状根からの不定芽分化と発根および膨潤化を阻止した正常な植物体再生条件を明らか
にした。さらに再生した形質転換植物が非形質転換体と同様の根粒着生能力と線虫の増殖抑制能力を持つ
と同時に、根系が顕著に増大するなどの線虫防除に有用な変化を示すことを明らかにした。野生型 A. 
rhizogenes を用いて得られた形質転換体は、遺伝子組換えの規制対象とはならないために、本研究で得ら
れた根系の増大した Crotalaria 形質転換体は、線虫抑制効果や窒素固定能力の向上した品種として利用で
きる可能性がある。 
平成 24 年 7 月 30 日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、申請者が博士（農学）の学位に値する専門分野における学識および外国語
能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論文が学会誌等に公表が決定されていること
を確認した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 農学 ）の学位に値するものと判断した。 
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学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
論 文 審 査 委 員 
尹 丁梵 
博 士（農 学） 
千大院園博甲第農３９号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
LED照明技術を活用した夜蛾類の行動抑制効果に関する研究 
（主査）教 授  中牟田 潔 
（副査）准教授  野村 昌史   教 授  雨宮 良幹 
准教授  丸尾  達 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
多くの作物に被害をもたらしているオオタバコガおよびハスモンヨトウは、各種殺虫剤に対して抵抗性
が発達しており、防除が困難である。近年、夜蛾類に対する防除手段の一つとして、黄色蛍光灯による夜
間照明技術が注目され、様々な作物で実用化されている。最近は、低消費電力で長寿命、さらには水銀レ
スという点で優れている LED (発光ダイオード)の利用も検討されている。しかし、短日植物であるキクな
どは、夜間照明によって花成（花芽分化）に影響を与え，開花が遅れてしまう。このことを防ぐために、
短時間の点滅照射が可能である LEDを用いて、作物栽培に悪影響を与えないと同時に、害虫防除が可能な
条件を検討した。実験は黄色 LED をアクトグラフにセットし、室内飼育したオオタバコガの未交尾個体
用いて 25℃12L12Dで行った。12Lの時は蛍光灯で昼間のような状況を、12Dの時は様々な LED照明条
件下でヤガ類の飛翔活性を分析した。まず，2種類の波長、3段階の光強度を設定し LED連続光における
ヤガ類の飛翔活性を観察した結果，570nmの 20mW/m2条件下で飛翔抑制効果がみられたが，ヤガ類は連
続光に対し慣れてしまう現象がみられた。そこて，570nm-LED を 20mW/m2に固定し様々な点滅パター
ンを設定し、オオタバコガおよびハスモンヨトウの飛翔活性を観察した結果、放射照度 20mW/m2、明期
20ms暗期 80msの LED点滅条件では、キクの花成への影響が少なく、ヤガ類の飛翔行動抑制が認められ
た。これはフラッシュのような強い光が蛾の網膜に影響を与え、周りを認知できなくなるような効果があ
ると考えられる。本研究はヤガ類に対しては高い防除効果を保持しつつ，キクに対しては開花抑制作用を
低減させる適切な LED点滅条件を明らかにした。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は夜間照明技術のうち，低消費電力で長寿命、さらには水銀レスという点で優れている LED (発
光ダイオード)を用いて、点滅できるという照明特性を利用して短日植物であるキクなどの開花遅延を防ぎ
つつも害虫防除が可能な条件を解明したものである。本論文は平成 24 年 7 月 10 日に提出され、その後上
記４名の審査委員により論文の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
 本研究は、多くの作物に被害をもたらしているオオタバコガおよびハスモンヨトウを材料とし、2 種類
の波長、3段階の照度条件を設定し LED連続光におけるヤガ類の飛翔活性を観察した結果，570nm の 20mW/m2
条件下で飛翔抑制効果がみられたが，ヤガ類は連続光に対し慣れてしまう現象がみられた．そこで
570nm-LED で 20mW/m2 に固定し様々な点滅パターンを設定し、オオタバコガおよびハスモンヨトウの飛翔
活性を調べたところ、明期 20ms 暗期 80ms の点滅パターンでは、キクの開花への影響が少なく、ヤガ類の
飛翔行動抑制が認められた。さらに明期と暗期比の時間を長くした点滅パターンはヒトへの影響もなく、
ヤガ類に対し高い防除効果を保持しつつ，キクに対しては開花抑制作用を低減させる技術を開発したもの
である。 
 平成 24 年 7 月 24 日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、申請者が博士（農学）の学位に値する専門分野における学識（研究計画能
力および研究遂行能力）および外国語（日本語および英語）の能力をもつことを確認した。さらに、本論
文の内容に関する論文が、日本応用動物昆虫学雑誌に２報受理されていることを確認した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（農学）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員 
李 明 
博 士（農 学） 
千大院園博甲第農４０号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Estimation of CO2 Use Efficiency and Plant CO2 Assimilation Rate in 
Closed System with Artificial Lighting 
（人工光型植物工場における CO2利用効率および正味光合成速度の算定
に関する研究） 
（主査）准教授  丸尾 達 
（副査）教 授  高垣 美智子   教 授  篠原 温 
教 授  宮崎 良文 
論 文 内 容 の 要 旨  
The estimation of plant CO2 assimilation rate of the plants in the closed system with artificial 
lighting (CSAL) was conducted in this study according to the CO2 balance. Based on the analysis of 
the CO2 balance in a commercial CSAL, in which lettuce plants [Lactuca sativa L. ‘Early Impulse’, 
‘King Crown’, and ‘Cos Lettuce’] were produced every day and CO2 was added to the air by gas 
cylinders and workers’ respiration, the amount of CO2 loss due to leakage respectively accounted for 
22% of the total amount of CO2 supplied. Besides, the amount of CO2 supplied by the workers’ 
respiration accounted for 17% of the total amount of CO2 supplied. Thus, not only the CO2 loss, but 
also the CO2 supply by the workers’ respiration should be considered for estimating the plant CO2 
assimilation rate.  
Considering that both CO2 loss and CO2 supply by the workers’ respiration cannot be easily 
estimated by the present technologies, constant values for workers’ respiration rate and number of air 
exchanges per hour were used to simplify the estimation of the hourly CO2 assimilation rate of plants. 
In a closed system with artificial lighting (CSAL) for commercial production of lettuce plants, the leaf 
area of lettuce plants under lighting (LAL) varied with the variation in number of operating lamps in 
the CSAL. The variation in hourly CO2 assimilation rate of plants due to variation in LAL was 
successfully tracked. However, the estimates of hourly CO2 assimilation rate of plants contain 
inaccuracies. The estimation of workers’ respiration rate and number of air exchanges per hour must 
be accurate to improve the accuracy of A. 
To achieve accurate plant CO2 assimilation rate, the number of air exchanges per hour (N) should 
be estimated continuously. In previous studies, the air exchange rate is usually estimated using CO2 as 
a tracer gas, but this method cannot be applied in the presence of plants. We propose a method for 
estimating the plant CO2 assimilation rate in a CSAL based on the air exchange rate estimated using 
water vapor instead of CO2 as a tracer gas. In this study, a growth chamber was used as an 
experimental CSAL. Firstly, N was estimated using water vapor (NW) and CO2 (NC) as tracer gases in 
the absence of plants. Then, AP and CUE of the tomato plants were estimated using the proposed 
method. The results showed that NW agreed well with NC, and the plant CO2 assimilation rate was 
accurately estimated by the proposed method. 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、人工光利用閉鎖型植物工場（CSAL）における CO2 収支と植物の吸収速度の推定を行ったもの
である。本論文は平成 24 年 6 月 29 日に提出され、その後上記４名の審査委員により論文の内容および構
成等の観点から慎重に審査された。本論文では、実際の CSAL における CO2 収支を第二章で解析し、第三章
で植物の吸収速度の推定を行った。最初に、レタスを栽培する CSAL には、ボンベから施用される CO2 と労
働者の呼吸により排出される CO2 が加えられるが、光合成により植物体に固定される CO2 は施用量の 95％
程度であり、加えられる CO2 全量の 78％程度であること、植物が吸収している CO2 は、施用によるものと
人の呼吸によるものの比率が 83％と 17％であることを明らかにした。人の呼吸由来の CO2 は、植物の吸収
に利用されていることから、人の呼吸を考慮することで、施用量を少なくでき、コストの削減に繋げられ
る。 
第四章では小型のグロースチャンバーを用い、水蒸気をトレーサーガスとして、トマト苗の CO2 吸収速
度（A）及び二酸化炭素利用効率（CUE）の推定を試みた。試験結果から、本手法で A 及び CUE の推定が可
能であることを明らかにした。CSAL において本手法を適用することで、より適切な二酸化炭素濃度の管理
が可能となる。 
平成 24 年 8 月 3日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。発
表会の後に審査会を開催し、申請者が博士（農学）の学位に値する専門分野における学識、および外国語
（英語）の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論文が①Biosystems Engineering
で公表されており、②HortScience、③日本生態工学会誌にそれぞれ受理されていることを論文原稿と合わ
せて確認した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 農学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
 第一に、心拍変動性（HRV）を指標として、高齢女性患者 30名における生理的影響を調べた。その
結果、12分間の屋上庭園滞在により、HRVにおいて副交感神経活動を示すHF値は、対照と比べ高値
を示し、交感神経活動を示す LF / (LF+HF) 値は低値を示した。 
 第二に、Whooley の 2 質問法を改編した、「簡易感情尺度」を指標として、要介護女性 30 名におけ
る心理的影響を調べた。その結果、「抑うつ気分」ならびに「興味あるいは喜びの喪失」の感情が減少
し、楽しくゆったりし安心な感情が増加していた。また、屋上庭園を美しく、さわやかな空間と認識し
ていた。 
 第三に、中高年である医療従事者（男性 16名、女性 56名）において、病院屋上庭園の及ぼす心理的
影響を STAI および POMS 日本語版を指標として調べた。その結果、屋上庭園は、医療従事者の状態
不安を低下させ、緊張–不安、抑うつ–落込み、疲労を減少させ、活気を増大させることが明らかとなっ
た。 
 結論として、①病院屋上庭園滞在によって、高齢女性患者は副交感神経活動優位な生理的リラックス
状態となり、②心理的にも、楽しくゆったりし安心なリラックス状態となること、ならびに、③中高年
の医療従事者においても、不安、緊張、抑うつ、および疲労が減少し、活気が増大することが明らかと
なった。 
 これらは、独創的な新規研究であり、病院屋上庭園という自然が持つ予防医学的効果の解明に関する
重要な基礎研究となるものと考えられる。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、病院の屋上庭園が医療従事者ならびに高齢患者におよぼす影響を生理的ならびに心理的指標
を用いて評価し、本屋上庭園の生理的・心理的リラックス効果を明らかにしたものである。本論文は平成
24 年 5 月 10 日に提出され、その後上記 4 名の審査委員により論文の内容および構成等の観点から慎重に
審査された。 
本研究は、研究対象としにくい高齢患者や医療従事者を対象として、病院の屋上庭園の影響を対照空間
と比較しながら研究し、高齢患者は屋上庭園において生理的・心理的リラックス状態となり、医療従事者
も抑うつ気分や疲労を軽減し活気を回復させていた、という新たな知見を得ている。 
平成 24 年 7 月 26 日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行い、下
記の加筆を行うよう指摘を受けた。①「病院屋上庭園」ではなく「病院の屋上庭園」とする､②研究方法を
補充する、③「自然」ではなく「屋上庭園」とする、④病院内において中庭でなく屋上を緑化する場合の
利点を詳しく記す、⑤対照においてフェンス越しに座観をした理由を記す、⑥実験場所に介護者がとどま
った理由を記す、⑦「結論」を詳細に記す、⑧図表の位置を工夫して見やすくする等である。 
発表会の後に審査会を開催し、申請者が博士（農学）の学位に値する専門分野における学識および英語
の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する 4 論文が①JAGS、②日衛誌、③日温気物医
誌、④日温気物医誌に公表されていることを確認した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 農学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
本論文で扱われるのは、knowing-how（以下、「k-how」と略記）という知識についてである。 
この k-howという知識にはさまざまな訳語があてられている。一例を挙げるなら技術知や方法知、なか
には実践知や身体知といったものもある。あまりしっくりくる訳語がないために、そのまま「ノウハウ」
と表されたりもする。訳語がバラバラであるということが示唆するように、「k-howとはどのような知識で
あるのか」という問題には統一的な解答が与えられていない。 
本論文で答えようとするのは、まさにこの「k-howとはどのような知識であるのか」という問いである。 
ただ、何のイメージもなしに議論をスタートさせることは一般にできない。そのため、k-how について
われわれが前理論的にもっているイメージを確認しておこう。 
k-howは、しばしば knowing-that（以下、「k-that」と略記）との対比を通して理解される。k-thatに
は幸いなことに「命題知（ないし命題的知識）」という定訳が存在する。伝統的に「正当化された真なる信
念」であるとされ、典型例は「水は H2Oである」といった知識である。本に書いてあるような、言葉で表
すことのできる知識は k-thatであり、別の言い方をすれば、学校の「社会」や「理科」のような科目で学
ぶ知識でもある。 
しかし、学校には体育や音楽という科目もある。いわゆる「身体でおぼえる」タイプの教科だ。たしか
に、それらの教科でも何かを学ぶ。k-howとは、それらの教科の中で学ばれるものであると言える。k-how
は言葉ではなかなか表すことができず、それゆえ、本からだけでは学べない。k-how の典型例は「自転車
に乗るための k-how」であり、「スキーを滑るための k-how」である。 
ところで、学生時代を思いおこすなら、k-that を多く貯めておける子どもが「頭のよい子」と呼ばれ、
k-how を多くもつ子はなかなか「頭のよい子」とは呼ばれていなったように思う。哲学の分野において、
「人間の賢さ」がどのようなものであるかということは長く問題になってきたが、まさに学校での「頭が
よい」のイメージのように、k-that こそが「人の賢さ」の正体であるという考えが一般的であった（その
ひとつの証拠は、k-thatにかんする膨大な研究に対して、k-howを対象にした研究は希少だということで
ある）。体育や音楽などを学校で学ぶといっても、しょせん k-how とは「慣れ」と「繰り返しの訓練」の
問題であり、われわれの知性の解明に役に立つようなものではない、という考え方である。 
この議論には一理ある。というより、この議論はわたし自身の素朴な直観にも非常に適っている。もち
ろん、スポーツをやっている人は特定のスポーツが「上手」であり「その能力が高い」であろう。しかし、
それは何かを「知っている」のではなく、ただひたすら練習を繰り返した成果にすぎない。ときどき練習
メニューくらいを考えた
．．．
かもしれないが、「筋肉バカ」という言葉が存在するように、そこに知性の本質を
見出せるようなものは存在するはずがない。もし仮に存在するならば、それは「ハウツー本」にできるよ
うなマニュアル（手順としての k-that）のことであり、k-howではない。身体に一定の反射的な動きを染
み付かせる機械的作業こそが、「身体でおぼえる」ということなのであり、それは人間の非人間的な面を強
化することに他ならないのである。このようにわれわれが k-howについてもつイメージのなかには、k-how
に対するネガティブなイメージがある。 
しかし一方では、k-howをポジティブなものとしてとらえる考え方もある。「暗記バカ」や「受験エリー
ト」といった言葉があるように、単に k-thatを多く蓄えるだけで賢い
．．
人になれるわけではない。逆に、言
葉で説明することはできないかもしれないが臨機応変に事態に対応し華麗にゲレンデを滑り降りるスキー
ヤーには「学ぶべき
．．
何か」がたしかに存在する。小学生と高校生の間には日本史にかんする知（k-that）
に差があり、それゆえ、小学生のほうが高校生より日本史にかんして「愚か」であるように、私のような
素人と音楽家との間には音楽にかんする知（k-how）の圧倒的な違いがあり、それゆえ、私のほうが音楽
家より音楽にかんして「愚か」なのである。k-how についてはスポーツや身体技能がよく採りあげられる
が、k-howはこれらに限られるものではない。いわゆる職業上の熟達といったものも k-howに数えられる。
新入社員は、どれほど多くの k-thatをもっていようと、すぐに仕事ができるわけではない。さまざまな経
験を積みながら k-howを蓄えていくことによってのみ、その新入社員は「仕事ができる人間」へと成長し
ていくのである。 
われわれ人間の知的営みの中には k-howと呼びたくなる知識群が不可欠なものとして組み込まれている。
そして、k-how が社会の中でどのような役割を担っているかを振り返ってみるならば、われわれの知的営
みを探求していく際に k-thatだけに注目していては明らかに足りないということが理解されるのである。 
先ほど提示した k-howに対するネガティブなイメージとは違い、こちらは k-howの知識としての重要性
に対して非常にポジティブなイメージを語っている。この二つのイメージはある意味では両極端なもので
ありながら、ともにわれわれの直観に適うものである。 
本論文が扱うのは、「k-howとはどのような知識であるか」という問いである。しかし、別の角度から見
れば、本論文は、この両端のイメージのどこが間違いでありどこが正しいのかという問いに答えようとす
るものでもある。 
 
k-how をめぐる問題は（少なくとも当初私が考えていたよりは）根が深いものである。その原因はいく
つもあるが、本論文の構成に従って、三つの問題をまずは指摘する。（これらはそれぞれ第 2章・第 3章・
第 4章で扱われる。） 
一つ目の問題は、人間の「心」についての問題との関係である。この問題を第 2章で扱う。 
k-how にかんする議論にとって、ギルバード・ライルがその著書『心の概念』の中でとりあげたことが
（ポジティブなものであるかはともかく）決定的な役割を果たしたということを否定する人はいないだろ
う。少なくとも、ライルの k-howへの着目はその後のさまざまな論争の出発点となったものであり、本論
文もその流れの中にある。 
とはいえ、この議論の出発点が今の視点からみるならば少し特殊なものであったということは、同時に
指摘しておくべきことである。というのも、ライルは k-how をデカルト的二元論への批判という「心の哲
学」の文脈でとりあげているからである。k-how が知識の一種であるならば、その議論は認識論の内部に
位置をもつと考えるのが普通である。しかし、ライルの主眼はそこにはない。むしろ、彼が批判するデカ
ルト的二元論、ないし、「機械の中の幽霊ドグマ」との関係で k-howは議論の俎上にのせられたのである。 
ここにひとつの問いが生じる。すなわち、ライルの出発点は k-howの議論と（どの程度）内在的な連関
を含んでいるのか、という問いである。具体的には、ライルがデカルト的二元論ないし機械の中の幽霊ド
グマを批判する際に着目した「主知主義者の説話（intellectualist legend）」にかんする議論と k-howの議論
はどのような関係性にあるのか、という問いである。 
そこで第 2 章では、まずライルの「主知主義者の説話」への批判、および、ライルの批判に対する反論
を検討する。そして、そのことを通して、特に「主知主義者の説話と k-howをめぐる問題との関係性とは
いかなるものか」という問題を検討する。本論文での結論は、穏健なものである。すなわち、両者に関係
があることを認めないわけではないが、基本的には両者を切り離すという戦略が好ましい、というものだ。
（この意味において本論文は反ライル主義的である。）この戦略を採用することで、第 2章以降では心につ
いての議論とは独立に k-howについて論じることができるようになる。 
二つ目の問題は、能力をめぐる問題との関係だ。先ほどの両極端のイメージのどちらもが、k-howを「何
かをできる（able）こと」と結びつけていた。そのため、「能力（ability）」概念を明確化することは k-how
を理解する上で欠かすことができない。（本論文では、能力と傾向性（disposition）という語は置き換え可
能な語として使用される。）そのため、第 3章では傾向性がどのような特性をもっているかが検討される。 
第 3 章での構成は次のようなものだ。まず 3-1 では傾向性にかんする論争史を簡単にスケッチする。そ
の中から、傾向性と可能性との違いや、傾向性にかんする顕現主義の誤り等が指摘される。これらを通し
て傾向性の特徴と問題が明確化される。次に 3-2 で検討されるのは、傾向性と反事実条件法との関係であ
る。反事実条件法はしばしば傾向性の定義として考えられるほど傾向性と関係が深いものである。しかし、
両者の関係を疑問視する議論が存在し、それを 3-2 では批判的に検討することになる。本論文の立場は、
傾向性と反事実条件法との関係を確定基準に限定した上で、傾向性は文脈的にしか確定しないという結論
を受け入れるというものだ。この立場は一見すると傾向性に対して懐疑的な態度を採ることを含意するが、
実はそうではない。むしろ、傾向性の全体論的構造に訴えることでより大きな視点から反事実条件法の役
割を明確化し、傾向性の文脈的確定という特性を全体論的構造の中に位置づける。そうすることによって、
傾向性の存在論的地位をより確かなものにできる。（3-3 では 3-2 の議論の前提とされる確定可能性質をめ
ぐる議論を補論として行う。） 
三つ目の問題は、能力と k-howとの関係をめぐる問題である。これが第 4章で議論される。 
具体的に考えよう。Aさんは自転車に乗るための k-howをもっていると仮定しよう1。そのとき、Aさん
は自転車に乗るための能力もまたもっていると言えるだろう。これはどのような k-howにかんしても（少
なくとも一見すると）成り立っている関係であるように思われる。つまり、「ある Fなることをするための
k-how をもっているならば、その F なることをすることができる」というわけである。このことはライル
以降、標準的な立場として受け入れられてきた。 
この標準的な立場に対して「腕を失ったピアニスト」といった事例を用いた「反例による反論」が提出
されている。この事例は、k-how をもってはいるものの、そのための能力をもたない事例だとされ、標準
的な立場への反例だと解釈されている。第 4章では、第 3章で明らかにされた傾向性と反事実条件法との
関係を基にそれらの事例が反例になっていないということを示す。それによって「k-how は能力を含意す
る」（より正確には「確定的な k-howの帰属はそれに対応する確定的な能力の帰属を含意する」）というこ
とを示す。これは先ほどのネガティブなイメージの側が強調する k-howと反射的な身体能力との関係を認
めるということである。 
                                                  
1 この「Aさんが自転車にのるための k-howをもっている」は、「A knows how to ride a bicycle」の訳である。本
論文およびこの要旨において基本的に「S knows how to F」という文は、「Sは Fするための k-howを持っている」
と訳すことにする。 
この三つの問題を解決したのち、第 5章・第 6章では、本論文の k-howにかんする主要な考察に入って
いく。 
第 5章では、既存の議論を概観する。具体的には、k-howの問題に対する既存の議論を四つのアプロー
チに分類し、そのそれぞれが検討される。四つのアプローチとは、「文法形式からのアプローチ」、「k-that
との類比によるアプローチ」、「第三の道アプローチ」、「認識形態アプローチ」である。これらを批判的に
検討することを通して、それぞれのアプローチが主眼としている問題をとりだしながら、k-how の解明が
満たすべき条件を明確化する。 
第 6 章では本論文なりの k-how理解を示す。第 5 章でさまざまな形で提示された k-howの特徴をあら
ためて整理し、本論文で焦点をあてる特徴を最初に析出する。強調されるのは、k-how が知識であるとい
う点である。その上で、k-howを認識のあり方として特徴づける。より正確には、「k-howとはアフォーダ
ンス認識のことである」というのが本論文での立場である。先ほどのポジティブなイメージが重視する「学
ぶべき」ものとしての k-howを知識性という点で認めるということである。 
以上から明らかなように、本論文では、k-how についてのポジティブなイメージにもネガティブなイメ
ージにもどちらか一方だけに肩入れするということはない。両者を客観的にみることでなるべく精確に
k-howのあり様をとりだしていくというのが本論文での方針である。 
最終章（第 7章）では、再び傾向性と k-howとの関係が論じられる。そこで議論されるのは、本論文を
通して見えてくる世界観についてである。傾向性や k-howに注目することは、われわれにどのような新し
い洞察を与えるのだろうか。これが問題にされる。 
具体的には、第 7章で「傾向性主義」という傾向性を重視する形而上学的立場が採用され、傾向性を「変
化の過程を担う性質」として捉え直す。それをもとに、傾向性と志向性とを比較し、両者の共通点として
「方向性」を取り出す。その後、「方向性」の成立の条件を探究することを通して、傾向性や k-how がと
らえがたい理由の一端を明らかにする。全体として、最終章は非常に粗いスケッチといったものにすぎな
い。しかし、k-how や傾向性にかんする非常に細かい分析的議論が一つの世界観を代表するものとして理
解できるのだということを示すことで、あらためて本論文での議論の意義を検討する。 
 
では、本論文が全体として描いたこととはどのようなことなのだろうか。それを要旨の最後でまとめて
おこう。 
まず、k-how とはアフォーダンス認識であると理解された。通常 k-how を身につけるということは練習
や訓練として一連の身体動作を繰り返し行い、何らかの役に立つ知的な行為ができるようになることを言
う。これはポジティブなイメージとネガティブなイメージの両方が共有している描像であるようにも思う。
しかし、本論文での結論からすれば、それは状況の一面しか見ていないものである。というのも、k-how
が知識であることの根幹には、世界に存在する行為可能性（すなわち、アフォーダンス）の認識があるか
らだ。知的な営みの一部であるために k-howは知識と呼べる、というのは正確ではない。世界の特徴をピ
ックアップするものであるからこそ、k-how は知識と呼ぶにふさわしいのである。アフォーダンスを認識
しながら k-howの持ち主は適切な仕方で行為する。第 6章や第 7章でも強調されたように、それは自らを
行為可能性の全体論的ネットワークのただなかで微妙な変化を調整しながら、すなわち、メタ的に自らの
置かれた位置を認識しつつ自分の行為を調整することを含んでいる。 
k-how の持ち主が認識している世界には、傾向性が形成する全体論的ネットワークの構造が存在する。
k-how の持ち主自身の能力もまたそのネットワークの一部を形成している。その構造は文脈的な仕方でし
か分割したり取り出したりすることができないという特徴がある。それゆえに、k-how の所有者は実際の
行為の場面では常に微調整を繰り返す必要があるのだ。 
傾向性が形成する全体論的ネットワークとは変化の過程を担うものであった。だから、k-how の所有者
はその変化の仕方の全体像に自らを巻き込みながらそれを調整しつつ行為することになる。このような変
化の過程を基礎に置く世界観、あるいは、時間を過程的にとらえる世界観はわれわれの基本的な類似性認
識に支えられており、その点で k-how を基本的な類似性認識の一翼を担うものとして捉え直すこともでき
た。 
とはいえ、このような世界観は性質の時点帰属という特徴に示唆されるように、時点の系列として世界
を捉える世界観と相補的な関係を結ばざるを得ないものでもあった。このことが傾向性やアフォーダンス、
あるいは志向性（それゆえ行為）といった概念把握を成立させる条件なのであった。これを別の仕方で言
うならば、傾向性や k-how によって示唆される過程を中心とする世界観はそれだけでは自存することがで
きないということである。 
本論文は、k-how を心的なものにかんする議論から切り離すという議論からスタートした。そして、傾
向性をめぐる存在論を検討することで世界のとらえ方にかんする本論文の理解を述べた後、本論文なりの
k-how 理解を述べた。これらの背景にある形而上学的な構造については、最終章で粗い形ではあるが考察
した。 
議論内容の成否とは独立に本論文に何らかの意義があるのであれば、それはおそらく k-howと傾向性と
いう一見するととるにたらない二つ概念を同時に主題化している点にある。その統一的理解によって、こ
れまで注目されてこなかった様々な論点を取り出すことができたのである。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
人間の知的営みの中には knowing-how の知識が不可欠なものとして組み込まれている。knowing-how
は、しばしば knowing-thatと対比される。伝統的に knowing-thatとは「正当化された真なる信念」とさ
れ、典型例は「水は H2O である」といった、「文」で表すことのできる知識である。他方、いわゆる「身
体でおぼえる」タイプの「自転車に乗る知識」「スキーを滑る知識」があり、それが knowing-howである。 
村瀬論文は、「knowing-how とはどのような知識であるか」を、まず三つの予備的な問題に応えること
から始めている（それぞれ第 2章・第 3章・第 4章）。 
一つ目の、ギルバード・ライルの『心の概念』の議論に始まる現代における心と knowing-howの関係に
ついては、穏健な、つまり両者に関係はあるが、基本的には両者を切り離しうるという戦略を採用する。
二つ目は、「能力」をめぐる問題との関係であり、まず、論争史から、傾向性と可能性との違い、傾向性に
かんする顕現主義の誤りを指摘し、さらに反事実条件法による傾向性を分析する試みについて、その有効
性を疑問視する議論を批判的に検討し、両者の関係を確定基準に限定した上で、傾向性は文脈的にしか確
定しないと結論する。この立場は傾向性の実在に関して懐疑的に見えるが、そうではなく、全体論的構造
という大きな視点から反事実条件法の役割を明確化しようとするものである。三つ目は、能力と
knowing-how の関係である。Aさんが自転車に乗る knowing-how を持っているとする。そのとき、Aさ
んは自転車に乗る能力もまた持っているように思われる。この標準的な立場に対して、knowing-how を持
っているが、その能力を持たない「反例」として「腕を失ったピアニスト」といった事例が提出される。
村瀬は、傾向性と反事実条件法との関係を基に、それらは反例にはならず、「確定的な knowing-howの帰
属はそれに対応する確定的な能力の帰属を含意する」と論ずる。 
以上の三つの問題の検討の上に第 5・6・７章で、knowing-how に関する主要な考察を試みている。第
5章では、既存の四つのアプローチ、つまり「文法形式」、「knowing-thatとの類比」、「第三の道」、「認識形
態」アプローチであり、これらの批判的な検討から、knowing-how の分析が満たすべき条件を明確化する。 
第 6章で村瀬論文の knowing-how 理解の骨格が示される。強調される第一の点は、knowing-how が知
識であるという点であり、その上で、「knowing-how とはアフォーダンス認識のことである」と論ずるこ
とになる。 
第 7 章（最終章）では、傾向性を「変化の過程を担う実在的な性質」とする形而上学的立場を採用し、
それをもとに、傾向性と志向性とを比較し、両者の共通点として「方向性」を取り出す。「方向性」の成立
の条件の分析を通して、傾向性や knowing-how がとらえがたさの一端を明らかにする。粗いスケッチで
あるが、knowing-howや傾向性にかんする分析的議論が一つの世界観として理解できると主張する。 
村瀬論文は、「knowing-howとは、knowing-howの持ち主自身の能力もまたそのネットワークの一部を形
成している世界に存在する、変化の過程・時間の過程を担う傾向性が形成する全体論的ネットワークの構
造がもたらす行為可能性（すなわち、アフォーダンス）の認識である」とする主たるテーゼを提出してい
る。こうした文脈的な仕方でしか取り出すことができない構造は、類似性認識に支えられており、それだ
けでは自存することができず、時点の系列として世界を捉える世界観と相補的な関係を結ばざるをえない。
こうした在り方にアフォードするものであるからこそ、knowing-how は知識と呼ぶにふさわしいとされ、
他方では、その変化の仕方の全体に巻き込まれながらアフォーダンスを認識し、自らを行為可能性の全体
論的ネットワークのただなかで微妙な変化を調整する、すなわち、メタ的に自らの置かれた位置を認識し
つつ自分の行為を調整する必要があることになる。個々の議論については、とりわけ傾向性の反事実条件
法分析の意義について、またアフォーダンスの在り方と knowing-howの在り方を循環に陥らずに区別しえ
ているかといった点については、審査委員から厳しい指摘もなされたが、knowing-how と傾向性という一
見すると結びつかない二つ概念を同時に主題化し、アフォーダンスという概念を通じて統一的に理解しよ
うとする試みは、これまで注目されてこなかった論点を取りあげ、十分な今後の展開の可能性を持つと評
価し、博士論文に値するものと判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
本論文では、近現代の日本における住宅、とりわけ、従来の先行研究では論じられることが少なかった
庶民住宅に焦点をあて、その史的考察を進めた。その考察を行う過程で、特に、庶民住宅研究の第一人者
である建築学者西山夘三（1911‐1994）の思想と行動の軌跡、またその研究成果を軸に置いた。考察の中
では、近現代日本社会の中で如何に庶民住宅が研究対象とされ、その研究が進んでいったのか、またそう
した成果は今日に如何に引き継がれているのか、それらの論点を先に述べた西山の思想と行動の軌跡、そ
して同時代の社会的背景とも重なり合わせて論じる事で、日本の近代以降の新たな住宅史を描くことが本
論文の第一目的であった。 
こうした研究テーマに関わる先行研究の課題の一つは、所謂、労働者階級などの下層階級が暮らす庶民
住宅が研究対象としてほとんど扱われてこなかった点である。よって、本研究はこうした課題に応えるべ
く、庶民住宅を研究対象に設定することにした。二つめは、研究対象とした庶民住宅の研究で第一人者で
あり、一研究者の枠を大きく飛び越え、昭和という時代の一知識人としても影響力を持った西山に関する
研究が以下二点で不足していることである。それは、①膨大な西山に関わる史資料の活用や分析が不十分、
②西山によって生み出された庶民住宅研究の成果に対する検証は、何よりも時代の動きの中で西山の行動
様式と併せてとらえる重層的な視角が不可欠だが、その議論が不十分、という点であった。よって、常に
歴史学を専門とする筆者がこれらの史資料に対峙し、分析を行っていくこと自体にも大きな意義があると
し、また、そこで得られた分析結果を論拠としながら、②のような観点に立って近代以降の日本における
庶民住宅の史的考察を、西山を軸におきながら論じることとした。 
 次に、各章の概要を述べる。第1章では、近代以降の日本における「庶民住宅」研究の進展の様相を明ら
かにした。まず、1910年（明治43年）代末から20年代の日本では、西洋の影響をもとに新しく導入された
近代建築の技術に種々の試みが加えられ、完成・確立されていったことが分かった。その後、大正初期に
なると、都市の住宅に対する建築研究者達の関心が高まりを見せ始め、都市と都市住宅を社会問題として
捉える社会的な潮流が生まれた。その後、1925年（大正14年）、「国際建築」の合理主義方法論が国際的事
情を背景に多様化の方向に進み、1928年（昭和7年）スイスで第1回CIAM（近代建築国際会議）が開催さ
れたことなどと関わって、日本でも近代合理主義の端緒がひらかれていく。そうした流れの一つとして登
場するのが、社会主義思想の影響のもとで、新しい価値観の理論的確立を目指した西山らのグループであ
った。そして、この西山こそが近代以降の日本において、庶民住宅の研究を初めて体系的に完成させた建
築学者であった。西山は建築の社会的なあり方に視点を向け、新たな建築学の構想のもとで、「庶民住宅内
の大量の住み方調査、そこで明らかになった居住実態を住宅設計に反映、そうして設計された住宅型の大
量供給方法の確立」という極めて体系的で、かつ新たな建築計画学を展開した。そして、この研究成果は
その後、建築計画学の分野において、戦後の建築計画学の発展の方向性を大きく決定づけるだけでなく、
対社会的にも大きな役割を果たしたのである。 
 第2章では、西山が自身の住宅研究を進めていく上で拠り所とした社会主義思想に、彼がどのような社会
環境を潜り抜けて接近していったのか、その様相を明らかにした。考察では、西山の生い立ちから成長し
ていくまでの過程を、当時の社会状況などと関連づけながら追いかけ、以下四点を明らかにした。一つめ
は、西山の生い立ち環境が彼に与えた影響である。二つめは、実家のある西九条を離れて過ごした第三高
等学校時代、三高の寮生活で出会った級友、または教師などから受けた影響である。三つめは、京大入学
後、そこでの教授陣や教授内容から受けた影響である。最後は、京大入学後に結成したdezamで受けた影
響である。西山はこのdezamでの活動、また、そこでのメンバーから受けた思想的な影響から徐々に唯物
史観の学びを深め、徐々に唯物史観を基礎とした建築学的考察を目指すようになっていった。そして西山
は、建築界を変革する為の「建築運動｣の重要性を自覚し、積極的にこうした動きにも関わるようになって
いったのである。さらに本章では、当時の先端を行く建築学理論や考え方を西山が積極的に吸収し、それ
を日本の建築計画分野で彼自身が応用しながら、その導入・普及を行ったことの重要性も指摘した。 
 第3章では、西山住宅学の思想的部分、その思想から派生した西山の行動との関係性を考察した。まず、
西山の住宅学の思想的特質とは、西山が思想的基盤に置いた唯物史観、さらには社会主義思想を背景とし
て、建築を社会的な生産関係の中でとらえ、その歴史的発展の法則を問題とするような立場（或いは、学
術観）であった。さらに西山住宅学の場合、建築（ここでは住宅）と庶民との関係性、すなわち、両者の
結びつきが明確に意識されていたことがもう一つの大きな特徴であり、当時の日本建築界においては新た
な学術観であることにも触れた。そうした西山の思想的特質から派生したのが、西山の建築家としての「職
能」意識であった。そして、この考察において先行研究にはない新たな知見を打ち出した。それが、戦時
体制下と第二次大戦以降の高度成長期において、西山のいう「職能」概念が微妙な変質を遂げていた点で
あり、戦時体制下に西山自身がそれに歩調を合わせる姿勢が確認できる点であった。そして最後、西山に
とって建築運動とは、あくまでも建築家が大衆と一緒に協力（連帯）して行うものであり、建築界（また
は、社会）がおかれた現状から矛盾を摘出し、その矛盾を改めるべく建築界（または、社会）の変革を目
指す行動であった点であった。そうした運動において西山が建築家に求めた役割（職務）は、まさに彼が
建築家としての「職能」で主張したものと一致していた。これらの点から、西山の場合、一貫した自身の
思想的特質が基盤となって、それが建築家の「職能」概念という発想を生み出し、さらに、建築運動へと
積極的な関わりを持つようになっていったことが確認できるとした。 
 第4章では、特に第二次大戦後の日本社会における住宅規格化の変遷を追いながら、そうした規格が如何
に「標準化」されていったのかを考察した。その結果、戦時体制下の社会の中で結実していった西山の住
宅研究の成果や研究方法が、戦後復興期へと引き継がれ、改良されたものが、公営住宅の規格として採用
されたことに触れ、そこには戦時体制下からの連続面が多分に認められることを明らかにした。一方、公
営住宅規格をさらに発展させた公団住宅の規格以降、徐々にそれ以前とは社会的背景の相違が認められ、
同様に各時期の住宅規格化の様相も性格を異にしていった点を指摘し、戦時中から戦後復興期と高度成長
期との時期には、その住宅の規格化過程において強い断絶性が認められる点を明らかにした。以上の考察
から、戦時中の住宅規格化が、その後の高度成長期の「ｎLDK」標準化を生んだとする先行研究の認識に
対し意義申し立てを行った。そのうえで、本来、住宅規格の「標準化」の問題は、その基礎を築いた建築
学者などの個々の責任とするべきではなく、今後はそうした現象を如何に社会が生み出してきたかという
視点から議論が行われるべきであると訴えた。 
 第5章では1960年以降、中国で小面積住宅である庁型住宅の設計には、従来の研究で指摘されているソ
連からの影響のみではなく、日本建築界も少なくない影響を与えていたのではないかと仮説を立て、その
有無を検証してきた。考察の結果、1960年前後の時期、中国建築界は確かに日本建築界から学び、そこか
ら影響を受けていた史実を明らかにした。さらに、中国建築界側がどのような点を日本の住宅から吸収し、
設計に反映させていたのかを突き止めた。その背景には、ソ連側への建築技術、水準などに批判があり、
当初建設されていたソ連型住宅に代わる住宅を求めていた中国建築界側の動向があった。狭い中でも合理
的な住宅生活を営む為、中国側の独自の努力がそこにはあった一方で、日本の住宅からもヒントを得て庁
型住宅は形成されていったのである。なお、ソ連型住宅の受容はいわば、中国側がソ連側から模倣的受容
をした産物であったといえるが、その反省から中国側はその後、海外から学びつつも、あくまでも中国国
内の生活や居住などの事情にあわせた形での主体的受容が認められる点を指摘した。さらに、西山の訪中
後に設立された日中建築交流センターは当時、日中建築界における学術交流が皆無といえる中で中国建築
界と日本建築界とを結びつける重要な役割を果たしていたこと、そして、それを通じて日中建築界が相互
に影響を受けあうという当時の状況を一次資料から明らかに出来た。 
 第6章では、西山住宅学（または、西山個人）が残した成果とその意義、また、その課題を中心にま
とめた。まず、「第二次大戦後の西山住宅学の貢献と限界」の部分では、戦時体制という住宅難の時期
にこそ西山住宅学のあり方は大きな意味を持ったが、1970年代以降の急激に変化していく日本社会、そ
れに伴う家族や地域の変化あり方に対応する為には、西山住宅学のあり方では対応することは難しく、結
果的に一つの終焉を迎えたことを指摘した。次に、「戦時体制下における西山の「住宅供給論」」において
は、社会政策学者大河内一男に代表される戦時期の知識人が、所謂、生産力理論に依拠しながら戦時体制
下で主張を展開していった実態を踏まえ、特にそれに関与した西山の戦争責任論に言及した。明らかにな
ったことは、西山の言論には戦時体制の側に寄る姿勢を見せながら、生産力的観点から非合理性を指摘す
るなどの批判的提言を行うという、生産力理論の考え方がはっきりと確認できた点であった。そして、戦
時体制における西山の戦争協力への自覚の有無に関しては、ほぼその自覚がみられないことを明らかにし
た。最後は、「同時代における西山の社会的役割とその具体的影響」に関して言及した。まず、西山の住
宅学、もっと広く捉えれば空間のプランニングにおける方法や思想、そして姿勢は門下生へと確かに受け
継がれていたことを明らかにした。次に、西山の場合、1930年代初めの時期においては海外の先進的な建
築理論を移入し、それを日本社会の中で応用しながら活用していった役割を果たしていると同時に、特に
1960年以降になると今度は移入ではなく、自らが体系化した建築理論やそこで得られた成果をはじめ、日
本の建築理論を中国へと移出する役割も果たしていた点に触れ、西山の国内を超えた社会的役割を強調し
た。 
各章で得られた成果に続き、以下では本論文で得られた成果を総括する。それではまず、近代以降の日
本における庶民住宅の史的変遷の解明という点がどこまで明らかにできただろうか。その点に関しては、
何より近代以降の日本で庶民住宅が如何に研究対象とされ、その中で西山がどういった役割を果たしたの
かをはっきりと示すことができた。そもそも戦前において労働者住宅は日本建築界ではほぼ研究対象とな
っていなかった。また個別の住宅調査、さらに労働者住宅のような下層民が暮らす住宅を対象とした研究
も出されているものの、それらはまだ少ない状態にあった。かつ、そうした個別の調査や研究は存在する
一方で、①住宅調査、②調査結果を反映させた住宅設計、③そうして設計された住宅型の大量供給方法の
確立、といった体系的な建築計画論のあり方は存在すらしていなかった。その後、戦時体制下で庶民住宅
（国民住宅）建設、供給の必要性が唱えられる中、西山は住宅営団に身を置き、その水準を切り下げから
如何に防ぐかを念頭に置いて生産力理論に依拠しつつ、自説を展開していったのである。その結果、西山
が日本で初めて①住宅調査、②調査結果を反映させた住宅設計、③そうして設計された住宅型の大量供給
方法の確立、といった体系的な建築計画論を確立させたことは特筆に値する。そして、こうした西山住宅
学のあり方、また、そこで設計された住宅の型は第二次大戦以降の日本社会で大きな影響力を持った。特
に、第二次大戦後の公営住宅案や公団住宅案へとそれらが引き継がれていったことは大きな意味を持った。
その後、高度成長期になって住宅供給量の中心的役割を担ったハウスメーカーもそうした住宅の型を基本
的に踏襲したことで、日本全国にこうした住宅が次々に建設されるという結果生み出したのである。だが、
同時代の社会が劇的に変化を遂げ、住宅で暮らす家族のあり方の変化や、住まい手が住宅に求める要求の
変化などにより、1970年代以降になると、徐々に西山住宅学のあり方自体が見直しを迫れられることにな
った。そして、今日の日本社会においてもなお、その議論、並びに模索が続いていることに触れた。 
 次に、本論文では建築学者西山を何より徹底して追いかけたことにより、1960年に国交回復以前の中国
へ西山が訪中していた史実を突き止めることが出来た。そこから考察を進めた結果、1960年に日本建築界
から中国建築界へと住宅計画に関する成果が移出され、中国側がそれを受容していった過程を明らかにす
ることに成功した。さらに、その訪中後には西山が先頭にたち、日中建築界の学術交流が開始され、それ
によって双方の建築に関する知識や人的交流が存在し、その具体的影響についても明らかに出来た。これ
は、本論文が序章で掲げた研究に見込んだ成果の一つであり、「虫の目」で歴史を追いかけたが故に得ら
れた成果である。従来、日本住宅史や日本住居史などというように、その枠組みは「日本」という範囲で
考察されることが自明視されていた感さえある。しかし、実際には、国家の枠組みだけで住宅史の領域は
語れないものであり、それは国家同士や人々の交流が活発になればなるほどそうである。近年では日本と
いう国家の枠組みを超えたトランスナショナルな歴史研究が盛んに行われており、そうした流れを受けて
建築史の分野でもそうした取り組みが進行しているからである。それらの研究成果をここで逐一挙げない
が、その研究蓄積はまだ少なく十分とはいえない。また、都市化や国家的な大規模な建築物に関する史的
考察は多少蓄積がみられる一方で、住宅に関する研究成果は少ない。今回明らかにした成果により、国交
回復以前の日中間においても学術界（建築界）の交流が確かに存在し、それが中国の住宅設計に一定程度
の影響を与えていた史実が明らかになった。この成果により、今後は国交回復以前の時期、西山以外の日
中間建築界を通じた交流実態、その影響関係などを広く明らかにし、建築（もっと限定して住宅）を軸に
した日中双方の地域研究へと発展させていく道が切り開かれたと言えよう。よって、本研究では近年注目
を集める国家の枠組みを超えた歴史研究という面で、それに貢献する成果を挙げられたと思う。 
さらに、従来の西山研究の水準を本研究がどこまで引き上げられたのかも言及すべきだろう。これに関
しては以下の様に言えるであろう。従来、西山門下生が主体となり、主に西山個人の研究業績やその特質
の解明のみに焦点があてられてきた。しかし本論文では、近代以降の日本社会の動きの中で、西山の生み
出した研究成果を西山の行動様式と併せて検証した。それにより、西山は自らの住宅研究を行う際、その
思想と行動が非常に一致した建築学者であり、その意識は建築界を変革することを通じて社会の問題を改
めるという一貫したものである点を指摘できた。そこには強い社会変革の意識が貫かれていたのが、何よ
り大きな特徴である。だがその一方、戦時体制下にあっては、当初体制を批判的に捉えていたにも関わら
ず、徐々に体制の中に取り込まれていく実態を本論文では初めて突き止めることが出来た。そして、戦時
期の西山には戦争協力という自覚の有無が非常に弱く、第二次大戦後になってから、そのことを自覚して
いく史実も同時に明らかに出来た。こうした本研究の成果により、西山が時に時代の波に翻弄され、それ
に影響を受けながら同時代を生き抜いていく実態が浮かび上がった。これらは、本稿で初めて明らかにし
た成果であり、従来の西山研究とは異なる新たな研究成果を生み出すことが出来たと思われる。 
 
 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は建築学者西山卯三（1911－1994年）の思想と行動の軌跡を丹念に追い、その多様な営みを明ら
かにすることを通して、日本における庶民住宅の歴史的な位置づけを試みたものである。戦時中から積極
的に活動し、現代日本の建築家、都市計画家として名高い西山は、住宅問題を科学的に研究する基礎を築
いたと評される人物である。彼は、庶民住宅の実態調査から、人びとが食事をとる場所と寝る場所を自主
的に分けているとする「食寝分離」論を唱え、これは第二次世界大戦後、日本住宅公団を中心とした、ｎ
ＤＫの間取りのもととなったとされてきた。建築史の分野における先行研究は少なくなく、彼が残した膨
大な史資料は、西山卯三記念すまい・まちづくり文庫（積水ハウス総合住宅研究所内）に収蔵され、分類
整理の上で順次公開されてきている。本論文は、この文庫の史資料を用いると共に、西山関係の史資料を
新たに発掘し、関係者へのインタビューと併せて歴史学的な知見を加え、独自の西山の像を描くことに成
功した。 
 本論文は、研究の課題を述べた序章、結論をまとめた結章の他、六章で構成されている。第 1 章は戦前
期日本における住宅研究の展開の中で西山の庶民住宅研究がもった意味、即ち建築の社会的なあり方への
着目と対象設定の明確さを指摘し、第 2 章では庶民住宅研究へと向かう西山の思想形成の過程を、彼の家
庭環境や生家周辺のありよう、学生時代の社会的な状況を踏まえて、多角的に論じた。第 3 章は、西山の
住宅研究の特徴をその思想に即して考察した。本論文は西山の特徴を捉えるための鍵となる概念は、彼が
提起し一貫して強調した建築家の「職能」という点にあると指摘している。社会における建築家の職責と
いった意味でのこの「職能」に着目することで、西山の戦時、戦後の思想と行動は説明しうるとする。第
4章は戦後の日本住宅公団を中心としたｎDKの間取りが、実際にはどのようにして普及してきたかを明ら
かにし、通常理解されているように西山の「食寝分離」論からの単線的な延長上にあるものではないとし
た。第 5章は、1960年代の西山と中国建築学会との関係を新たに見つけた史資料に基づいてとりあげ、国
交正常化前の日中の建築家の交流と相互の影響を論じた。第 6 章は西山住宅学の意義と課題と題して、西
山が果たした役割とその社会的な影響をどう評価するかを述べている。 
 以上のように本論文の成果は、西山の生涯にわたる活動を徹底して実証的に跡づけることによって、先
行研究の論点を各所で修正しこれを書き換えたところにある。例えば戦時下における住宅の規格化は戦後
に決定的な影響を与えたが、「食寝分離」論の延長上にいわゆるｎDK があるのではなく、間取り自体は
高度経済成長期の社会的要請に基づくものであったとした点をはじめ、1960年前後における西山を中心と
した日中建築家の交流と中国建築界への影響の解明等々、本論文は西山の本格的な評伝として新しい段階
を画するものとなっている。さらに視点としても、西山の「職能」観への着目は、戦前･戦時・戦後を通し
て彼の思想と行動を一貫した論理で把握する上で有意義であり、近年研究が盛んな戦時・戦後の知識人の
ありようの再検討にも益するところが少なくない。たしかに近代日本の庶民住宅の全容を、西山の研究を
通してどこまで解明できるかにはなお課題があるが、本論文はそうした今後の課題を明らかにした点を含
めて学位論文にふさわしい水準にあると判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
中国の国有企業は、建国後発足し、計画経済期に樹立された企業形態である。建国後の長い間、国有企
業は国民経済を支えてきた。1978 年以降、中国政府は国有企業に対して様々な改革を行った。国有企業改
革の最初の段階では、中国政府は、主に「企業自主権の拡大」と「利改税」、「経営請負制」という 3 つの
改革を行った。しかし、これらの改革は決して成功した改革ではなかった。それによって、国有企業には
様々な問題がもたらされた。特に、その間、国有企業の経営の赤字は増える一方であった。例えば、国有
企業の赤字額は 1985 年の 32.4 億元から 1992 年の 369.3 億元にまで増え、それのすべてを財政から補填し
なければならなかった。また、中国では、いわゆる「インサイダー・コントロール」の問題によって国有
企業が赤字であるにもかかわらず、従業員の収入が一方的に増える現象が起こった。 
これらの問題から、上記の 3つの改革に続き、1992 年より中国政府はそれまで試行段階にあった株式会
社制度を正式に大・中型国有企業に導入することを決めた。 
株式会社制度が導入されて以降の変化と言えば、次の 2 点を挙げることができる。1 点目は国有企業の
数の低下である。2 点目は工業企業の総生産額の中で、国有企業の生産総額が占める割合の低下である。
このような問題を前にして、中国では国有企業を完全に私有化にすることを提案する人が少なくない。し
かし、アメリカにおける株式会社の発展の歴史から見る場合、その提案は必ずしも良い方案とは言えない。
なぜかと言うと、1930 年頃のアメリカではすでに巨大株式会社が現れ、それが従来の生産手段の所有者が
直接に経営に携わる私有企業形態とは異なるものとなっていたからである。 
本論文では、中国の国有企業改革にあたって、国有企業を私有企業へ転換する中国の国有企業改革が、
むしろ中国に影響力を持つ巨大株式会社を生み出すことが考える。しかも、中国政府は、こうした国有企
業の改革の推進する立場をとっている。例えば、2012 年 2 月 15 日に中国国務院の総理である温家宝は、
国務院常務会議において 2012 年度重点的に行う経済体制改革を発表した。その中には「国有経済の戦略的
調整と国有企業の会社制と株式制改革への推進、国有資本の戦略的配置の合理化、国有資産の管理体制の
完備」という内容が盛り込まれており、国有企業改革または国有企業の株式会社化を焦点とするものであ
った。 
したがって、本論文ではコーポレート・ガバナンス論の視点から中国の国有企業の株式会社化を究明し
た。具体的に、次の 2つの究明を目的にした。 
第 1 に、外部からのガバナンスのあり方。アメリカの外部からのガバナンスと言えば、機関投資家の役
割と企業買収活動から特徴づけることができる。それに対して、日独においては銀行の役割が大きかった。
それらと比較して、中国における機関投資家、企業買収、銀行などの役割をどのように評価すべきであろ
うか。また、中国の国有企業にとって、今後どのような外部からのガバナンスが望まれるのか。 
第 2 に、内部統治構造のあり方。米日独においては全然違う特徴を持つ内部統治構造が出来上がってい
る。それらに比べると、中国の国有企業における内部統治構造にはどのような特徴と問題があるのか。ま
た、中国の国有企業にとって、どのような内部統治構造が相応しいであろうか。 
本論文は序章、第 1 章、第 2 章、第 3 章、終章によって構成されている。それぞれの構成には以下のよ
うな内容が含まれている。 
序章では、研究の目的、研究方法、論文の構成という 3つの内容を述べる。 
第 1 章では、コーポレート・ガバナンス理論を概観し、米日独におけるコーポレート・ガバナンスの構
造を見た。その内容をまとめると以下のようになる。 
コーポレート・ガバナンス論は株式会社の理論としてコーポレート・コントロール論の段階をへて現在
に至っている。コーポレート・コントロール論の段階では、主に株主、経営者および銀行が議論の対象に
なっていて、株式会社の支配者は誰かという論争が焦点になっていた。その後の株式会社を巡って、反戦
運動、人種差別問題、環境問題、企業買収、機関投資家の活躍、企業不祥事、法律整備などのさまざまな
問題が絡んできて、株式会社の理論はコーポレート・ガバナンス論として展開されるようになった。 
コーポレート・ガバナンスは、様々な学問の分野からの意味づけがある。しかし、結局、コーポレート・
ガバナンス論で議論されているのは次のような 2つの問題である。1つは、「株式会社はだれのものである
のか」という問題であって、もう１つは、企業をめぐる諸利害関係者のなかでだれが主役になって、だれ
の利益のために、どのような監督・監視システムがあるのか、という問題である。コーポレート・ガバナ
ンス論において、以上のような問題を解決するために用いられている分析方法が主に 3 つある。①エージ
ェンシー理論（Agency Theory）、②「事業の繁栄」ためのコーポレート・ガバナンス、③「説明責任」を
追及する理論である。 
 コーポレート・ガバナンス論の分析方法には以上のような 3 つの方法があって、またそれぞれ違う特徴
がある。さらに、注目すべきことは、コーポレート・ガバナンスの分析にあたって外部的ガバナンス構造
と内部的ガバナンス構造という 2 つの枠組みに分けてコーポレート・ガバナンスを考えることが最重要で
あるということである。 
 以上の 2 つの理論的枠組みより戦後の米日独を見る場合、それぞれ違う特徴を持つコーポレート・ガバ
ナンスが出来上がったことが分かる。 
アメリカの株式所有構造は 1960 年代まで個人への分散が目立ったが、その後機関投資家による株式の所
有が特徴になった。アメリカの機関投資家の役割と企業合併の役割は外部からのガバナンスの 2 つの特徴
である。アメリカの内部統治構造の特徴の 1 つといえば、アメリカの企業の多くは監査役会がない。それ
の代わりに取締役会もとでの監査委員会が公認会計士（外部監査人）の選任や会計の審査などを行ってい
る。もう 1 つの特徴は、取締役会は 3 分の 2 以上が社外取締役によって構成され、しかも半分以上が何の
利害関係を持ってない独立取締役によって構成されていることである。ただし、アメリカの従業員は解雇
されやすく、また従業員の利益を守る労働組合の立場も弱いため、それを内部統治構造における 1 つの特
徴とすることができない。 
戦後、日本の株式所有構造の特徴は株式の「相互持合い」である。メインバンクによるコーポレート・
ガバナンスと言えば、それは、「状態依存的ガバナンス」であって、エージェンシー・コストを節約するの
に効率的なものである。日本の株式会社の権力構造には、アメリカのような株主総会、取締役会、最高経
営責任者（代表取締役）という機関がある以外に、監査役会が設けられている。内部統治構造における特
徴は、執行役兼代表取締役が事実上株主総会の前に議決権招集をして、株主総会での主導権を握り、取締
役や監査役の人事まで決定をすることと、経営者はほとんどが従業員からの昇進者であることがある。ま
た、それとも関連して、内部統治構造の特徴は「従業員主権」として表現されることである。 
近年、ドイツにおいて企業買収が活発化になったのも機関投資家の活躍によるものである。しかし、そ
れはアメリカの機関投資家に比べると、外部からのガバナンスをもたらすのではなかった。それより、ユ
ニバーサル・バンクが果す役割が大きいのが特徴である。ドイツの内部統治構造における特徴は、監査役
会が業務執行の監督機関になっていると同時に、取締役の選任や解任等の会社の重要な事項を決定する権
力機関になっていることである。監査役会のメンバー構成のなかで労働者代表が半数を占めていることは、
日本やアメリカの会社では存在しない独特なものである。 
上記を踏まえ、中国の国有企業におけるコーポレート・ガバナンスの分析にあたって、次のような分析
を行う必要性を訴えたい。つまり、それは、外部からのガバナンスにおいては株式所有構造、銀行の役割、
機関投資家の役割、企業買収の役割などからの分析であって、内部からのガバナンスでは内部統治構造と
従業員の位置づけの検討である。 
 
 第 2 章では、中国における①計画経済期における国営企業、②国有企業改革、③国有企業の株式会社化、
④国有企業の株式会社化への動向、という 4つの内容が検討された。 
ここで、計画経済期における国営企業を取り上げた理由は次のようなものである。すなわち、現在、企
業の形態が大きく変わったとはいえ、社会主義という基本的な社会制度が変わっていないため、計画経済
期の企業において存在していた問題が完全に消えたとはいえない。 
1978 年から、中国政府はいろいろな政策を打出して国有企業に対する改革を行った。1993 年までの国有
企業改革は主に「企業自主権の拡大」、「利改税」、「経営請負制」という 3 つの改革がある。しかし、それ
らの改革は決して成功したとは言えないものであった。①「企業自主権の拡大」は企業の財政への上納義
務の達成にはマイナスの影響を与え、財政赤字の激増とインフレなどの弊害をもたらした。②「利改税」
改革は国営企業の経営をよくすることができないだけではなく、国家の財政にも負担をかけた。③「経営
請負制」は、企業に充分な経営自主権を得させるものではなく、行政と企業の分離と企業間の平等競争を
実現することもできない制度であった。 
その後、改革は結局大・中型国有企業の株式会社制度の導入に至った。株式会社制度の導入が国有企業
改革に次の 3つの意義をもたらした。①赤字経営の対策としての「株式会社制度」、②「インサイダー・コ
ントロール」の対策としての「株式会社制度」。③「現代企業制度」の内容としての「株式会社制度」。 
また、株式会社制度が導入されて以降、国有企業の企業数、国有企業の資産が工業企業の資産総額に占
める割合、国有企業の生産額が工業全体の総生産に占める割合などは、低下の傾向が見られたものの、営
業収入、納税総額、 利潤総額という面から見る場合、国民経済における国有企業の主導的存在がまだ変わ
ってない。 
以上のことから、本論文では国有企業についてのコーポレート・ガバナンスを分析する重要性が見出さ
れる。 
 
第 3 章の第 1節では中国の国有企業の株式構造を 2つの段階に分けて検討した。まず、1992 年以降の株
式会社の所有構造は、所有の主体から国家株、法人株、個人株、外資株などの 4 種類に分類され、さらに
株式の流通の形態から非流通株と流通株に分けられたものであった。注目すべきことは、国家株と法人株
が非流通株に分類され、しかもそれらが株式の全体に占める割合は 1992 年から 2004 年まで 60％以上とい
う高い割合をずっと保っていたことである。次に、2005 年より中国証券監督委員会の指導のもとで国有企
業の「株権分置」が行われた。その後、各株式会社の年度報告における株主の構成には国家株という項目
がなくなった。その代りに、大株主の欄にはいくつかの会社の名前が入っている。しかし、それらはいず
れも国家を大株主とする株式会社である。 
 第 2 節は中国の国有銀行の役割の検討である。中国の国有銀行は旧人民銀行から発足したものであって、
専業銀行と商業銀行という 2 つの時期をへて現在の株式化銀行になった。現在の中国は、主に中国建設銀
行、中国銀行、中国工商銀行、中国農業銀行、中国交通銀行など 5 つの国有銀行がある。中国の場合、銀
行と国有企業の関係は政府の強いガバナンスによって結ばれ、特に銀行を中心とした企業間の株式の持合
いもなければ、ドイツのような「ユニバーサル・バンキング」という銀行制度もない。政府の強いガバナ
ンスのもとで、国有企業の資金調達は銀行からの間接金融が主導的である一方、長期金融は株式市場に頼
るという脱銀行化の現象がみられる。中国の国有銀行がメインバンクのように状態依存的ガバナンスを果
たすために、あるいはユニバーサル・バンクのように債権者・株主ガバナンスを果たすために、日本やド
イツのように銀行と企業の関係をただの融資から結ぶのではなく、銀行が企業の株式をもつ関係を作るこ
とが大事である。 
第 3 節での検討を通じて、現時点では中国の機関投資家のコーポレート・ガバナンスにおける役割に関
してあまり期待することができないことが分かった。その理由は 2 つがある。1 つは機関投資家と国家政
府との関係にあって、もう 1つは機関投資家の株式投資への目的にある。まず、QFII の以外のすべての機
関投資家は政府の指導のもとで設立されたものであって、その上級管理機関は政府の下に置かれている保
険監督管理委員会、証券監督管理委員会、人民銀行などの部門である。次に、「股権分置改革」の前まで、
機関投資家の株式への投資は、主に 40％にも満たない流通株が対象になっている。それに、ほとんどの機
関投資家の投資先は、政府債券、金融債権、証券投資基金、株式、未上場商業銀行の株式、海外の金融商
品などの多種証券である。そのため、現時点で機関投資家にはほかの債権への投資額を減らしてリスクが
高い株式への投資額を増やす傾向が見られない。また、政府の政策を見る場合、中国政府は機関投資家の
株式への投資を制限している。最後に、中国の機関投資家は、市場での株価の操作を通じて短期利益を追
求することに専念しているため、企業のガバナンスにおいても積極的ではない。 
第 4 節では、中国の企業買収について検討を行い、またそれをアメリカの企業買収と比較した。その結
果、中国の企業買収の歴史は萌芽期、制度の導入期、制度の成熟期という三つ段階があるが、どの段階に
おいても企業買収には政府との関係が絡んでいることが分かり、また、企業の買収によって国有企業は（1）
不明確な財産所有権関係、（2）地方政府間の分権問題、（3）国有資産の流失の問題などの問題が起きてい
ることが分かった。 
また、中国の企業買収とアメリカの企業買収の役割における違いは次のようなものである。すなわち、
アメリカでは、株式会社は株主のものという認識が根強く残っていて、また最近機関投資家の活動が活発
化になっているため、株式市場から経営者に規律づけることができる。それに対して、中国の現状は最大
の株主が国家機関であるため、国有企業の経営者は株式市場で企業が買収される心配もなければ、買収さ
れる恐れから経営を改善する必要もない。つまり、国有企業の経営者は企業買収などの株式市場のモニタ
リングから離れていることになる。 
第 5節では国有企業における内部の統治構造を新・旧三会制度の関係から検討を行った。 
ここで、取締役会と監査役会の検討では上場株式会社と法律上「国有独資会社」である中央企業に分け
て分析を行った。株主総会の検討では上場株式会社のみを対象にしたが、その理由は中央企業では株主総
会が設置されていないからだ。 
まず、上場株式会社の場合、株式所有構造では国家機関が大株主になっているため、国家機関が株主総
会における主導権を握っている。 
取締役制度の実施は中央企業に次のような 3 つの問題をもたらした。①取締役と経理（社長）における
それぞれの権限に対する認識の違い、②取締役会はその職権が明確されてない、③ほとんどの社内取締役
はほかの部門で重要な職を兼職している。 
上場株式会社における監査役会には次のような 5 つの問題がある。①監査役のほとんどが共産党員であ
ること、②監査役は取締役や総経理による指名が多いこと、③株式会社では監査役会の以外にも党委員会、
紀律検察委員会、行政監察部門、会計監察部門、従業員代表大会など監査機関が多いということから、監
査役会の監督・監視の機能が発揮できないこと。③監査役側に情報の非対称性があること。④監査役がイ
ンセンティブ不足であること。 
中央企業における監査役会には次のような問題がある。つまり、それは①監査役会主席の責任が明確に
されていない、②人事の不足、③監査役に対するインセンティブが機能しない、④内部監査役の報告しな
いまたは情報の漏らす、などの問題である。 
「旧三会」における党委員会の問題は以下のように指摘することができる。 
経営者は株主のエージェントになると同時に、党組織のエージェントにもなる。経営者は両権限のどち
らかを選び、ひたすら 1 つだけの権限に専念する可能性もあれば、両権限のどちらにも専念しない可能性
もある。 
中国における従業員のコーポレート・ガバナンスへの参加については、可能性もあれば限界もある。そ
れはいずれも、それぞれの制度からもたらされるものである。国有企業におけるコーポレート・ガバナン
スへの従業員参加は中国の憲法、「全民所有制工業企業法」、「工会法」、「会社法」という 4つの法律によっ
て保障されている。しかし、これらの法律の定めを「新三会」制度に当てはめようとする場合、それには
矛盾がある。 
とりわけ、中国の国有企業における内部統治構造の特徴は 2つある。1つは、「重複した監視システム」
であって、もう 1 つは政府のガバナンスが強いことである。問題は、このような特徴を持つ内部統治構造
のもとで、従業員にとってその利益関係が排除されることと、株主の主役である政府にとって「インサイ
ダー・コントロール」による被害をされやすい、ことである。 
 
 終章では、本論の問題をまとめた上で、中国のコーポレート・ガバナンス構造のあり方について自分の
構想を述べた。 
その構想を簡単に言うと次のようになる。国有企業の今後の改革方向は、多様な法人からの外部統治構
造を作ることと、ドイツのような内部統治構造を作り上げることである。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、コーポレート・ガバナンス論の視点から中国国有企業の株式会社化を分析したものである。
「移行経済国」と言われる国々は「インサイダー・コントロール問題」（旧国有企業の経営者が法人化後も
外部からの制御を排して企業支配権を握り続ける事態）を共通に抱えるが、本論文は、中国の企業改革史
のうちに株式会社制度の本格的な導入と展開を位置づけながら、国有企業のガバナンス問題の構造的困難
とその打開の方向性について論じている。その際、米・日・独におけるコーポレート・ガバナンスの制度
的差異を比較し、そこから分析の視角と準拠枠を得つつ中国のコーポレート・ガバナンスの構造が解き明
かされる。 
 本論は３章からなる。第１章では、標準的なコーポレート・ガバナンス論が概観されたうえで、米・日・
独のコーポレート・ガバナンスが比較制度論の視角から論じられる。株式所有構造、外部統治様式（機関
投資家・銀行・企業買収の役割）、内部統治の組織編成の３カ国比較が行われ、中国の株式会社制度改革を
捉える視点と準拠枠が設定されている。米国での機関投資家や外部取締役の比重の大きさ、企業再編時の
企業買収の有効性、日本における法人間の株式持合いの意味とメインバンクによる「状態依存的ガバナン
ス」、ドイツでの共同決定法の存在と「監査役会」の独自な地位などが論じられ、中国の企業統治を捉える
視点と準拠枠が示される。第２章では、中国の改革開放後から 1992 年の株式会社制度の導入までの国有企
業改革史、とくに「企業自主権の拡大」（利潤の一部留保）、「利改税」（利潤に代わる税金上納）改革、「経
営請負制」（所有権と経営権の分離）が企業の誘因開拓の漸次的ステップとして辿られ、株式会社制度の本
格的導入の不可避性が論じられる。第３章は本論文の主部をなしており、国有企業のコーポレート・ガバ
ナンスの構造と動向について論ずる。株式所有構造の独自性、国有銀行の役割と意義、機関投資家の形成
と可能性、（政府主導の）企業買収の登場、内部統治構造としての「新三会」制度の実情およびその「旧三
会」制度との関連が、立ち入って論じられる。終章は結論部であり、米・日・独のコーポレート・ガバナ
ンス比較が中国の企業改革にいかなる示唆を与えるかが要約されている。 
 本論文の独自性は、青木昌彦らの比較制度分析の手法をベースに、米・日・独のコーポレート・ガバナ
ンスを対比して中国の国有企業改革の視点と準拠枠を提示していること、ならびに、自らの現地調査も踏
まえつつ中国のコーポレート・ガバナンスの実態を丹念に分析し、そのうえに中国に即した改革の方向を
展望していることにある。ことに、中国の株式所有構造の特性（非流通株の優位、国有株と法人株の優位、
基幹部門での「国有独資企業」の存在）が克明に論じられており、また、銀行のガバナンス力の育成より
も機関投資家の育成と企業買収の誘発が政府主導で進められている点、中国の内部統治の改革がドイツの
共同決定法と似て非なる構造（「監査役会」での従業員の実質的権限の不在）を有する点などが解明されて
おり、そのうえで、政府機関が国家株主としての地位を低め、機関投資家や銀行を含む多様な法人会社に
よる国有企業のガバナンス構造を構築することが提案されている。もちろん、分析視角を示す第１章で米
国の経営者支配論の説明に頁がさかれすぎていたり、日本の企業統治改革の今日的達成の理解がやや不十
分であったり、また中国国有企業の外部・内部統治構造にはらまれる「制度的補完性」の存在にもう少し
踏み込んでほしいという点など、テーマの巨大性からみて残された課題はなお少なくない。とはいえ、本
論文は、中国と日本の当該研究史をよく踏まえ、比較コーポレート・ガバナンス論という視角から中国国
有企業のガバナンス問題を包括的に開示しており、博士論文としての水準に達しているものと判断できる。 
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学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
 
 
論 文 審 査 委 員 
YOHANDRI 
博 士（学 術） 
千大院融博甲第学５号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Development of circularly polarized microstrip antennas for CP-SAR 
system installed on unmanned aerial vehicle 
（無人航空機搭載用 CP-SAR システムのための円偏波マイクロストリップ
アンテナの開発） 
（主査）教 授  矢口 博久 
（副査）教 授  黒岩 眞吾   教 授  久世 宏明 
    准教授  JOSAPHAT TETUKO SRI SUMANTYO 
（外部審査委員）千葉大学工学研究科 教 授  伊藤 公一 
（審査協力者） 千葉大学融合科学研究科 助 教  齋藤 尚子 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
  本研究では、円偏波合成開口レーダ（CP-SAR）搭載小型衛星の実現に向けて、CP-SAR 搭載無人航空機（UAV）
を開発した。本論文のテーマは、その中でもとくに CP-SAR UAV システム用の円偏波マイクロストリップア
ンテナの開発とその性能の評価である。Lバンド（1.27 GHz）帯で使用する CP-SAR システム用のアンテナ
を、小型、薄型、軽量という条件のもとで単素子およびアレー構造で設計した。その際、モーメント法（MoM)
を利用して、単素子およびアレー型アンテナを数値的に解析して最適な構造を見出し、試作を行った。ま
た、この解析による予測結果と、電波無響室内における実験結果とを比較検討した。単素子アンテナの設
計では、円形マイクロストリップ素子を使用した。トリプル分岐給電型のマイクロストリップラインを約
120°の角度で調整した結果、3つの給電位相シフターで最適な 3dB の軸比を得ることができた。一方、ア
レー型アンテナは切り掛け部分が付いた正方形のマイクロストリップで構成した。このアンテナの給電系
は、電磁結合型給電系と円形セクタースタブの電力分配器により構成した。UAV 上のアンテナ収納スペー
スによってアレー素子数が制限されるので、アンテナ素子数（2×6素子）に合わせて、円形セクタースタ
ブによる電力給電の分配を調整した。また、アレーアンテナの利得とビーム幅の向上、サイドローブの抑
圧のために、Ｃｈｅｂｙｓｈｅｖ型アレーアンテナを開発した。本研究の結果、MoM による数値解析の予
測は実験結果とほぼ一致することが明らかになった。ただし、製造プロセス中の誤差によって一部の特性
に誤差が生じており、今後、製造法の改良が必要であることがわかった。本論文で開発されたアンテナは、
今後UAVに搭載するCP-SARセンサとして実地に活用される予定でであり、また、将来の小型衛星搭載CP-SAR
システムにも有用なプロトタイプとなるものとして評価できる。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文のテーマは、円偏波合成開口レーダ（CP-SAR）搭載の無人航空機（UAV）システム用の円偏波マイ
クロストリップアンテナの開発とその性能の評価である。Lバンド（1.27 GHz）帯で使用する CP-SAR シス
テム用のアンテナを、小型、薄型、軽量という条件のもとで単素子およびアレー構造で設計した。その際、
モーメント法（MoM)を利用して、単素子およびアレー型アンテナを数値的に解析して最適な構造を見出し、
試作を行った。また、この解析による予測結果と、電波無響室内における実験結果とを比較し、検討した。
単素子アンテナの設計では、円形マイクロストリップ素子を使用した。トリプル分岐給電型のマイクロス
トリップラインを約 120°の角度で調整した結果、3つの給電位相シフターで最適な 3dB の軸比を得ること
ができた。一方、アレー型アンテナは切り掛け部分が付いた正方形のマイクロストリップで構成し、その
アンテナの給電系は、電磁結合型給電系と円形セクタースタブの電力分配器により構成した。UAV 上のア
ンテナ収納スペースによってアレー素子数が制限されるので、アンテナ素子数（2×6 素子）に合わせて、
円形セクタースタブによる電力給電の分配を調整した。また、アレーアンテナの利得とビーム幅の向上、
サイドローブの抑圧のために、Ｃｈｅｂｙｓｈｅｖ型アレーアンテナを開発した。本研究の結果、MoM に
よる数値解析の予測は実験結果とほぼ一致すること、また、製造プロセス中の誤差によって一部の特性に
誤差が生じており、今後、製造法の改良が必要であることが明らかとなった。本論文で開発されたアンテ
ナは、今後 UAV に搭載する CP-SAR センサとして実地に活用される予定であり、また、将来の小型衛星搭載
CP-SAR システムにも有用なプロトタイプとなるものとして評価できる。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員 
尚 明輝 
博 士（理 学） 
千大院融博甲第理１０号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Theoretical Studies of Photoemission from Organic and Inorganic 
Solids 
（有機および無機固体からの光電子放出の理論的研究） 
（主査）教 授  西川 惠子 
（副査）教 授  藤川 高志   准教授  坂本 一之 
（外部審査委員）千葉大学理学研究科 教 授  加納 博文 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
この博士論文は、主に光電子放出理論に関する次の二つの内容から成り立っている。一つは、有機固体
の価電子帯からの真空紫外領域光電子放出(UPS)角度分布を多重散乱理論で解析した結果である。金属フタ
ロシアニンの電子状態を先ず Gaussian などのプラグラムで求め、その分子軌道からの光電子放出角度分布
を完全多重散乱理論を用いて解析し、実測をうまく再現した。これによって、単純な分子軌道計算によっ
て求めた分子軌道が実際の電子状態をうまく反映している事が示唆された。二つめの仕事としては、高エ
ネルギー光電子放出に伴う価電子状態バンドに見られるrecoil shiftを完全な量子力学の枠組みで計算し
た一連の研究がある。V3Si 系では単純なクラスター計算で表面の寄与と、バルクの寄与を分けられるが、
十分大きなクラスターを計算時間の都合で用いる訳にはいかないのでバルクの電子状態をうまく再現出来
ない。しかし実測を再現する部分電子状態密度をクラスター計算を参照しながら最小２乗フィットで求め
る事に成功した。これは recoil shift の利用に関する先駆的な研究結果である。さらに簡単な有機分子結
晶の phonon 励起による recoil 効果を計算し、最も軽い水素原子による recoil 効果は数百 eV の軟 X 線領
域でも明確に観測され得る事を理論的に示唆した。この実測結果から，この実験手法が各分子軌道への水
素の寄与の程度を検討出来る有力な手段となりうる事を指摘した。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
この博士論文は、光電子放出理論に関する次の二つの内容から成り立っている。一つは、有機固体の価
電子帯からの真空紫外領域光電子放出(UPS)角度分布を多重散乱理論で解析した結果である。金属フタロシ
アニンの電子状態を先ず Gaussian などの DFT 計算のプログラムで求め、その分子軌道からの光電子放出角
度分布を完全多重散乱理論を用いて解析し、実験結果をうまく再現した。これによって、単純な分子軌道
計算によって求めた分子軌道が実際の電子状態をうまく反映している事が示唆された。二つめの仕事とし
ては、高エネルギー光電子放出に伴う価電子状態バンドに見られる recoil shift を完全な量子力学の枠組
みで計算した。V3Si 系では単純なクラスター計算で表面の寄与と、バルクの寄与を分けられるが、十分大
きなクラスターを計算時間の都合で用いる訳にはいかず、バルクの電子状態をうまく再現出来ない。しか
し実測を再現する部分電子状態密度を、クラスター計算を参照しながら最小２乗フィットで求める事に成
功した。これはrecoil shiftの利用に関する先駆的な研究結果である。さらに簡単な有機分子結晶のphonon
励起による recoil 効果を計算し、最も軽い水素原子による recoil 効果は数百 eV の軟 X線領域でも明確に
観測され得る事を理論的に示唆した。この実験結果の解析から，各分子軌道への水素の寄与の程度を検討
出来る有力な手段にこの手法がなりうる事を指摘した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 理学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員 
亀田 裕介 
博 士（工 学） 
千大院融博甲第工２５号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Variational Motion Analysis of Planar and Volumetric Image Sequences
（平面画像と空間画像の変分原理による運動解析） 
（主査）教 授  今泉 貴史 
（副査）教 授  井宮 淳    教 授  實森 正子 
（外部審査委員）長崎大学工学研究科 准教授  酒井 智弥 
        国立情報学研究所  教 授  杉本 晃宏 
（審査協力者） 千葉大学融合科学研究科 准教授  川本 一彦 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
本学研究では，平面画像と空間画像の運動を変分原理により解析し分類する手法を提案している。すな
わち、動き制約と拘束条件によって変分問題を考え、変分問題の解として動きを計算するとき、拘束条件
の違いによって動きが分類できることを示す。平面運動の解析では拘束条件の微分階数を変えることによ
って、もとまる動きの連続性を制御することができる。また、変分原理による運動解析は、平面画像列に
対していくつもの成果が得られている。数式はそのまま３次元に拡張可能であるが、３次元の運動場を解
析する場合、3 次元の時間による輝度値変化方向とそれに直交する方向に運動を分解すると、直交する方
向の運動を拘束条件によって分類することが可能となる。そこで、本研究では、拘束条件の選択を動きの
モデル選択問題と捉えて、平面画像列、空間画像列の動きをモデル選択理論の立場から再構築している。
さらに、変分原理による画像解析において、正則化媒介変数の選択に二つの新しい手法を与えている。そ
の一つは、現象のつり合い条件から、画像の輝度値オーダーに基づいて媒介変数のオーダーを推定する手
法である。今一つは、変分問題を双対法で解くことにより正則媒介変数と解とを同時計算する方法である。
二つの方法は数値計算上も良好な結果が得られている。以上の成果は画像から運動解析の新たな方向性を
示したものである。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本学研究では，平面画像と空間画像の運動を変分原理により解析し分類する手法を提案している。すな
わち、動き制約と拘束条件によって変分問題を考え、変分問題の解として動きを計算するとき、拘束条件
の違いによって動きが分類できることを示す。平面運動の解析では拘束条件の微分階数を変えることによ
って、もとまる動きの連続性を制御することができる。また、変分原理による運動解析は、平面画像列に
対していくつもの成果が得られている。数式はそのまま３次元に拡張可能であるが、３次元の運動場を解
析する場合、3 次元の時間による輝度値変化方向とそれに直交する方向に運動を分解すると、直交する方
向の運動を拘束条件によって分類することが可能となる。そこで、本研究では、拘束条件の選択を動きの
モデル選択問題と捉えて、平面画像列、空間画像列の動きをモデル選択理論の立場から再構築している。
さらに、変分原理による画像解析において、正則化媒介変数の選択に二つの新しい手法を与えている。そ
の一つは、現象のつり合い条件から、画像の輝度値オーダーに基づいて媒介変数のオーダーを推定する手
法である。今一つは、変分問題を双対法で解くことにより正則媒介変数と解とを同時計算する方法である。
二つの方法は数値計算上も良好な結果が得られている。以上の成果は画像から運動解析の新たな方向性を
示したものである。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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佐藤 康二 
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A Study on Distributed Wireless Sensor Networks based on Inter-node 
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（機器間距離に基づく分散制御型ワイヤレスセンサネットワークに関す
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（主査）教 授  大澤 範高 
（副査）准教授  北神 正人   教 授  阪田 史郎 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
センサデバイスやモバイル、家電機器といった様々な種類の機器を無線通信によりアドホックに結合さ
せることによる連携型制御や、センサデバイスが自律的にネットワークを構成し、デバイス間での通信を
行う M2M(Machine-to-Machine)技術が重要となっている。このような近距離型のセンサネットワーク環境
においては、屋内／室内を中心に，一定の範囲内に複数の機器が点在する場合が一般的であり，ある領域
内に存在する機器群を一つのカテゴリとして扱うことができれば，システム内での通信を効率化できると
ともに，特定のコンテクストに即したネットワーク構築の効果が期待できる。 
本論文は、機器間の距離測定情報に基づく分散制御型のワイヤレスセンサネットワークに対して適用す
る手法の一連の研究成果をまとめたものである。研究背景について説明した後、距離測定情報を参照する
ことでネットワークを高速かつ効率的に構築可能な分散制御型 TDMA スロット割当てアルゴリズム
(L-DRAND)について記述する。加えて L-DRAND を拡張し、送信電力制御を行うことによるシステム省電力化
を実現する手法(L-DRAND+)について記述する。さらに上位アプリケーション層として、機器間の相対的距
離変位を操作情報へと解釈させる操作イベント記述言語 ManeuverXML を定義し、それをユーザインタフェ
ース操作に適用したシステムの実現手法を提示する。最後に距離指向型アプローチの将来の可能性につい
て記述する。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
センサや携帯、家電機器といったディジタル機器群を短距離無線により自律分散的にネットワークに構
成し、機器間で相互に通信を行うことで、様々な利便性を提供する M2M (Machine-to-Machine) 技術が重
要となっている。本論文は、機器間の距離測定情報に基づき、分散制御型ワイヤレスセンサネットワーク
の提供機能を高度化するための新方式をまとめたものである。第 1 に、測定された距離に基づいて各セン
サ機器の送信スケジューリングに対応する分散制御型 TDMA スロット割当てアルゴリズムとその高速化手
法を提案し、従来研究に対する優位性を示した。第 2 に、提案アルゴリズムを拡張し通信範囲に応じて動
的に送信電力を制御する機能を加えた新プロトコルを提案し、従来研究に比べネットワークで消費電力を
大幅に抑制できることを示した。第 3 に、機器間の相対的距離変位を操作情報へと解釈させる操作イベン
ト記述言語 ManeuverXML を考案し、この言語をユーザインタフェースに適用する手法を提案し、利用者の
操作性向上に寄与することを示した。以上のように、申請者は、M2M 技術を駆使した情報通信制御に関し
て卓越した研究を成し遂げ、社会に対する学術的かつ工学的寄与は大きい。本論文の成果は、3 編の学術
論文にまとめられ、いずれも審査機関のある論文誌に 2 件掲載済み、1 件投稿中である。掲載された論文
誌は Journal of Selected Areas in Telecommunications、電子情報通信学会（IEICE）英文論文誌、投稿
中の論文誌は International Journal on Wireless Personal Communications である。これ以外に、IEEE
の主要国際会議での発表が 2件（SAINT, DCOSS）、情報処理学会・研究会での発表が 2件ある。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員 
YUHENDRA 
博 士（工 学） 
千大院融博甲第工２７号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
Comparison and assessment of image fusion methods applied to 
high-resolution satellite imagery 
（高分解能衛星画像のイメージフュージョン方式の比較と評価） 
（主査）教 授  矢口 博久 
（副査）教 授  久世 宏明 
    准教授  JOSAPHAT TETUKO SRI SUMANTYO 
（審査協力者）千葉大学融合科学研究科 助 教  齋藤 尚子 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
  波長情報は優れているが空間分解能の低い多重スペクトルバンドと、波長情報は限られるが空間分解能
が高いパンクロマチックバンドの画像合成（イメージフュージョン）は、衛星リモートセンシング画像か
らの地表面分類や変化検出など多くの応用に欠かせない技術である。既存の画像合成法をリモートセンシ
ング画像に適用した場合に問題となる第一の点はスペクトル品質の低下であり、その結果、合成画像の正
確な判読がしばしば困難となる。本論文の論点の第一は、異なる画像合成手法から得られた合成画像の、
スペクトル情報の保存に着目した品質評価である。本論文では Gram-Schmidt (GS)、高速フーリエ変換増
強 IHS (FFT-E)、修正 intensity-hue-saturation (M-IHS)、および高域透過フィルター(HPF)の５つの画
像合成法について比較を行った。既存の方法の第二の問題点は、合成画像の評価が多くの場合に主観的に
なされていることであり、このため、評価結果が評価者に左右されて客観性が低くなる。この問題を解決
するため、本論文では、合成画像に基づく地表面分類の精度について、自動的かつ信頼度の高い評価法を
提案した。分類精度の向上のため、radial basis function カーネルに基づく support vector machine を
使用した。代表的な高分解能衛星データである QuickBird、WordView-2、GeoEye、および Orbview につい
て調べた結果、５つの方法の中では GS と FFT-E が色情報の保存、空間情報、および被覆分類などのさらな
る解析に対して他の方法と比較してよい結果を示すことが明らかとなった。本論文の結果は、今後、高分
解能リモートセンシングデータからの情報抽出について有益な知見を提供するものである。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
波長情報は優れているが空間分解能の低い多重スペクトルバンドと、波長情報は限られるが空間分解能
が高いパンクロマチックバンドの画像合成（イメージフュージョン）は、衛星リモートセンシング画像か
らの地表面分類や変化検出など多くの応用に欠かせない技術である。既存の画像合成法をリモートセンシ
ング画像に適用した場合に問題となる第一の点はスペクトル品質の低下であり、その結果、合成画像の正
確な判読がしばしば困難となる。本論文の論点の第一は、異なる画像合成手法から得られた合成画像の、
スペクトル情報の保存に着目した品質評価である。本論文では Gram-Schmidt (GS)、高速フーリエ変換増
強 IHS (FFT-E)、修正 intensity-hue-saturation (M-IHS)、および高域透過フィルター(HPF)の５つの画
像合成法について比較を行った。既存の方法の第二の問題点は、合成画像の評価が多くの場合に主観的に
なされていることであり、このため、評価結果が評価者に左右されて客観性が低くなる。この問題を解決
するため、本論文では、合成画像に基づく地表面分類の精度について、自動的かつ信頼度の高い評価法を
提案した。分類精度の向上のため、radial basis function カーネルに基づく support vector machine を
使用した。代表的な高分解能衛星データである QuickBird、WordView-2、GeoEye、および Orbview につい
て調べた結果、５つの方法の中では GS と FFT-E が色情報の保存、空間情報、および被覆分類などのさらな
る解析に対して他の方法と比較してよい結果を示すことが明らかとなった。本論文の結果は、今後、高分
解能リモートセンシングデータからの情報抽出について有益な知見を提供するものである。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員 
池田 彩 
博 士（医 学） 
千大院医薬博甲第医 866号 
平成 24年 9月 28日 
学位規則第４条第１項該当 
Effects of muscle relaxants on mask ventilation in anesthetized persons with 
normal upper airway anatomy 
 (気道異常のない成人の全身麻酔下における筋弛緩薬のマスク換気に与
える効果) 
（主査）教 授  織田 成人 
（副査）教 授  巽 浩一郎    教 授  中谷 晴昭 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
                   
【目的】近年、マスク換気時の筋弛緩薬投与の有用性が多く報告されている。しかしな
がら、筋弛緩薬のマスク換気に及ぼす直接的な影響に関する解明はまだされていない。我々
は、筋弛緩薬がマスク換気を改善すると仮説しこれを検証した。 
【方法】全身麻酔下の成人 31名に対し、筋弛緩薬の作用以外の因子を一定にするため頭
位、顎位を一定にし、従圧式機械換気でマスク換気を行った。ロクロニウム(14 名)及びサ
クシニルコリン(17 名)投与前後での換気量変化を経時的に測定した。鼻口分離換気マスク
を作成し、鼻気道と口気道の換気量をそれぞれ測定した。6名の患者では、口気道に内視鏡
を挿入し、口気道での筋弛緩薬の作用を直接的に観察した。 
【結果】ロクロニウム投与後に換気量変化は認めなかった(投与前 3.7±1.7，投与後 3.7±2.5 
p=0.830)。一方サクシニルコリンでは、線維束性攣縮発生時に主に口気道の換気量が約 1.3
倍に増加し、その後徐々に減少したものの 60秒後でも全体の換気量増加が維持された(投与
前 4.2±2.1，投与後 5.4±2.6，p=0.022)。内視鏡で線維束性攣縮によって口狭部が大幅に拡大
することが観察された。 
【考察】一般的に全身麻酔により咽頭筋の活動が低下する。ロクロニウムは咽頭筋の活
動をさらに低下させるが、胸郭コンプライアンスを増加させることにより換気量を代償し
ていると考えられる。サクシニルコリンは咽頭筋の活動を薬理学的に増加させ、さらに胸
郭コンプライアンスも改善させることにより換気量増加が得られると考えられる。 
【結論】全身麻酔導入後の筋弛緩投与がマスク換気を悪化させることはなかった。特に、
サクシニルコリンは線維束性攣縮により咽頭気道が拡大しマスク換気を改善させることが
明らかとなった。全身麻酔導入時にマスク換気困難が予想させる患者でのサクシニルコリ
ン使用の有用性が期待できる。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
近年、マスク換気時の筋弛緩薬投与の有用性が多く報告されている。しかしながら、筋
弛緩薬のマスク換気に及ぼす直接的な影響に関する解明はまだされてしない。我々は、筋
弛緩薬がマスク換気を改善すると仮説しこれを検証した。ロクロニウム投与後に換気量変
化は認めなかった。一方サクシニルコリンでは、線維束性攣縮発生時に主に口気道の換気
量増加し、その後徐々に減少したものの 60秒後でも全体の換気量増加が維持された。内視
鏡で線維束性攣縮によって口狭部が大幅に拡大することが観察された。一般的に全身麻酔
により咽頭筋の活動が低下する。ロクロニウムは咽頭筋の活動をさらに低下させるが、胸
郭コンプライアンスを増加させることにより換気量を代償していると考えられる。サクシ
ニルコリンは咽頭筋の活動を薬理学的に増加させ、さらに胸郭コンプライアンスも改善さ
せることにより換気量増加が得られると考えられる。 
全身麻酔導入後の筋弛緩投与がマスク換気を悪化させることはなかった。特に、サクシニ
ルコリンは線維束性攣縮により咽頭気道が拡大しマスク換気を改善させることが明らかと
なった。全身麻酔導入時にマスク換気困難が予想させる患者でのサクシニルコリン使用の
有用性が期待できる。 
本論文は上記内容を明らかにしたものであり、その業績が認められた。 
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論 文 審 査 委 員 
須田 将吉 
博 士（医 学） 
千大院医薬博甲第医 867号 
平成 24年 9月 28日 
学位規則第４条第１項該当 
Peptides derived from repulsive guidance molecule act as antagonists 
(軸索再生阻害因子RGM由来のペプチドはRGMの軸索再生阻害作用に拮
抗する) 
（主査）教 授  木村 定雄 
（副査）教 授  清水 栄司    教 授  桑原 聡 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
                   
【目的】軸索再生阻害因子 repulsive guidance molecule（RGM）は中枢神経において網
膜や海馬の神経細胞の軸索誘導や神経管の閉鎖に関与する蛋白質である。脊髄損傷の後に
も損傷部で発現の増加が認められており、RGM の効果を中和する抗体の損傷局所への投与に
より、運動機能改善と皮質脊髄路の再生が認められることが示されている。本研究は、RGM
由来のペプチドを用い、RGM の中枢神経再生の制御メカニズムの更なる理解と新たな神経再
生治療への手掛かりを得ることを目的として行った。 
【 方 法 】 ラ ッ ト RGMa の ア ミ ノ 酸 配 列 FADGSKNGGDKHGA(226-239) 、 
DFQAFRANAESPRR(309-322)よりそれぞれペプチド１、２を作製した。7-9 日齢のラットの小
脳顆粒細胞を採取し、RGMa を発現した CHO 細胞と 24 時間共培養し、ペプチド存在下での神
経突起の伸張の変化について免疫染色を行い観察した。また、妊娠 18-20 日のマウス胎児
の大脳皮質神経の初代培養細胞を採取し、培養液の中にペプチドを加えて培養し、RGMa 蛋
白質による神経成長円錐の変化を観察した。 
【結果・考察】RGMa を発現した CHO 細胞とラットの小脳顆粒細胞を共培養すると神経突
起の伸張が著明に抑制されたが、ペプチド存在下では神経突起の伸張の抑制がペプチド濃
度依存的に阻害され、神経突起が伸長した。また、マウス胎児の大脳皮質神経細胞は RGMa
蛋白質を加えて培養すると神経成長円錐の退縮がみられるが、ペプチドを前投与すること
により成長円錐の退縮が濃度依存的に阻害され、成長円錐が形成された。 
【結論】ラット RGMa 由来のペプチドは RGMa の作用に拮抗し、神経突起の伸張阻害並び
に神経成長円錐退縮を改善し、神経再生を促すことが明らかとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 
軸索再生阻害因子（RGM）は神経細胞の軸索誘導や神経管の閉鎖に関与する蛋白質である。
RGM は脊髄損傷後、損傷部で発現の増加が認められ、RGM の中和抗体の損傷局所への投与によ
り、運動機能改善と皮質脊髄路の再生が認められている。本研究は、RGM 由来のペプチドを用
い、RGM の中枢神経再生の制御メカニズムの理解と新たな神経再生治療への手掛かりを得るこ
とを目的として行った。ラット RGMa 蛋白質の部分アミノ酸配列 ペプチド 1 (226-239)、ペプ
チド 2(309-322)を作製した。7-9 日齢のラットの小脳顆粒細胞を採取し、RGMa を発現した CHO
細胞と 24 時間共培養し、各ペプチド存在下での神経突起の慎重の変化について免疫染色を行
い観察した。また、妊娠 18-20 日のマウス胎児の大脳皮質神経の初代培養細胞を採取し、培
養液の中にペプチドを加えて培養し、RGMa 蛋白による神経成長円錐の変化を観察した。その
結果、ラット RGMa 由来のペプチドは RGMa の作用に括抗し、神経突起の伸張阻害並びに神経
成長円錐退縮を改善し、神経再生を促すことが明らかとなった。本論文は、RGM による中枢神
経再生の新しい制御経路を明らかにした価値ある業績と認められた。 
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論 文 審 査 委 員 
堀尾 茉央 
博 士（医 学） 
千大院医薬博甲第医 868号 
平成 24年 9月 28日 
学位規則第４条第１項該当 
Role of Serine Racemase in Behavioral Sensitization in Mice after Repeated 
Administration of Methamphetamine 
(メタンフェタミン反復投与による行動感作形成におけるセリンラセマー
ゼの役割) 
（主査）教 授  伊豫 雅臣 
（副査）教 授  清水 栄司    教 授  木村 定雄 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
                   
[背景] グルタミン酸受容体のサブタイプである NMDA 受容体は、メタンフェタミン
(METH: methamphetamine)の投与による行動異常に関わっていることが示唆されている。一
方、NMDA受容体の内在性調節因子Dセリンは、主にセリンラセマーゼ(SRR: serine racemase)
によって L セリンから合成され、NMDA 受容体を介した興奮性神経伝達に重要な役割を担
っている。今回我々は SRR 遺伝子欠損マウスを用い、METH 投与後の行動異常（急性の運
動量変化、行動感作と薬物依存の形成）における SRRの役割を検討した。 
[方法] METH (1 or 3 mg/kg)の単回投与後の急性の運動量の変化、METH (3 mg/kg/day for 5 
days)投与による行動感作の形成を調べた。インビボ脳内透析法を用いて、METH投与後の側
坐核におけるドーパミン(DA)の放出を測定した。また METH 単回投与後の、線条体におけ
る ERK1/2 のリン酸化についても検討した。さらに、場所嗜好性試験法（CPP）を用いて、
METH誘発の薬物依存の形成についても調べた。 
[結果] METH 単回投与後の急性の運動量は、両群で有意な差は無かった。一方、METH
の反復投与よる行動感作は、SRR遺伝子欠損マウスでは形成されなかった。また、METHの
反復投与を処置したマウスにおける METH (1 mg/kg)投与後の側座核における細胞外 DA量
は、野生型では有意に増加したが、SRR遺伝子欠損マウスでは変化がなかった。線条体にお
けるMETHの単回投与後の ERK1/2のリン酸化は、野生型マウスではリン酸化の増加が確認
されたが、SRR遺伝子欠損マウスでは確認されなかった。さらに、METH誘発の薬物依存は、
両群で形成された。 
[考察] 本研究結果により、SRRはMETH投与による急性の行動異常や依存の形成には影
響を与えなかったが、METHの反復投与による行動感作の形成には、SRRが関与している事
が示唆された。SRR 遺伝子欠損マウスでの METH 誘発の行動感作の欠損には、側坐核にお
ける DA放出および ERK1/2のリン酸化の欠如が関与している可能性が示唆された。 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 
グルタミン酸受容体のサブタイプである NMDA 受容体は、メタンフェタミン(METH)；覚
せい剤の投与による行動異常への関与が示唆される。一方、NMDA受容体の内在性調節因子
D セリンは、主にセリンラセマーゼ(SRR)によって合成され、NMDA 受容体を介した興奮性
神経伝達に重要な役割を担っている。本研究では SRR遺伝子欠損マウスを用い、METH投与
後の行動異常（急性の運動量変化、行動感作と薬物依存の形成）における SRRの役割を検討
した。METH (1 mg/kg, 3 mg/kg)の単回投与後の急性の運動量は、両群で有意な差はみられな
かった。METHの反復投与よる行動感作は野生型では形成されたが、SRR遺伝子欠損マウス
では形成されず、側座核の DA量は、METH (1 mg/kg)投与後に野生型では有意に増加したが、
SRR遺伝子欠損マウスでは変化がなかった。更に、線条体におけるMETH (3 mg/kg)の単回投
与後の ERK1/2 のリン酸化は、野生型のみ増加が確認された。場所嗜好性試験の結果から、
両群ともMETH誘発の薬物依存の形成が確認された。本論文は、METHの反復投与による行
動感作の形成での SRRの関与を明らかにした価値ある業績と認められた。
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論 文 審 査 委 員 
風見 隆浩 
博 士（医 学） 
千大院医薬博甲第医 869号 
平成 24年 9月 28日 
学位規則第４条第１項該当 
Nuclear accumulation of annexin A2 is involved in chromosomal instability by 
coilin mediated centromere damage 
(annexin A2 の核内蓄積は coilin を介したセントロメア損傷を通じて染色
体不安定性に関与する) 
（主査）教 授  岩間 厚志 
（副査）教 授  瀧口 正樹    教 授  斎藤 哲一郎 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
                   
【目的】現在癌の特質と考えられている染色体不安定性を起こすメカニズムを解明するこ
とを目的とする。 
【方法】染色体不安定性を示す大腸癌細胞株(CIN: chromosomal stability)と示さない細胞
株(MIN: microsatellite instability)の核タンパク質を用いて、プロテオーム解析手法によりタン
パク質の発現量を比較した。発現の違いが見られたタンパク質について、ウェスタンブロッ
ト、免疫染色でその発現を確かめ、また、そのタンパク質の発現量をMINや CINに人為的に
増減させることにより染色体不安定性への関与を FISH法を用いて確認した。さらに、免疫沈
降と質量分析計を用いたタンパク質間相互作用解析により、染色体不安定性を引き起こすメ
カニズムについて検討した。 
【結果】プロテオーム解析により、annexin A2が CINで発現増大している事を見出した。
annexin A2をMINに過剰発現させると染色体不安定性が誘発され、逆に CINでの発現を抑制
すると染色体の heterogeneity が抑えられた。さらに相互作用解析により、核内の annexin A2
は coilinと結合しており、annexin A2の発現増大が coilinを散在させることを見出した。この
coilinの散在はセントロメアの損傷時に起こると報告されているため、annexin A2を MINに
過剰発現させた時のセントロメアタンパク質を調べたところ、CENP-A、Cの発現低下が見ら
れ、逆に CINでの発現を抑制すると CENP-A、Cの発現の回復が認められた。 
【結論】本研究により、annexin A2の発現増大はセントロメアタンパク質 CENP-A、Cの発
現低下を引き起こすことで染色体不安定性に関与していることが示唆された。染色体不安定
性は癌の進展や薬剤耐性に寄与していると言われており、今回の結果はそれらの問題を克服
する新しい癌治療法の開発につながることが期待される。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
染色体不安定性は癌の hallmark と言われ、そのメカニズムの解明はその機序を理解し、
癌の診断や治療に応用する上で重要である。染色体不安定性は、細胞分裂期における姉妹染
色体分配の異常によって起こると考えられているが、その詳細なメカニズムはわかっていな
い。本研究はプロテオーム解析手法を用いて、染色体不安定性を示す大腸癌細胞株（CIN）
と示さない細胞株（MIN）の核タンパク質より染色体不安定性に関わる因子の同定、及びそ
のメカニズムの解明を目的とした。結果、annexin A2が CIN細胞株で発現増大している事
を見出した。また、annxin A2を CIN-細胞株に過剰発現し FISH法で染色体の動態を調べた
ところ、染色体異数性が誘発されたことから、annexin A2の発現増大が染色体不安定性に関
わる事が示唆された。さらに核内の annexin A2が染色体不安定性の原因となるメカニズムを
調査するために、免疫沈降法を用いて anexin A2と相互作用しているタンパク質を探索した。
その結果、核内の annexin A2が、カハール小体の主成分である coilinと相互作用することを
見出した。annexin A2の核内強発現は、coilinの異常な散在と動原体局在化を誘発するだけ
でなく、いくつかの動原体タンパク質の発現も有意に低下させた。逆に、CIN細胞の annexin 
A2の発現低下は、散在する coilinを集束して、動原体タンパク質の発現を復元する。これら
の結果は、核内の annexin A2の強発現が動原体構造と機能を崩壊させることを通して染色体
不安定性の重要な役割を果たすことを示唆する。本論文は、染色体不安定性に関わる因子の
同定、そのメカニズムを明らかにした価値ある業績と認められた。
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論 文 審 査 委 員 
小野 麻紀子 
博 士（医 学） 
千大院医薬博甲第医 870号 
平成 24年 9月 28日 
学位規則第４条第１項該当 
Tumor-infiltrating lymphocytes are correlated with response to neoadjuvant 
chemotherapy in triple-negative breast cancer. 
（トリプルネガティブ乳がんの術前化学療法の奏効と腫瘍内浸潤リンパ
球の相関） 
（主査）教 授  白澤 浩 
（副査）教 授  瀧口 正樹    教 授  松原 久裕 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
                   
【目的】トリプルネガティブ乳癌(TNBC)はホルモン・HER2 受容体ともに陰性の乳癌で
あり、薬物療法は、殺細胞性薬剤による化学療法が主体となる。TNBC は、化学療法が奏
効する症例が含まれるものの、奏効しない症例の予後は不良であるが、現在までに化学療
法の奏効を予測する因子は明らかになっていない。本研究は、術前化学療法を施行された
TNBCの病理学的完全寛解(pCR)に相関する因子の解明を目的とした。 
【方法】1999～2007年に術前化学療法と手術を施行された Stage II、 III乳癌の 474人の
うち TNBCの 102人(22%)を抽出し、検体が得られた 92人を対象とした。コントロールと
して、ホルモン陽性乳癌(HR+/HER2-)、 HER2 陽性乳癌(HR-/HER2+)をそれぞれ 46、42 例
用いた。腫瘍内浸潤リンパ球(TIL)・アポトーシスのスコアリングなどの臨床病理学的特徴
や、CK5/6、CK14、EGFRといった basal marker、p53の免疫組織染色の検討を行った。 
【結果・考察】pCR率は、7%のホルモン陽性乳癌と比較し TNBCとHER2陽性乳癌で 32%、
21%と有意に高かった(P = 0.006)。各種 basal marker、p53、組織学的グレード 3、TILの高ス
コア、アポトーシスは、ホルモン陽性乳癌と比較し、TNBC と HER2 陽性乳癌で、有意に
多く認めた(P < 0.002)。TNBCでは、TILとアポトーシスの高スコア群を呈した症例の pCR
率は、37%、47%と、低スコア群の 16%、27%と比較して、高かった(P = 0.05 and 0.10)。乳
癌全体 180例でも、TIL・アポトーシスの高スコア群の pCR率は、34%、35%と高く、低ス
コア群の 10%、19%と比較し、有意に高かった(P = 0.0001 と 0.04) 。組織学的グレードや
basal markerの発現は、pCRと相関しなかった。 
【結論】探索的な検討であるが、TNBC において、TIL の多寡が術前化学療法の奏効と相
関し、宿主の免疫機構による関与の可能性が示唆された。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
トリプルネガティブ乳癌(TNBC)はホルモン・HER2 受容体ともに陰性の乳癌であり、化学
療法が奏効しない症例の予後は不良である。化学療法の奏効を予測する因子は明らかでなく、
本研究は、術前化学療法を施行された TNBCの病理学的完全寛解(pCR)に相関する因子の解明
を目的とした。術前化学療法と手術を施行された乳癌の TNBC の検体を用い、コントロール
として、ホルモン陽性乳癌(HR+/HER2-)、 HER2陽性乳癌(HR-/HER2+)を用いた。腫瘍内浸潤
リンパ球(TIL)・アポトーシスのスコアリングなどの臨床病理学的特徴や、CK5/6, CK14, EGFR
といった basal marker、p53の免疫組織染色の検討を行った。pCR率は、TNBCと HER2陽性
乳癌で有意に高く、各種 basal marker、p53、組織学的グレード 3, TILの高スコア、アポトー
シスは、TNBCと HER2陽性乳癌で、有意に多く認めた。TNBCでは、TILとアポトーシスの
高スコア群を呈した症例の pCR 率が高く、乳癌全体でも、TIL・アポトーシスの高スコア群
の pCR率は、有意に高かった 。TNBCにおいて、TILの多寡が術前化学療法の奏効と相関し、
宿主の免疫機構による関与の可能性が示唆され、価値ある業績と認められた。
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論 文 審 査 委 員 
池上 史郎 
博 士（医 学） 
千大院医薬博甲第医 871号 
平成 24年 9月 28日 
学位規則第４条第１項該当 
Operation of a visual P300-based brain-machine interface by individuals with 
chronic cervical spinal cord injury: effect of the green/blue flicker matrix 
（慢性期頚髄損傷者による視覚誘発型 P300ブレイン-マシン・インターフ
ェイスの使用評価：色変化による効果） 
（主査）教 授  下山  一郎 
（副査）教 授  桑原 聡    教 授  清水 栄司 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
                   
【目的】視覚刺激に誘発される事象関連電位（P300）を利用したブレイン-マシン・イン
ターフェイス（Brain-Machine Interface : BMI）では、従来までの輝度変化による視覚刺激に
色変化を加えることで、健常者において操作精度や使用感が向上することが報告されている。
今回我々は、慢性期頚髄損傷者を対象として、視覚誘発型 P300-BMIの操作精度や色変化を
加えた視覚刺激の効果を評価した。また、P300-BMI使用時の背景脳活動を脳波と fMRIの同
時測定（EEG-fMRI）にて評価した。 
【方法】P300-BMI実験の対象は頚髄損傷者 10名と年齢・性別を合わせた対照被健常験者
10 名とした。操作パネルには、8x10 マスの文字盤に平仮名や数字のアイコンを配置し、こ
れらを白/灰（輝度変化）および緑/青（輝度+色変化）にて、行もしくは列毎にランダムに強
調表示した。8 電極から記録された頭皮脳波を線形判別分析にてオンライン解析し、それぞ
れの強調条件での正答率を評価した。EEG-fMRI実験は、右利き健常男性 12名を対象とし、
6x6マスのアルファベット文字盤を用いて、2種類の強調条件での背景脳活動を比較した。 
【結果】オンラインでの文字入力の正答率は、頚損群平均で白/灰条件：88% 、緑/青条件：
91%、対照群平均で白/灰条件：77% 、緑/青条件：86%だった。反復測定二元配置分散分析
で色変化による主効果を認めたが、被験者群による主効果は明らかではなかった。健常被験
者による EEG-fMRI 実験からは、P300 は後頭葉や頭頂葉では緑/青条件でより高振幅で記録
され、fMRI による検討でも後頭葉や頭頂葉が特に右側でより活動をしていることが示され
た。 
【結論】以上より、頚髄損傷者は健常者と同様に視覚誘発型 P300-BMI を操作することが
可能であり、緑/青の色変化を導入することで操作精度が向上することが示された。後頭葉や
頭頂葉の活動がこれらの効果に寄与する可能性が示唆され、これらの領域を効率的に活用す
ることが BMI精度向上には重要と考えられた。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
ブレイン-マシン・インターフェイス（brain-machine interface : BMI）は、脳からの信号を利
用して機械を操作することで、コミュニケーション補助や外部環境制御を可能とする技術で
ある。近年、筋萎縮性側索硬化症、頚髄損傷、脳卒中などによる後遺障害者が、これらの技
術を利用することで自らの活動領域を広げ、より自立した生活を送ることが期待されている。
本研究では、慢性期頚髄損傷者による視覚誘発型 P300-BMI の操作精度およびその視覚刺激
に色変化を加えることの有用性、背景脳活動を検討した。頚髄損傷者 10名に加えて年齢・性
別を合わせた健常対照被験者 10名も対象として視覚誘発型 P300-BMI実験を行い、頚髄損傷
者は健常者と同様の BMI操作精度で、色変化を加えることで同様にその精度が向上すること
が示された。続いて、色変化を加えることによる背景脳活動を評価するために、健常被験者
を対象に脳波と fMRI の同時測定（EEG-fMRI）行い、後頭葉や頭頂葉の活動がこれらの効
果に寄与することが示唆された。本論文は、慢性期頚髄損傷者が視覚誘発型 P300-BMI を実
用レベルで使用することが可能であること、視覚刺激に色変化を加えることで活動する脳領
域を示すことで BMI をより効率的に操作する要因を明らかにした価値ある業績と認められ
た。
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論 文 審 査 委 員 
関口 縁 
博 士（医 学） 
千大院医薬博甲第医 872号 
平成 24年 9月 28日 
学位規則第４条第１項該当 
Anti-ganglioside antibodies are associated with axonal Guillain-Barré syndrome: 
A Japanese-Italian collaborative study 
(抗ガングリオシド抗体は軸索型ギランバレー症候群を惹起する：日伊共
同研究) 
（主査）教 授  清水 栄司 
（副査）教 授  佐伯 直勝    教 授  野村 文夫 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
                   
【背景】ギラン・バレー症候群（GBS）は四肢麻痺をきたす自己免疫性末梢神経疾患で
ある。その病型は運動神経の軸索障害が主体である軸索型（AMAN）と髄鞘障害が主体で
ある脱髄型（AIDP）に神経伝導検査により大別される。日本における検討において AMAN
はカンピロバクターの先行感染、特定のガングリオシドに対する IgG 抗体と関連すること
が見出されているが、この対応は欧米の報告では認められていない。 
【目的】抗ガングリオシド抗体がAMANの発症に関与しているかについて、抗体測定法、
電気診断基準を統一し、日本及びイタリアにおいて検討した。 
【方法】対象は GBS患者 156例（日本 103例；イタリア 53例）とし、臨床情報、電気
診断、抗ガングリオシド（GM1、GM1b、GD1a、GalNac-GD1a）IgG抗体の有無について検
討した。 
【結果】抗ガングリオシド抗体の陽性率は両国において 36％と同率で、抗体陽性群は、
下痢の先行感染が多く、感覚神経障害が少なく、臨床的にカンピロバクター感染後に純粋
運動神経障害を呈する AMANの特徴と合致していた。両国において、抗体陽性群で AMAN
の占める率が有意に高かったが、約 30％は初回の電気診断で AIDPと診断された。しかし、
経時的な追跡により大半は AMANの最終診断となった。 
【考察】GBS の病像は抗ガングリオシド抗体により規定され、抗ガングリオシド抗体は
AMANを惹起すると考えられた。AMANの急性期には軸索膜の Naチャネル機能異常に基
づく伝導障害が生じるため、相当数の患者が AIDP と診断される可能性がある。現状では
GBS の分類は電気診断に基づくが、病態の正しい理解のためには、抗ガングリオシド抗体
の有無、臨床症状、経時的な電気診断による総合的な判定が必要である。 
【結論】抗ガングリオシド抗体は日本、イタリアの両国において AMANの発症に関与する。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
ギラン・バレー症候群（GBS）は軸索型と脱髄型に大別される。カンピロバクターの先行
感染による特定のガングリオシド（GM1、GM1b、GD1a、GalNac-GD1a）への IgG 抗体産生
が、軸索型 GBS 発症に関連するとされるが、本邦以外では証明されていない。本研究では、
抗ガングリオシド抗体と軸索型 GBS、神経伝導検査所見の関連について日本とイタリアで比
較検討した。 
GBS患者 156例（日本 103例；イタリア 53例）を対象とし、同一の抗体測定法、神経伝導
検査基準を使用した。抗ガングリオシド抗体陽性率は両国とも 36％と同一であった。抗体陽
性群で下痢の先行感染が多く、感覚神経障害が少なく、軸索型 GBSの臨床的特徴と合致して
いた。また抗体陽性群では、神経伝導検査で軸索型と診断される率が有意に高く、初回に脱
髄型とされた症例の大半も、経時的な検査により最終的に軸索型と診断された。これらの結
果から、日本だけでなくイタリアでも抗ガングリオシド抗体は軸索型 GBSの発症に関連する
ことが示され、また急性期の単回検査では正確な病型診断が難しい可能性が考えられた。 
本論文は、両国の GBS患者を同一の基準の下で比較検討することにより、抗ガングリオシド
抗体と軸索型 GBSの関連を欧米においても証明し、急性期の神経伝導検査による診断の問題
点を提起した点で、臨床的に意義のある論文と認めた。
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論 文 審 査 委 員 
髙木 伸介 
博 士（医 学） 
千大院医薬博甲第医 873号 
平成 24年 9月 28日 
学位規則第４条第１項該当 
Membrane-bound human SCF/KL promotes in vivo human hematopoietic 
engraftment and myeloid differentiation 
（ヒト膜型 stem cell factorは免疫不全マウスにおいてヒト造血細胞の生着
とヒトミエロイド系細胞への分化を促進する） 
（主査）教 授  大野 博司 
（副査）教 授  小原 收    教 授  古関 明彦 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
                   
【目的】近年、免疫不全マウスにヒト造血幹細胞を移植して作成するヒト化マウスの開
発により、ヒト造血系・免疫系の研究が飛躍的に進んでいる。しかし、マウス骨髄内で再
構築されるヒト造血はリンパ系細胞の比率が高く、マウス骨髄微小環境がヒトミエロイド
系細胞の分化を十分に支持していないためと考えられてきた。Stem cell factor（SCF）は、
造血幹細胞などの細胞表面に存在する c-Kit受容体のリガンドで、造血系の構築に必須の蛋
白質であり、遊離型と膜型がある。本研究は、ヒト膜型 SCFを NOD/SCID/IL2rgKOマウス
（NSG）に遺伝子導入することによって（hSCF Tg NSG）、ヒト膜型 SCFがヒト造血系の構
築に及ぼす影響を解明することを目的とした。 
【方法】ヒト臍帯血から純化した CD34+CD38-造血幹細胞を 500 – 53000個、150cGyの全
身放射線照射を行った新生児マウス（hSCF Tg NSGと non-Tg NSG）に移植し、8 – 35週後
に骨髄、脾臓、末梢血などについて、ヒト造血細胞のキメリズムをフローサイトメトリー
で解析・比較した。また、組織切片を用いて免疫染色を行いヒト肥満細胞を同定した。さ
らにミエロイド系細胞の遺伝子発現をマイクロアレイで解析した。 
【結果・考察】CD45+ヒト造血細胞のキメリズムは、hSCF Tg NSGで有意に高かった。骨
髄、脾臓、末梢血のなかでも、特に骨髄において高かった（hSCF Tg NSG 97.1 +/- 1.1%, non-Tg 
NSG 63.1 +/- 7.3%）。また、骨髄におけるミエロイド系細胞（CD33+）の比率は hSCF Tg NSG
で有意に高く（hSCF Tg NSG 49.7 +/- 4.0%, non-Tg NSG 26.2 +/- 2.9%）、その多くは HLA-DR
陰性の顆粒球だった。また、肥満細胞は SCFの受容体である c-Kit受容体を発現している細
胞群のひとつであるが、hSCF Tg NSGの骨髄、脾臓、消化管においてヒト肥満細胞の存在
が確認され、その存在頻度は non-Tg NSGより高かった。 
【結論】ヒト膜型 SCFはヒト造血細胞の生着とヒトミエロイド系細胞への分化を促進する
ことが示された。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
ヒト造血幹細胞を免疫不全マウスに移植して作成するヒト化マウスの開発は、ヒト免疫系
の in vivoでの解析を可能にした。近年、開発された NOD/SCID/IL-2rgKO（NSG）マウス
はヒト造血幹細胞の生着効率とヒトキメリズムの向上をもたらし、ヒト T細胞の分化や免疫
グロブリン産生も in vivoで観察できるようになった。その一方で、ヒトミエロイド系細胞の
比率が低いという問題が残されており、本研究者らは、これはヒト造血幹細胞がマウス造血・
免疫環境で分化・成熟することに起因すると考え、ヒト膜型 stem cell factor（SCF）を発現
した hSCF Tg NSGマウスを開発し、ヒト化マウスを作成した。骨髄・脾臓・末梢血におい
て NSGと比較して高いヒトキメリズムを示し、ヒトミエロイド細胞が効率よく分化している
ことが確認された。ミエロイド細胞は、好中球とその前駆細胞だけでなく、マスト細胞も骨
髄、胃粘膜などの組織内に存在していた。また、本研究者らは、ヒト可溶型 SCFを knock-in
した NSGマウスの解析においても、NSGと比較して高いヒトキメリズムを示すことを報告
した。 
 骨髄微小環境に存在する SCF がヒト造血幹細胞の生理的な分化に重要な役割を果たして
いることを証明した点、ヒト免疫系を in vivoで解析するための次世代ヒト化マウスを開発し
た点において、価値ある業績と認められた。
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論 文 内 容 の 要 旨 
                   
【目的】ポリコーム群（PcG）タンパク質は幹細胞に共通の制御因子として機能する。我々
はポリコーム抑制性複合体（polycomb repressive complex）1 の主要構成因子をコードする
Bmi1遺伝子をレトロウイルスによって過剰発現することにより、造血幹細胞を ex vivoで長
期間維持可能であることを報告した。しかし、in vivoでの Bmi1過剰発現の効果については
未だ詳らかではない。本研究は、Bmi1を血液細胞特異的に過剰発現するマウスの系を用い
ることにより、造血幹細胞における in vivoでの Bmi1過剰発現の効果を明らかにすることを
目的とした。 
【方法・結果】内因性の Rosa26 プロモーター支配下でコンディショナルに Bmi1 を過剰
発現するマウス（R26StopFLBmi1）を作出した。血液細胞特異的に Cre recombinaseを発現す
るマウス（Tie2-Cre）と交配し、血液細胞特異的に Bmi1 を過剰発現するマウス
（Tie2-Cre;R26StopFLBmi1）を確立し実験を行った。Bmi1の過剰発現は定常状態の造血系に
は明らかな影響を示さなかった。しかしながら、Bmi1の過剰発現は ex vivoの培養において
造血幹細胞の増幅を促進し、骨髄移植実験においても連続移植による造血幹細胞の枯渇を
有意に保護する効果が得られた。以上の結果は、Bmi1を過剰発現する造血幹細胞が細胞性
ストレスに強い耐性を有することを意味する。そこで、Bmi1過剰発現の放射線照射による
DNA 損傷に対する効果を調べたところ、造血幹細胞における効果は全く見られなかった。
一方で、Bmi1過剰発現造血幹細胞は酸化ストレスに対して対照群よりも強い耐性を示し、
自己複製能・多分化能をより維持することが明らかとなった。しかしながら、Bmi1の過剰
発現は細胞内活性酸素の量には影響を与えなかった。 
【考察・結論】Bmi1 の過剰発現は造血幹細胞にストレス耐性、特に酸化ストレスに対す
る耐性を付与し、造血幹細胞の自己複製能を増強することが示された。この際、Bmi1 は細
胞内活性酸素の代謝には関与せず、酸化ストレスシグナルの下流に位置し、酸化ストレスシ
グナルによりその機能が負に制御されているものと想定された。その詳細の解明が造血幹細
胞制御機構を理解するうえで重要と考えられる。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
Bmi1はポリコーム抑制性複合体 1の主要構成因子であり、各種幹細胞に発現していること
から幹細胞に共通の機能を制御していると考えられている。本研究では、幹細胞における
Bmi1の機能を明らかにする目的で、Bmi1を血液細胞特異的に過剰発現するマウスを作製し、
その骨髄由来の造血幹細胞の機能を解析した。Bmi1を過剰発現しても定常状態の造血は正常
であった。しかし、ex vivoの培養系では造血幹細胞の維持・増幅が促進し、連続骨髄移植に
よっても造血幹細胞が有意に維持された。また、Bmi1を過剰発現した造血幹細胞は、放射線
照射による DNA損傷後の修復反応は正常造血幹細胞と変わらなかったが、酸化ストレスに対
しては、より強い抵抗性を示し自己複製能・多分化能が維持された。しかし、酸化ストレス
後の造血幹細胞内の活性酸素の量は正常造血幹細胞と変わらなかった。本論文は、Bmi1が造
血幹細胞の中で細胞内活性酸素を介する酸化ストレスシグナルを負に制御していることを明
らかにしたものであり、価値ある業績と認められた。 
 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
論 文 審 査 委 員 
佐々岡 沙 羅 
博 士（薬 学） 
千大院医薬博甲第薬 143 号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第１項該当 
2次元フーリエ変換を用いたクラフトテープの異同識別 
（主査）教 授  根 矢 三 郎 
（副査）教 授  堀 江 利 治   教 授  佐 藤 信 範 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
 粘着テープは様々な犯罪に用いられるため、犯罪捜査において重要な証拠となる。粘着テープは主に粘
着剤と支持体で構成されており、支持体が紙であるものがクラフトテープである。2 次元フーリエ変換
(2D-FT)は画像上の特徴を得るための一般的な手法であり、法科学分野では、紙類の識別の報告がある。 
本論文では、クラフトテープの識別に 2D-FTを応用することを試みた。2D-FTをクラフトテープに適応
するために、まず 2D-FT により得られる 2 次元パワースペクトル(2D-PS)の鮮明化方法を開発した。その
結果、2D-PSのピークパターンにより識別が可能となり、クラフトテープ 50ロールは 26種類の 2D-PSタ
イプに分類できた。次に、2D-FT により得られる情報から波長とピーク強度のみを抽出し、1 次元パワー
スペクトル(1D-PS)を算出した。その結果、50ロールは29種類の1D-PS タイプに分類できた。2D-PSと1D-PS
を併用することにより、識別能力が上がり、信頼性も向上した。また、客観的かつロール内の変動を考慮
した識別を目的として、機械学習を用いた結果、本法は高いロール間識別能力があることが示された。本
法は、汚染損傷した試料でも適応可能であり、実際の鑑定でも十分有効であると認められた。さらに、今
回開発した鮮明化方法や 1D-PSの算出は、クラフトテープだけでなく周期性がある様々な試料にも有用で
ある。以上より、本法は汎用性も高く非破壊、迅速であることから、法科学分野において今後益々利用さ
れていくと期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
クラフトテープは科学捜査での重要な証拠資料である。しかし、外観的特徴が乏しいため異同識別
が困難である。既報の破壊分析法によるクラフトテープの異同識別は、前処理に長時間かかり、汚染
の影響を受けやすい欠点がある。本研究では、画像処理法である 2 次元フーリエ変換(2D-FT)を利用
して迅速で非破壊的な新しい識別法を開発した。さらに、パターン認識に有効な機械学習法により識
別能力の客観的評価した。模擬現場資料により汚染・損傷の影響を検討し、本法の法科学的実用性を
検証した。 
本研究ではテープ支持体である紙に注目し、スキャナ画像の 2D-FT より得られた 2 次元パワース
ペクトル(2D-PS)の鮮明化法をまず確立した。その結果、2D-PS のピークパターンによる識別が可能
となり、クラフトテープ 50ロールを 26種類の 2D-PSタイプに分類できた。さらに、2D-FTより得ら
れる情報から波長とピーク強度を抽出し、1次元パワースペクトル(1D-PS)を算出した。その結果、50
ロールは 29種類の 1D-PS タイプに分類できた。2D-PSと 1D-PSの併用で識別能力および信頼性は飛
躍的に向上した。機械学習を用いて検討した結果、本法は高いロール間識別能力を示すと判明した。
本法では汚染損傷資料も分析できるため、実際の鑑定においても威力を発揮する。今回開発した鮮明
化法や 1D-PS算出法は、クラフトテープのみならず周期性がある様々な資料も取り扱え、法科学分野
における発展的応用が期待される。 
本研究は分析化学の優れた成果で、クラフトテープの法科学鑑定を行う際の重要な知見を与える内
容であり、博士（薬学）の学位に相応しいものと認めた。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究では有機触媒を用いた不斉アジリジン化を鍵反応とする(−)-agelastatin A の全合成研究を行っ
た。 
不飽和アルデヒドの触媒的不斉アジリジン化反応を鍵反応とする全合成研究を行った。高い光学純度で
得られるキラルアジリジンアルデヒド誘導体を活用した、マンニッヒ反応やロジウムカルベノイドの CH
挿入反応による(−)-agelastatin Aの骨格構築法を検討した。 
キラル 1級アミンを有機触媒として用いる、エノン類の不斉アジリジン化反応を独自に開発した。primary
－secondary型キラル 1,2-diphenylethylenediamine(DPEN)、中でも N-neopentyl DPEN が優れた高い
立体選択性を発現することを明らかにし、適切な反応条件を設定することで、一般性の高い環状エノン類
の触媒的不斉アジリジン化反応の開発に成功した。イミニウム中間体の構造最適化計算により、選択性発
現のメカニズムについて考察し、イミニウム中間体と、N-トシロキシカルバメートとの、多点の水素結合
による立体制御がなされていると結論づけた。さらに高い光学純度で得られるキラルケトアジリジン誘導
体より、(−)-agelastatin Aの形式全合成を達成した。本研究を通じ、不斉アジリジン化反応と、得られる
キラルアジリジン類の合成上の有用性を実証することができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本申請者はキラルジアミン系有機触媒を用いる不斉アジリジン化反応を開発し、この不斉反応を海洋産
生物活性天然物(−)-agelastatin Aの全合成へ応用した。 
はじめに N-トシロキシカルバメートを窒素源として用いキラルジアミンを不斉有機触媒とするα、β
―エノンの触媒的不斉アジリジン化反応を検討し、１，２－ジフェニルエチレンジアミン誘導体の不斉触
媒能を種々検討したところＮ－ネオペンチル誘導体が優れていることを見いだした。本反応では炭酸水素
ナトリウムと安息香酸の存在が高反応性、高立体選択性の発現に必須である。この反応の一般性を検討し、
5員環、6員環、7員環エノンのいずれからも高い立体選択性でキラルアジリジンを得た。このようにして
申請者は一般性の高い環状エノン類の触媒的不斉アジリジン化反応の開発に成功した。次に反応機構を明
らかにするためにイミニウム中間体の構造最適化計算を行い、遷移状態においてイミニウム中間体と N-
トシロキシカルバメートとの多点水素結合が立体制御に重要な役割を果たしていると結論づけた。 
次に本反応を(−)-agelastatin Aの合成へ応用した。シクロペンテノンから上記の反応によりキラルアジ
リジンを得、種々の変換を経て既知の光学活性ジアミノシクロペンタノール誘導体導いた。このものから
(−)-agelastatin Aへ合成経路が確立されているので、ここに形式全合成が完成した。 
このように本申請者はキラルジアミン系有機触媒を用いる新規不斉アジリジン化反応の開発に成功
し、本反応の応用として海洋産生物活性天然物(−)-agelastatin Aの形式全合成を達成した。本研究は学
術的に価値ある成果を十分に含んでおり、博士（薬学）の学位に相応しい内容であると認めた。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
１．研究をとりまく背景 
世界人口は 2011年 11月に 70億人を超えたという報告が、国連人口基金の推計により 2011年版「世界
人口白書」において発表された。人口の増加は特に新興国が顕著であり、中国が 13億 4800万人で 1位で
ある。インドは 12億 4200万人で 2位だが、2021年には 14億人に達し、中国の 13億 9000万人を追い
越す見通しである。新興国の経済成長により世界の食料需要構造に変化が現れている。このことが今世紀
に入ってからの食料価格高騰の一因ともなっている。 
一方、日本では総務省の実施した国勢調査（2010年 10月）の確定値によると、少子・高齢化に伴い総
人口数は他国とは異なり減少している。しかし、食料価格の高騰は他人ごとではない。これから食料需要
構造がどのように変化していくのか、短期予測を基にその流れに対応できるように情報を提示したい。 
（1）需要予測情報の必要性 
近頃の市場環境の変化は量的にも質的にも著しい。それに加え、変化の速度も速まっていることから未
来の兆候を読み取りにくい状態だ。企業経営者にとっては予測が難しい時代に直面している。予測が困難
とは言え、食料需要の予測は企業にとって経営上の多くの活動計画の出発点として不可欠なものである。 
企業の経営者が需要予測に基づき短期的に生産計画や販売活動を決めたり、中長期的に設備投資や採用
の計画を立てたりする。需要を正確に予測することは経営の根幹に関わる重要なことであるため、経営者
にとっては正確な需要予測をする上で役に立つ情報源が是非とも必要であると考えられる。 
（2）食料需要の変遷 
日本の食料消費は、1960年代以降大きく変化し、その水準の上昇とともに内容も豊富になって、近年で
は「成熟」段階に達したといわれている。その事を端的に表わすと、①傾向的変化（トレンド）の消滅、
乃至弱化であり、②消費者の消費行動における経済的要因、ことに所得制約の消失乃至弱化である。 
（3）消費者の食料・食品購買行動変化 
グローバリゼーションの進展で様々な社会問題が発生しているが、なかでも食生活は偽装問題や公害問
題などが相次いで起こり、消費者はもちろん、その生産から加工、流通までの供給者も、食品の需要動向、
それも短期動向に絶えず注意を払っていかなくてはならない事態に立ち至っている。 
牛肉の食中毒問題や原発事故による放射能汚染などの影響から、食生活を見直し、健康や安全を重視す
る消費者が増えて来ている。 
食品製造業における生産技術の発展、輸送（物流）システムの進歩、情報技術の高度化は、高度経済成
長期を背景とした所得の伸びとともに、私たちの食生活を多様化・個性化させながら豊かにしてきた。し
かしながら、その反面で消費者は、随時不安や疑問を抱くようになってきている。毎日食べるほとんどの
食料は、その生産、加工・流通、消費が大量かつ広域に行われているようになり、その結果、生産（農）
と消費（食）との距離はますます拡大し、生産者、加工・流通業者、その上不透明なフードシステムの下
で、消費者は、不安を抱えながら日々の食生活を営んでいる。 
 
２．研究の目的 
（1）社会的 
社会に対しての研究の趣旨は、食料品は他の工業用品のように需要側の所得と供給側の技術が需要量決
定の主要要因とは異なり、安価で毎日繰り返し消費される財でありながら、品質を外見から判断する事が
困難なため、供給側のブランド力や広告が需要に大きな影響を与える。一方、消費者の購買意思は POSシ
ステムによって正確に把握され、供給側へ伝えられる。しかし、第 1 次産業は、天候、災害など自然因素
に影響しやすく、事前の予測情報が必要となる。食料に関連する農業生産者、食品加工業者、食品流通業
者、調理産業および外食産業従事者、それに消費者、とくに消費者団体などに短期的な食料需要の情報を
提供し、食料需給を安定させようとするものであった。 
（2）学問的 
学問に対しては、在来の予測方法を改善し計量経済学の予測理論に沿って、厳密な推計方法を探求し続
けたいと考えている。本研究はその分析方法を直近のデータに適用して、その妥当性を確認するとともに、
その結果の精度と予測手法を検証した。 
 
３．各章内容の概略と目次 
第 1章 序論 
第 1節 研究をとりまく背景 
  1.1.1 需要予測情報の必要性 
1.1.2 食料需要の変遷 
1.1.3 消費者の食料・食品購買行動変化 
第 2節 研究の目的 
  1.2.1 社会に対する食料需要の予測情報の提供 
1.2.2 学問的な目的 
第 3節 既往の研究 
1.3.1 食料の需要・消費行動分析に関する研究 
1.3.2 時系列モデル予測について 
第 4節 各章の構成及び研究の概観 
1.4.1 総論の整理 
1.4.2 各章の概略第 2章 資料の観察 
 
第 2章 食料需要方程式の選定 
推計データの考察、家計調査の家計収支編における二人以上の世帯（農林漁家を除く）の１世帯当たり
の支出金額、購入数量及び平均価格の四半期データを使う。家計十大費目の中にある食料の中分類は、穀
類から外食まで 12品目がある。肉類の細目は 11品目となる。各被説明変数についてはグラフで考察する。 
通常の回帰モデルに AR、MA項を加えてことによって期待を取り込んだモデルを推計する。つまり、部
分調整モデルと適応的期待モデルである。 
予測はデータが定常系列か単位根を持つ非定常系列を見極め、定常系列であればそのまま推計し、非定
常系列であれば階差をとって推計する方法で行う。次に、残差における系列相関の有無について検証する。
続いて、自己相関係数および偏自己相関係数を計算して、モデルの型と次数を決める。季節自己回帰和分
移動平均モデル（SARIMAモデル）で計測を行う。 
第 1節 使用データの説明 
2.1.1 家計調査について 
2.1.2 調査の大きな変化 
2.1.3 調査方法 
第 2節 データの考察 
2.2.1 被説明変数（食料中分類） 
 2.2.2 被説明変数（肉類の内訳) 
2.2.3 説明変数 
第 3節 需要方程式について 
  2.3.1 食料需要の所得と価格の弾性値 
  2.3.2 時系列分析による予測 
第 4節 予測モデルを推計の手順 
  2.4.1 解析の実際－推定方法 
2.4.2 季節性と SARIMA 
 
第 3章 成熟期の食の需給変化 
 1956年から日本の経済成長を見ると、高度成長期（1956~73年度）、安定成長期（1974~1990年度）と
経済構造の変化が続き、1990～現在は低成長期と呼ばれている。少子・高齢化による人口減少、食の変化、
グローバル市場での競争の激化など目に見える諸要素が、食料需要にどのような影響を与えるのかを分析
するために、食料の所得と価格の弾性値を計測する。 
時系列データは、いつ構造変化が起きるのかという時点（break point）が必ずしもわからない場合があ
るので、CUSUMテストで残差を積み重ねて検定していく。残差の標準誤差で標準化の遂次残差を観察す
ることで、構造変化がなければゼロからあまり離れない。CUSUMテストでは、回帰残差の累積値を元に
残差の検定を行う。構造変化点以後は、さらに構造変化があるか否かを調べるため、構造を一定な期間が
得られるまでずらしていく作業を行う。 
 第 1節 食料需要の所得と価格の弾性値の計測 
3.1.1 所得弾性値 
3.1.2 価格弾性値 
 第 2節 経済成長と食料の消費支出からみた構造 
3.2.1  実質経済成長 
3.2.2 食料消費支出の増減率の推移 
第 3節 構造変化の検定 
3.3.1 CUSUMテスト 
3.3.2 測定期間内での構造変化 
第 4節 構造変化点以後の検定 
第 4章 短期予測分析 
 前章の経済成長の背景と食料消費支出の前年比増減率を踏まえて、需要方程式の構造変化を検定し、次
にその 2年先の予測値を推計する。 
 本稿の予測分析は需要方程式を用い、最初に回帰分析の予測をし、次に時系列分析を加えて、SARX モ
デルを予測し、そして最後に SARMAX モデルの予測をする。三つの予測結果を比較して適用性を検討す
る。 
被説明変数と説明変数との因果関係があるかどうかを検定するために、グレンジャーの外生性検定を用
いる。SARX モデルを計測する前に、各品目と所得、価格変数の外生性検定を行う。食料の中分類の推定
量は回帰モデル、SARX モデル、SARMAX モデルを用いて推定を行った。モデルの推定は、データが定
常かどうかを単位根検定し、単位根がない場合は、SARX、SARMAXモデルで推計を行う。単位根がある
場合は、変数の差分を取る SARIX、SARIMAXモデルにより推計する。最後は、系列相関 LM検定を行い、
通過しない場合には最初に戻って繰り返し作業を行う。 
第 1節 回帰モデル 
  4.1.1 回帰分析の季節調整 
  4.1.2 食料中分類の需要回帰式の推定 
  4.1.3 回帰モデルによる方程式の結果 
第 2節 SARXモデル 
4.2.1 変数の外生性検定 
4.2.2 食料中分類の需要 SARXモデルの推定 
4.2.3 SARX、SARIXモデルでの推定 
4.2.4 SARXモデル分析の結果 
第 3節 SARMAXモデルと SARIMAXモデル 
  4.3.1 食料中分類の需要 SARMAXモデルと SARIMAXモデルの推定 
4.3.2 季節変動調整で加えたモデルでの推定 
  4.3.3 SARMAX、SARIMAXモデル分析の結果 
 
第 5章 予測値の計測 
三つの推計方法をまとめて検討すると、誤差率が小さくなる SARXモデルは作業の手間がかかることが
明らかになった。SARMAX モデルは低い次数でよい予測数値を得るという結果になった。第 6 章では、
SARMAXモデルをベースに、補完的に SARXモデルを使って肉類の予測を行う。 
 第 1節 外生変数の予測 
5.1.1 一人当り実質消費支出 
  5.1.2 品目別価格 
第 2節 予測の種類 
  5.2.1 回帰モデルの予測 
5.2.2 SARXモデルの予測 
  5.2.3 SARIMAXモデルの予測 
第 3節 予測グラフでの考察 
5.3.1 三つの方法で予測した直近時点、予測時点のグラフ 
  5.3.2 推計方法の検討 
 
第 6章 肉類の需要分析と予測 
肉類の内訳を SARMAXモデルによる推定から予測を行う。SARMAXモデルの予測で、検定手法を調整
して仕上げた方程式の結果に上手くあてはまったが、いくつかの式はいくら調整しても結果が思いどおり
にならないケースもある。方程式の検定値については細心の注意を払う必要がある。 
第 1節 SARMAXモデルによる肉類の推定 
第 2節 畜産肉類の予測 
6.2.1 構造変化点～2008Q4のデータに基づく予測 
6.2.2 予測結果の検討 
 
第 7章 東日本大震災から食品に対する影響 
 予測結果の誤差率を用いて、東日本大震災の被災地の影響をみることとする。ただし、データは全国ベ
ースの家計調査を使用したので、食料全体への影響が明確に表れたとは言えない。ただし穀類、野菜類、
肉類より魚介類への影響は、誤差率、グラフからははっきりと見てとれる。この手法を使って、県別デー
タで計測し、さらに厳密な分析ができるのではないかと考えられる。 
 第 1節 食品に対する影響 
 第 2節 家計調査からみた震災による需要の影響 
 第 3節 東日本大震災に影響された食料品目の「予測」と「実績」との比較 
第 4節 食料品に対する震災の影響 
7.4.1 各品目の予測値と実績値の誤差率 
7.4.2 影響率の検討 
 
第 8章 結論 
推計過程において、さらに式の改善が求められる箇所がいくつかあった。推計方法の改善策についての
検討をする。方程式は、様々な手法を用いて改善していくが、必ずしもその状況に効果が現れるとは限ら
ない。今回の研究では、構造変化点の分析 CUSUM テストによる、SARIMA モデルの手法を用いて予測
を行う。 
残る課題について、本研究では「短期予測」を資料の「統計的処理」だけに委ねない「経済学的に意味
のある」アプローチによって、回帰分析に加え、時系列分析の ARMAXモデルの利用価値をある程度実証
できたと考えられる。実証研究で、その結果を自分の予測アプリケーション開発の研究にも繋げたいと考
えている。 
第 1節 各章の研究の成果 
第 2節 食料方程式の改善 
第 3節 今後の研究課題 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
この論文の目的は１９８０‐２００８年、特に１９９０年代以降の様々な品目別食料需要関数を総務省
統計局「家計調査」の４半期データを用いて計測することである。 
 本論文の特徴は、食料需要を以下に列挙するように細目に分類して、個別品目について計測し、その需
要関数にもとづいて２年先までの需要量を予測している点にある。食料の細目は穀類、魚介類、肉類、乳
卵類、野菜・海藻類、果物、油脂・調味料、等１２品目と、食料全体である。これらの品目のうち、その
需要趨勢が横ばい、すなわちトレンド定常ないしは正のランダムウォークを持たないと思われる変数は、
食料全体、野菜・海藻類、果物、酒、外食であり、趨勢的に増加している品目は、乳卵類、油脂・調味類、
菓子、（酒以外の）飲料である。さらに、需要が趨勢的に低下してきた品目は、穀物、魚介類、肉類である
ことが示されている。しかしながら、横ばいで定常と思われる品目も単位根検定ではほとんどの品目が非
定常とされたので、推計モデルで対応している。 
 筆者はまず、上記対象期間について、個々の食料需要に構造変化が生じたか否かを、クスム・テスト
（cumulative-sum-of-residuals test）により検定した結果、ほとんどの品目が１９９０年代後半にそれが
生じたことを示し、１９９０年代後半‐２００８年を、主な計測期間としている。 
ここで挙げられた食料の需要変動の重要な決定因は価格と所得（消費支出で代理）であるが、以上の趨
勢変動を説明する要因として、時間トレンド項、季節ダミー項、自己回帰 AR項、移動平均MA項が使用
されている。１９８０年以降（ことに１９９０年以降）は中・低成長期にあったので、消費の惰性
（consumption durability）を説明要因から除くことはできず、それを表す変数として上記の時間トレン
ド以下の４項目が説明変数として重要な役割を果たしたわけである。 
 この論文の評価しうる点は、価格、所得を軸とした比較的簡単な、しかし経済理論に即した需要関数を
使用し、個別食料品目の需要の計測・予測に、満足できる程度に成功している点であり、「変数節約 
（parsimony）の原理」に沿っている点である。食料の供給関数を特定化し連立方程式体系を解くことに
より同様の目的を遂行する方法もありうるが、モデルを複雑にするほど、その精度、予測の成果が低下す
ることが往々にして生じることは、よく知られた点である。需要関数の計測に際しては、多様なモデルを
比較検討している。通常の回帰モデルに加えて、時系列分析の考えを加えた ARX、ARMAXにデータの季
節性を考慮した SARX、SARMAX での計測をしている。実際の計算に際しては、見かけ上の相関を避け
るため単位根検定として Dikey-Fullerの ADF検定を、系列相関には Breusch-Godfreyの LM検定を行う
など、計量分析の理論的な研究成果を厳密に適用して計測している。このため膨大な繰り返しの計算もあ
るが、細分化した食料品目について、多くのデータを集め、分析を重ね、所期の目的を達成した筆者の努
力は高く評価できる。１２品目などの需要関数計測の成果は、肉類の内訳の細目の牛肉などの需要関数の
計測、さらに、東日本大震災の食料需要への影響の計測へと応用されている。震災の影響は震災後のデー
タ期間がかならずしも長くはなく、十分な結果とは言えない点もあるが、今後の発展に期待できる。 
 以上の点から、審査員一同は、筆者に博士の学位を授与することで意見が一致した。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
代数学での多元環の表現論において、環上の加群圏およびその導来圏の圏構造を研究することは、大変
重要な問題の一つである。その際、アウスランダー・ライテン理論および傾理論は、非常に重要な役割を
果たしている。傾理論とは、2 つの導来圏の間の圏同値および導来同値を解明する理論である。リッカー
ドの森田理論により、傾対象が導来同値を引き起こすことが証明され、導来圏の圏構造を理解するために、
傾対象を研究することが大変重要になっている。また、導来圏の間の相互関係を解明するために用いられ
るのが、傾変異と呼ばれる傾対象の変異である。しかし、傾変異はいつでも可能というわけではない。そ
こで、傾対象の一般化である準傾対象を考えることで、相原・伊山により、準傾対象の変異が導入された。
ここで、自然な疑問として、「すべての準傾対象は、準傾変異を繰り返すことにより得られるか？」があげ
られる。本論文では、主にこの問題について研究し、準傾連結性を満たすための十分条件を考察した。 
 主結果として、有限表現型対称多元環が強準傾連結であること、および、準傾離散であることを証明し
た。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
代数学での多元環の表現論において、環上の加群圏およびその導来圏の圏構造を研究することは、 
大変重要な問題の一つである。その際、アウスランダー・ライテン理論および傾理論は、非常に重要 
な役割を果たしている。 
 傾理論とは、２つの導来圏の間の圏同値および導来同値を解明する理論である。リッカードの森田 
理論により、傾対象が導来同値を引き起こすことが証明され、導来圏の圏構造を理解するために、 
傾対象を研究することが大変重要になっている。また導来圏の間の相互関係を解明するために用い 
られるのが、傾変異と呼ばれる傾対象の変異である。しかし、傾変異はいつでも可能というわけでは 
ない。そこで、傾対象の一般化である準傾対象を考えることで、相原・伊山により、準傾対象の変異が 
導入された。ここで、自然な疑問として、「すべての準傾対象は、準傾変異を繰り返すことにより得られ 
るか？」があげられる。 
 本論文では、主にこの問題について研究し、準傾連結性を満たすための十分条件を考察した。 
 主結果として、有限表現型対称多元環が強準傾連結であること、および、準傾離散であることを証明 
した。この方法は大変独創的であり、貴重な優れた研究であり、関連する問題への応用も大いに期待 
できる。この点に関しても、この結果は大変意義深いものであり、独創的な非常に優れた研究であると 
認められる。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 理学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員 
飯島 雄 
博 士（理 学） 
千大院理博乙第理１５号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第２項該当 
異なる時空間スケールにおける可能蒸発量と陸面蒸発散量の補完関係の
検証 
（主査）教 授  近藤 昭彦 
（副査）教 授  高村 民雄   教 授  建石 隆太郎 
准教授  樋口 篤志    
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
可能蒸発量と陸面蒸発散量の補完関係を用いた蒸発散量推定法は，標準的な気象観測データから計算可
能なため汎用性が高い。しかし，補完関係の理論的背景は厳密ではないため，推定法の特性と利用限界に
ついて知る必要がある。本研究では，異なる時空間観測データを用いて，補完関係を利用した実蒸発散量
推定の妥当性について議論した。 
 まず，降水量の時空間変動の大きい熱帯スリランカにおいて三つの時空間スケールのパン蒸発量の変動
要因について解析した。月ー観測点スケールでは乾燥化に伴うパン蒸発量増加が見られ補完関係を裏付け
る結果が得られたが，より大きいスケールでは降水量や飽差との相関が低く補完的関係は得られなかった。
その要因として海洋起源の水蒸気流入や正味放射量の変動が大きいことが挙げられた。つづいて，乾燥域
の中国黄土高原において，補完法と対流境界層モデルを組み合わせて陸面蒸発量を推定，他手法と比較し
た。推定蒸発散量は熱収支を仮定したボーエン比法に近い変動を示したが，上部大気の取り込みが無視で
きない程度の誤差を与えることが分かった。 
 以上により，補完関係が保持されるスケール・気候条件を明らかにし，系外からの影響について総合的
な議論を展開した。補完関係は定性的には数日～数ヶ月のスケールで成立するが，厳密には大気境界層観
測の利用が望ましいことが分かった。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
地表面からの蒸発散は水循環の構成要素の一つであり，正確な計測が難しい。可能蒸発量は十分に湿潤
と仮定した際の量で大気の乾燥に伴い増加し，実際の蒸発散量（実蒸発散量）は乾燥による水不足により
減少することから，補完関係仮説と呼ばれる。気候変動に対する陸域水循環変動の解釈で補完関係が近年
再び注目されているが，検証は十分でない。本研究は補完関係を異なる時空間スケールで検証し，補完関
係を利用した実蒸発散量推定の可能性，問題点について議論した。まず，スリランカで可能蒸発量の代替
データとしてパン蒸発量を用い，長期変動に着目し解析を行った。その結果，多くの地点でパン蒸発量の
減少傾向が見られ，主要因は補完関係に基づく実蒸発量の増加ではなく，気温，周辺域の海面温度の上昇
に伴う対流活発化による正味放射量（特に日射量）の減少である，とした．短いスケールでの解析として，
大気プロファイル，陸面フラックスデータの揃う中国黄土高原にて，補完関係と混合層モデルを組み合わ
せた実蒸発散量推定モデルから実蒸発散量を推定し，観測値と比較検討を行った。モデル推定値は，熱収
支が閉じる仮定で得られた実蒸発散量と近い変動傾向を示したが，混合層と自由大気との熱・水蒸気交換
過程の扱いで無視し得ない系統誤差を与えることが分かった。以上の解析結果から，長期時間スケールで
は水蒸気の収束・発散の多い地域では移流の効果が強く補完関係は成立しにくく，短期時間スケールでは
自由大気と混合層の空気交換過程を明示的に取り込まないと系統誤差が生じることを示した。2012 年 7 月
30 日に公開発表を行い，審査委員らは予備審査での指摘事項が改善されており，かつ総合討論で異なる時
空間スケールで補完関係に関する系統的な解釈がなされた点を認めた。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 理学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員 
藤原 昌史 
博 士（理 学） 
千大院理博乙第理１６号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第２項該当 
Significance of the Middle Miocene Unconformity on petroleum 
geology in the Pattani Trough, Gulf of Thailand 
（タイ沖パタニトラフの中期中新世不整合の石油地質学的意義） 
（主査）教 授  伊藤 慎 
（副査）客員教授 加藤 進   教 授  小竹 信宏 
教 授  宮内 崇裕 
（外部審査委員）（株）石油資源開発 常務取締役執行役員 中山 一夫
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究はタイ沖パタニトラフ（堆積盆地）の中期中新世の不整合 Middle Miocene Unconformity (MMU)
に関するものである。石油・天然ガスの探鉱には炭化水素の生成、移動、集積の推定が重要で、そのツー
ルとしてベーズンモデリングがある。このツールを使用するには、過去の温度および不整合を含む堆積盆
地の埋没史が必須パラメータである。研究対象のパタニトラフ（堆積盆地）には Middle Cenozoic 
Unconformity (MCU) および Middle Miocene Unconformity (MMU)の 2 つの大きな不整合がある。 
 筆者は不整合面が鍵層に乏しい陸成層ためこれまでその削剝量や要因についてほとんど検討されて来な
かった MMU について、多数の坑井、音波検層を主とする各種物理検層、地震探鉱データや地質データを基
に、その特徴を明らかにするとともに、泥岩の圧密、古典的な層序断面図を作成し、削剝量を求めた。結
果的には、MMU の削剥量は音波検層から推定される程大きなものではないものの、少なくとも数百ｍ以上
と推定され、従来のベーズンモデリング結果と大した違いがないことが判明した。しかし、この研究の過
程で、①タイ沖のような高温地域での音波検層による削剥量の推定には問題（過大な削剝量を与える）が
あること、②MMU の形成要因として海進削剝の可能性があること、また、③従来タイ沖に流れ込んでいた
旧メコン河が MMU 形成時の頃、大きく東に流路へ変えた可能性がある、等の結果が得られた。本研究結果
は、タイ・カンボジア間の「重複地域」の未探鉱における評価（ベースンモデリング）に精度のよい埋没
史を提供することができ、今後の効率的な探鉱への貢献が期待される。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
大量の坑井データおよび地震探鉱データを活用して，タイ沖パタニトラフにおける中期中新世不整合
（MMU）の特徴を明らかにし，不整合による削剥量を推定した。一般的な方法である音波検層から推定した
削剥量は約 2000ｍと現在の MMU 深度（約 1500ｍ）より大きい。一方，地震探鉱断面で仮想堆積面を仮定し，
MMU 時の古構造を復元して削剥量を求める独自に考案した方法から 200～300ｍの削剥量を推定した。これ
ら 2 つの削剥量の影響をベースンモデリングで比較検討し，後者の値が削剥量として妥当であることを明
らかにした。また，2 つの根源岩層準（漸新世湖成層と中期中新世石炭質泥岩）から生成されるガスをメ
タンおよびエタン炭素同位体組成から区別できることを示し，今後ガスの移動経路の推定が可能であるこ
とを明らかにした。 
さらに，MMU と上位の鍵層との間のアイソパックマップを作成し，南北方向に発達する開析谷の存在を
明らかにするとともに，MMU の形成が陸成層からデルタ成層あるいは浅海成層への堆積環境の変化にとも
なっており，後背地から供給される土砂量の減少にともなう堆積速度の急激な低下やグローバルな海水準
変動を総合的に解釈して，この不整合が海進期海成侵食面の発達にともなう不整合であることを明らかに
した点は高く評価される。 
これらの一連の研究結果は，未探鉱地域であるタイ・カンボジア間の「重複地域」や浅層ガスの探鉱・
開発に今後有効活用されることが大いに期待される。公聴会は 7月 25 日に開催された。公聴会では，予備
審査会で指摘された異なった削剥量に対するベースンモデリングの比較検討が詳しく議論されていること
が確認された。                                             
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 理学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員 
畠山 盛明 
博 士（工 学） 
千大院工博乙第工２１号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第２項該当 
多核高分解能固体 NMR による無機固体材料の構造解析 
（主査）教 授  佐藤 智司 
（副査）教 授  唐津 孝    教 授  藤浪 眞紀 
    准教授  一國 伸之   教 授  島津 省吾 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
本研究では、高分解能固体 NMR 法を用いて粘土鉱物であるイモゴライト、アロフェンの熱処理に伴う構
造変化ついて詳細に検討した。以前からこれらのアルミノシリケート薄層で構成される壁を持つ特徴的な
粘土鉱物は熱処理により触媒活性が発現することが提唱されていたが、活性部位など局部構造の情報しか
報告されておらず、その構造変化の機構に関する情報は皆無であった。本研究ではこれらの構造の変化を
27Al MQMAS NMR 法を用いて詳細に解析し、熱処理前の 6 配位 Al(III)構造から 4、5 配位 Al(III)構造に変
化することを明らかにした。さらに、多核固体 NMR 法を用いて、熱処理に伴う構造変化の過程を観測した。
イモゴライトおよびアロフェンともに、その骨格は Si 層と Al 層の各１層から成る薄層壁で構成されてい
るが、熱処理とともに薄層壁は、各々の層に分離することを観測した。さらに、アロフェンの 27Al CP-MAS 
NMR 測定により 6配位 Al(III)から OH 基が脱離することを直接観測した。また、31P MAS NMR により、熱処
理したアロフェンにはルイス型固体酸性が発現することを見いだし、粘土鉱物の固体酸性発現機構を解明
した。また、25Mg 高分解能固体 NMR 法を用いた鉄鋼スラグの Mg 種の観測に高耐圧プローブの開発すること
で、天然存在比での MQMAS 測定に始めて成功した。スラグ中には MgO や Mg(OH)2以外の複雑な構造を持つ
Mg 種が存在していることを見出した。 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文では、高分解能固体 NMR 法を用いて粘土鉱物の熱処理に伴う構造変化について詳細に検討した。
以前よりアルミノシリケート層の薄壁を持つ特徴的な粘土鉱物は、熱処理による触媒活性の発現が報告さ
れていたが、活性部位など局部構造の情報しか報告されておらず、その構造変化の機構に関する情報は皆
無であった。本研究ではこれらの構造の変化を 27Al MQMAS NMR 法を用いて四極子相互作用を消去すること
で正確なスペクトルを観測し、熱処理前の 6配位 Al 構造から 4、5配位 Al 構造に変化することを明らかに
した。さらに、多核固体 NMR 法を用いて、熱処理に伴う構造変化の過程を観測した。イモゴライトおよび
アロフェンともに、その骨格は Si 層と Al 層の各１層から成る薄層壁で構成されているが、熱処理ととも
に薄層壁は、各々の層に剥離する熱分解機構を明らかにした。また、アロフェンの 27Al CP-MAS NMR 測定に
より 6配位 Al から OH 基が脱離することを直接観測した。それに加えて、31P MAS NMR 測定により、熱処理
したアロフェンにはルイス型固体酸性が発現することを見いだし、粘土鉱物の固体酸性発現機構を解明し
た。また、25Mg高分解能固体NMR法を用いた鉄鋼スラグのMg種の観測に高耐圧プローブを開発することで、
天然存在比での MQMAS 測定に初めて成功した。スラグ中には MgO 以外にも 6配位の Mg 種が存在しているこ
とを見出した。 
 平成 24 年 8 月 1日に公開論文発表会および本審査委員会を開催し、提出された論文内容の説明を受けた
後、質疑応答および討議を行なった。その結果、審査委員会全員一致で本論文は学術的に価値のあるもの
と判断した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員 
RODIANSONO 
博 士（工 学） 
千大院工博乙第工２２号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第２項該当 
Development of Ni-Sn alloy catalysts and application for various 
organic reactions 
（Ni-Sn 合金触媒の開発と種々の有機反応への応用） 
（主査）教 授  町田 基 
（副査）教 授  幸本 重男   教 授  佐藤 智司 
    准教授  一國 伸之   教 授  島津 省吾 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 安価な Ni 種を原料として Ni-Sn 合金を新規で簡便な方法を用いて合成し、これを触媒として種々の有機
合成反応に用いたところ、高活性で高選択性を示すことを見いだした。本研究で開発した触媒合成法は、
簡便、省エネ、環境にやさしいなど種々の利点を持っている。具体的には、２種類の Ni 原料を用いた。第
１の方法では、水酸化アルミニウムに担持されたラネーNi と SnCl2から、第 2 の方法では、NiCl2と SnCl2
から、それぞれ水熱処理および引き続く H2処理を施したところ、Ni3Sn、Ni3Sn2、および Ni3Sn4の生成が認
められた。これらの触媒を用いて、不飽和カルボニル化合物の水素化反応を行ったところ、C=O が優先的
に還元される官能基選択性が示され、その選択性は主に Ni/Sn 比と H2処理温度（673 ‒ 873 K）に著しく
依存した。Ni3SnとNi3Sn2成分を有するNi-Sn合金触媒は、不飽和カルボニル化合物の水素化反応において、
高い活性を示すとともに、ほぼ定量的に不飽和アルコールのみを生成するという非常に高い官能基選択性
を示した。Ni-Sn 合金を TiO2に担持することで、バルクの Ni-Sn 合金より活性が増大し、383 K、75 分間
で 99%収率で furfural より furfuryl alcohol を生成した。また、その他の不飽和カルボニル化合物を用
いても高選択的に不飽和アルコールが生成することを見いだした。さらに Ni-Sn 合金触媒を用いて、バイ
オマス由来の levulinic acid から水溶媒中で定量的にγ-valerolactone が生成することを見いだした。 
 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 Ni-Sn 合金触媒の新規で簡便な合成方法を開発し、この触媒が種々の有機合成反応に対して高活性かつ
高選択性であることを見出した。本論文で開発した触媒合成法は、簡便、省エネ、環境にやさしいなど種々
の利点を持っている。合成には２種類の安価な Ni 原料を用いた。第１の方法では、水酸化アルミニウムに
担持されたラネーNi と SnCl2から、第 2の方法では、NiCl2と SnCl2から、それぞれ水熱処理および続く H2
処理を施したところ、Ni3Sn、Ni3Sn2、および Ni3Sn4 を得た。これらを触媒に用いて、不飽和カルボニル化
合物の水素化反応を行ったところ、C=O が優先的に還元される官能基選択性が示され、その選択性は主に
Ni/Sn 比と H2処理温度（673 ‒ 873 K）に著しく依存した。Ni3Sn と Ni3Sn2成分を有する Ni-Sn 合金触媒は、
不飽和カルボニル化合物の水素化反応において、高い活性を示すとともに、ほぼ定量的に不飽和アルコー
ルのみを生成するという非常に高い官能基選択性を示した。Ni-Sn 合金を TiO2に担持することで、バルク
の Ni-Sn 合金より活性が増大した。例えば、383 K、75 分間での furfural の水素還元の結果、99%収率で
furfuryl alcohol が得られた。また、その他の不飽和カルボニル化合物を用いても高選択的に不飽和アル
コールが生成することを見いだした。さらに Ni-Sn 合金触媒を用いると、バイオマス由来の levulinic acid
からほぼ定量的にγ-valerolactone を製造するプロセスも開発した。 
平成 24 年 8 月 1日に公開論文発表会および本審査委員会を開催し、提出された論文内容の説明を受けた
後、質疑応答および討議を行なった。その結果、審査委員会全員一致で本論文は学術的に価値のあるもの
と判断した。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
論 文 審 査 委 員 
米村 惣太郎 
博 士（農 学） 
千大院園博乙第農１７号 
平成２４年９月２８日 
学位規則第４条第２項該当 
絶滅危惧植物タコノアシの保全と再生に関する生態学的研究 
（主査）教 授  沖津  進 
（副査）教 授  小林 達明   教 授  唐 常源 
教 授  三吉 一光    
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
この研究は、タコノアシの個生態および主な生育地である河川、休耕田における生育状況を明らかにす
るとともに新たに造成された場所への導入およびその後の状況を評価することによって、タコノアシの保
全と再生の為の知見を得ようとするものである。 
本論文は６章からなる。第１章では、本論文の背景及び目的について、タコノアシの既存の研究状況を
概観しながら記述した。第２章では，タコノアシの保全や再生の基本的知見となるタコノアシの個生態、
即ち、種子繁殖特性・栄養繁殖特性・生育特性に関し、実験および観察を行い、明らかにした。第３章で
は、タコノアシの主要生育地である河川での生育状況を、わが国で最大規模の群落がある筑後川下流域を
対象として調査を行い、河川での生育状況と環境条件との関係を明らかにするとともに保全方法について
考察した。第 4 章では、もう一つの主要生育地である休耕田での生育状況を、茨城県西田川流域の休耕田
を対象として調査を行い、生育状況と土壌条件・管理状況との関係を明らかにし、休耕田における保全に
ついて考察した。第 5 章では、造成された２つの調整池でその再生を目指した導入試験を行い、その後の
管理や水位変動等が個体数の経年変化とどのような関係があるかを考察した。第６章ではそれらを総括し、
タコノアシの生態的特性、保全と再生の方法、今後の課題についてまとめた。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は、タコノアシの種子繁殖・栄養繁殖・ストレス耐性などの基礎研究に基づき、自然河川におけ
る立地と川の水文・塩分体制との関係、耕作放棄田における分布と植生管理様式との関係、人工調整池に
おける再生実験などの研究をとりまとめ、その保全と再生のための技術について検討したものである。 
 本論文は平成 24年 7月 6日に提出され、その後上記 4名の審査委員により論文の内容および構成等の観
点から慎重に審査された。 
 本研究は、絶滅危惧植物タコノアシの生態を総合的に明らかにしたはじめての研究であり、陽性で一年
草的な性質にもかかわらず極めて高い冠水耐性を持ち、高いストレス耐性と攪乱依存性を併せ持って特異
な立地に依拠して生き残っている本種の特性を Grimeの C-S-Rモデル等を使いながら整理している。そう
した成果を基礎にして、実際に現場実験を行い、保全と再生の考え方をまとめており、応用的な観点から
もユニークな成果を上げている。 
 平成 24年 7月 27日に公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。発
表会の後に審査会を開催し、予備審査時に指摘された事項の改善状況を確認し、申請者が博士（農学）の
学位に値する専門分野における学識および外国語（英語、ドイツ語）の能力をもつことを確認した。さら
に、本論文の内容に関する論文が日本緑化工学会誌に３報、環境情報科学論文集に２報に公表されている
ことを確認した。                                           
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（農学）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
１．論文の背景と目的 
 本論文の目的は、少子高齢化社会における女性労働と社会保障制度の関係について、経済学的な観点か
ら実証分析を行い、セーフティーネット整備のあり方と女性の就業意欲を阻害しない制度設計について考
察を行うことである。 
 女性にとって社会保障は、男性の場合よりも重要な問題である。その理由の第 1 は、女性が男性よりも
長寿なことである。平均寿命の男女差と夫婦の年齢差（2～3歳）を考慮すると、一般的にいって、女性は
夫の死後、10年程度を一人で生きることになる。高齢期が長い分、病気や貧困、要介護状態など生活上の
様々な困難にさらされるリスクは増し、そのために社会保障ニーズも大きくなる。 
第 2 に、女性は男性よりも生涯所得が低く、貧困リスクに直面しやすい。女性の生涯所得が低くなるの
は、男性よりも生涯を通じた就労期間が短く、賃金も低いためで、現役時代の標準報酬や加入期間が反映
される厚生年金額も女性は男性より低い。 
 第 3 に、家庭内において、女性は男性よりも介護や育児などの無償のケアを多く担っているが、こうし
たケアは社会保障が提供するサービスとの代替性が高い。したがって、女性がどれだけの時間を家庭内の
ケアに費やし、どれだけの時間を労働にあてるかは、社会保障制度が提供するサービスの充実度とその価
格（自己負担額）に大きく左右される。 
 このように、女性の一生は社会保障制度と深いかかわりがあるにもかかわらず、社会保障でカバーされ
るリスクの範囲や給付・負担の水準は、個々人の働き方や配偶関係（結婚しているかどうか）、また、結婚
して被扶養者となっている場合には夫が加入する社会保険の種類によって変わってしまう。たとえば夫が
自営業者である場合と民間被用者である場合とでは、妻の社会保険料負担も老後の年金額も大きく異なる。
こうしたシステムは、専業主婦が一般的で、結婚が安定的であった過去においては有効でも、離婚率が上
昇し、女性のライフスタイルが多様化した今日、見直しが迫られているといえよう。 
 現在の社会保障制度が形づくられた 1960～70年代と比較して、今日の社会経済は大きく変化している。
少子高齢化の進展により総人口は減少局面に入り、家族のあり方や人々のライフスタイルは、伝統的な家
族像から離れて個々人の自由な選択を重視するものへと変容した。労働市場に目を転じると、経済のサー
ビス化、IT化、グローバル化の進展により日本的雇用慣行と呼ばれてきた日本の雇用の特徴も変化を迫ら
れつつある。とくに女性や高齢者、フリーターの若者など、日本的雇用慣行の外に置かれていた人々が労
働市場で重要性を増すようになっており、少子高齢化で労働力人口が減少する中、これらの人々の就業意
欲を阻害しない社会保障制度の設計が課題となっている。さらに、労働力に占める非正規労働者の割合が
上昇の一途をたどっているにもかかわらず、正規・非正規労働者間の賃金格差や労働条件の格差は依然と
して大きく、社会保障制度の中でどのようにしてこれらの人々へのセーフティーネットを整備するかが問
われている 
 経済学分野におけるこのような観点からの実証研究は、アメリカをはじめ先進各国では1980年代以降多
数行われてきたにもかかわらず、日本では官庁統計の目的外使用が困難であったことから、ようやくここ
10年ほどの間に活発化した状況にある。 
 日本において、女性の就業と社会保障の関係を体系的に取り上げた書籍は驚くほど少ない。先行研究と
しては、社会保障研究所編（1993）、武石編（2009）があるが、前者は主に1980年代までの社会状況に基
づいており、また、当時のデータ利用上の制約から定性的な分析にとどまっている。後者は複数著者によ
る叢書であり、対象とする社会保障政策の範囲は広い半面、全体を貫く分析視点は「キャリアデザイン学」
に基づいている。このほか、社会学者によるジェンダー論の観点からの書籍は複数刊行されているが、そ
の主な内容は実証研究ではない。 
 したがって本論文は、女性の就業と社会保障制度の関係を体系的に網羅した数少ない実証研究として位
置付けることができる。 
 本論文は 3部構成となっている。序論につづいて第 1部「育児休業制度の政策評価と展望」では、はじ
めに日本の家族政策の特徴を諸外国との比較で把握する（第 1章）。つぎに、育児休業制法の施行・改正が
企業の女性労働需要に及ぼした影響（第 2章）を Gruber （1994）、森田（2005）の既存研究に基づき DD
（Differences-in-differences）および DDD （Differences-in-differences-in-differences）推定モデルで分
析する。さらに、育児休業法の施行・改正および育児休業給付金の拡充が女性の継続就業率に及ぼした影
響を DD推定で分析する（第 3章）。 
 第 2 部「母親の就業と社会保障」では、母親の就業に重要な役割を果たす保育所そして親族の援助に着
目するとともに、母子世帯の母親の就業とセーフティーネット整備について検討する。具体的には、第 4
章では公的保育サービスがどのような世帯によって利用されているのか、また、母親の就業が保育料にど
れだけ影響されるかを実証的に明らかにする。第 5 章では、妻の就業と親との同居そして保育サービスの
関係について、夫方同居と妻方同居を分けたユニークなモデルで分析を行う。第 6 章では、母子世帯の母
親が正規雇用につくためにはどのような要因が重要な役割をはたしているのかを就業履歴を追いながら分
析する。 
 第 3 部「女性の就業と格差」では、有配偶女性の就業に及ぼす税制や社会保障制度の影響を分析する。
第 7章では、有配偶女性の就業調整の実態を明らかにし、分配的な観点から検討を行う。第 8章では、有
配偶女性の就業が世帯間の所得格差にどのような影響を及ぼしているかを、ライフサイクルの視点から分
析する。 
 
２．各章の概要 
第 1部 育児休業制度の政策評価と展望 
第 1章 国際比較でみた日本のワーク・ライフ・バランス施策の特徴 
 本章では、第 2 章以下での育児休業制度の分析に先立ち、育児休業制度を含む日本のワーク・ライフ・
バランス施策の特徴を、OECD諸国との比較で論じる。 
日本の特徴は、①家族支出（GDP 比）が OECD 平均を大幅に下回り小規模であること、②保育所への
アクセスが OECD平均を下回ること、③育児休業制度は長さと給付の両面において OECD平均を上回る
こと、である。すなわち、日本のワーク・ライフ・バランス施策は家族支出や保育所整備など財政支出を
伴う方面には手薄い半面、財政支出が比較的少なく、企業に対する義務付けである育児休業制度の拡充を
先行してきたといえる。 
しかし、育休先行型施策は、女性に対する労働需要の減少（第 2章）や待機児童問題の深刻化、さらに、
女性労働者の二極化といった弊害を伴っていることを指摘する。 
 
第 2章 育児休業制度が女性労働需要に及ぼした影響 
育児休業制度が法制化されたことにより、事業主には育休を取得する労働者の代替要員確保をはじめと
して様々な負担が課せられることとなった。経済理論上は、こうした負担の増加に伴い、女性労働需要の
減少、女性賃金の低下が起こることが予想される（Summers 1989; Gruber 1994）。 
そこで 1992 年の育児休業法施行（30 人以上の事業所が対象）と 1995 年改正（全事業所が対象に）を
自然実験（natural experiment）と見做して制度変更前後の女性雇用や賃金を比較することにより、育児
休業制度が女性労働需要に及ぼした影響を分析した。使用したデータは厚生労働省「賃金構造基本統計調
査」の集計表データ（企業規模別・性別）で、分析方法はDDD推定（Differences-in-differences-in-differences 
estimation）である。 
 その結果、1992年の育児休業法施行により、短大・大卒女性労働者の雇用量が男性高学歴労働者よりも
抑制されていることが分かった。一方、1995年改正（全事業所への適用）の影響は有意に観察されなかっ
た。 
 育児休業法は女性の継続雇用を促進することを目的に導入され、その主な政策ターゲットは男女雇用機
会均等法の施行により増加した女性高学歴労働者であったとみられる。それにもかかわらず、同法の施行
が女性労働者の労働需要を抑制した可能性があることは、従来指摘されてこなかったことであり、その点
に本章の貢献があるといえる。 
 
第 3章 育児休業給付金は女性の継続就業を促進したか 
 1995年に導入されて以来、育児休業給付金の所得代替率は引き上げが相次いでいる。厚生労働省「雇用
保険事業年報」によれば、育児休業給付金の給付総額は 2300億円（2010年度）、受給者数は 21万人に達
している。それにもかかわらず、給付引き上げが女性の継続就業を実際に促進してきたかどうかは、これ
まで検討されてこなかった。 
 そこで本章では、2001 年の給付率引き上げ（25％→40％）前後の女性の就業状況に着目し、他の要因
をコントロールした上でも給付引き上げによって女性の継続就業が促進されたかどうかを DD 推定
（Differences-in-differences estimation）で検証した。 
 その結果、2001 年の制度改正は、第 1 子の妊娠判明時点で正規雇用者であった女性の継続就業率を 15
～20％ポイント引き上げる効果を持つことが明らかになった。さらに細かい属性別では、より若い世代の
民間部門の女性雇用者で継続就業率が上昇している。したがって、政策の期待した効果がもたらされてい
ることが確認できた。 
 
第 2 部 母親の就業と社会保障 
第 4章 母親の就業に及ぼす保育費用の影響 
 公的保育サービスには多額の公費が投入されており、現物給付を通じた再分配が行われている。しかし
ながらこれまで、再分配の観点から公的保育サービスの利用実態を分析したものはなかった。また、現在
の保育料は公費によって実際のコストを大幅に下回る水準に設定されているが、そうした保育料の設定が、
母親の労働供給に及ぼす影響についても把握されてこなかった。 
 そこで本章では、公的保育サービスがどのような所得階層の世帯によって利用されているのか、その実
状を明らかにしたうえで、保育料が母親の労働供給に及ぼす影響を Connelly（1992）のモデルに基づき実
証的に把握することとした。 
 分析の結果、公的保育サービスを利用する世帯は父親が低所得である世帯と高所得である世帯に二極化
していることが明らかになった。また、母親の属する世帯が低所得であるほど、労働供給は保育料に弾力
的である。シミュレーション結果では、保育料が引き上げられた場合、低所得層の母親の就業率が大きく
低下する。さらに、厚生分析を行った結果では、少なくとも分析対象とした 2000 年の段階では、純便益
が生じていることが分かった。 
 
第 5章 妻の就業と同居選択――どちらの親と同居するのか？ 
 日本において、子育てと仕事の両立を図る上で祖父母の果たしている役割は大きい。従来の研究では、
親との同別居は妻の就業と独立の要因として扱われてきたが、実際には両者は同時決定であると考えられ
る（Ettner 1996）。そこで本章では、妻の就業と親との同居の決定要因について、両者の同時性を明示的
に考慮した上で分析を行った。本章の特徴は、夫方と妻方のどちらの親と同居するかという選択を踏まえ
た上で理論的・実証的に分析を行っていることである。 
マイクロ・データに基づく実証分析では、内生性を考慮しない場合には、同居が妻の就業に及ぼす効果
が過少に推定されることが明らかになった。また、親との同別居選択は、学歴や長男・長女であるかどう
かなど、社会経済的･人口学的要因に影響されていることも明らかになった。さらに、公的保育サービスへ
のアクセスの良さは、妻の就業率を高める効果を持っている。ただし、公的保育サービスは親との同居と
代替関係にあるのではなく、補完関係にあることが示唆される。すなわち、保育所の利用が可能であって
も祖父母の援助なしには仕事と子育ての両立が図りにくい勤務実態があるものと考えられる。 
 
第 6 章 母子世帯の母親の就業履歴――初職が現在の就業状態とセーフティーネットからの脱落に及ぼ
す影響―― 
 母子世帯の貧困率が 50％を超える今日、母親の就労を通じた経済的な自立を促進することは社会保障政
策の大きな課題となっている。しかしながら、近年はむしろ母子世帯の母親の正規就業率が低下する傾向
がみられ、低所得から抜け出すことが難しくなっている。 
 そこで本章では、Oshio, Sano and Kobayashi（2010）、阿部（2011）で用いられているリカーシブな
Multivariate probit model で母子世帯の母親の就業履歴を分析し、ライフコースのどの局面での就業状態
が、現時点での貧困や社会保険からの脱落に影響しているのかを把握する。こうした分析を通じて、母子
世帯の就労支援の重点をどこにおくべきかを明らかにすることが本章の目的である。 
 分析の結果、母子世帯の母親の多くは、婚姻継続中に出産等を契機として非労働力化しており、それが
現在の非正規就業をもたらしていることが明らかになった。政府の就労支援策との関連では、高等技能訓
練促進費事業利用は現時点での正規雇用確率を引き上げているが、自立支援教育訓練給付金事業について
は有意な影響が見られなかった。 
 さらに、母子世帯になってからの年数が経っても、現在の貧困リスクを引き下げる効果は観察されなか
った。すなわち、児童扶養手当に受給期間制限（タイムリミット）を設けることが妥当かどうかについて、
十分に検討する必要があることが示唆される。 
 
第 3部 女性の就業と格差 
第 7章 有配偶女性の就業と税・社会保障制度 
 いわゆる 103万円の壁、130万円の壁は有配偶女性の就業を抑制しているとしばしば言われている。税
制・社会保障制度が女性の労働供給に及ぼす影響については多くの既存研究があるものの、世帯属性のコ
ントロールが不十分であったり、サンプルに夫が自営業の世帯が含まれたりするといった問題が伴ってい
た。 
 そこで本章では、夫が第 2 号被保険者である世帯に限定して、妻の労働供給に及ぼす影響を分析した。
その結果、制度要因による就業抑制効果は20～59歳の有配偶女性全体の4.5～10％に相当すること、また、
パートタイマーやアルバイトとして就業する有配偶女性の賃金弾力性は負であり、賃金が上昇しても労働
時間を短縮して就業調整を試みる傾向が観察された。さらに、夫が大企業勤務であるほど、妻の収入が 90
～103 万円の範囲に集中する傾向がみられた。このことはすなわち、配偶者控除や第 3 号被保険者制度の
便益が高所得世帯に帰着していることを意味しており、分配的な観点から問題があることを示している。 
 第 7 章付論では、103 万円の壁を明示的に考慮しながら有配偶女性の稼働所得格差を分解する方法を提
示する。1993年から 2003年にかけて有配偶女性の間での稼働所得不平等度は低下したが、これにはゼロ
所得（無業）の妻が減少して 103万円の壁の中で就業する妻が増加したことが影響している。 
 
第 8章 妻の就業が世帯間所得格差に及ぼす影響 
 本章では、妻の労働所得が家計間の所得分配に与える影響について、妻の就業行動に着目して分析した。
妻の就労率の上昇と所得格差の関係については、海外では多数の実証研究が行われているが、妻の労働所
得が世帯間の所得格差を平等化させるという研究もあれば（Cancian and Reed 1998; Del Boca and 
Pasqua 2003）不平等化に寄与するという研究もあり（Karoly and Burtless 1995）、国や対象時期によっ
て結論は一致していない。 
はじめに、複数年次の「所得再分配調査」を使用した分析では、夫の稼働所得の不平等度は加齢ととも
に上昇する半面、妻の稼働所得の不平等度は 50歳ごろまでは加齢とともに低下するため、年齢別にみた世
帯所得の不平等度は 50歳以前は小幅な上昇にとどまっていることが明らかになった。また、夫の稼働所得
の中位所得以上を稼ぐ個人を「高所得者」と定義してみると、夫婦ともに高所得者である割合に時系列的
に大きな変化は認められなかった。 
つぎに、消費生活に関するパネル調査を用い、多期間における夫婦の勤め先収入、稼働所得、家計の稼
働所得の分布について、それらの特性値を導出し、夫の所得の割引現在価値と、妻の 8 年間の就業履歴に
一定の関連付けを行った。その結果、夫の 8年間の所得の割引現在価値が上位 20%に位置する世帯では妻
の専業主婦継続の可能性が高く正規雇用就業の継続は少ないこと、妻が労働市場に再参入するのは、夫の
所得の割引現在価値が比較的高い世帯でも見られること、がわかった。妻が正規雇用を継続している世帯
では、世帯稼働所得の割引現在価値がかなり高くなるが、それ以外の妻の就業形態の場合には、夫婦稼働
所得合計の割引現在価値の平均値は、平準化する傾向がある。総じて、高所得の夫の妻が高所得を稼ぐ就
業をするようになり高所得夫婦が増加した、という仮説に整合的な結果は得られなかった。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、社会保障制度が女性の就業行動に及ぼす影響について、包括的に実証分析を行い、少子
高齢化社会におけるワーク・ライフ・バランス施策や女性の就業意欲を阻害しない制度設計のあり方
について考察するものである。 
 本論文は、３部（８章）および序論と結論で構成されている。まず序論では問題提起と全体を通じ
た分析の枠組みが提示された後、各章の概要が紹介される。続く第１部「育児休業制度の政策評価と
展望」では、第１章で育児休業制度を含めた日本の家族政策の特徴について国際比較が行われ、第２
章では育児・介護休業法の施行・改正が企業の女性労働需要に及ぼした影響が分析される。第３章で
は育児休業給付金の拡充が女性の継続就業率に及ぼした影響が把握される。第２部「母親の就業と社
会保障」では、第４章で公的保育サービスの利用実態について分配面から評価が行われるとともに、
保育料引き上げの母親の就業に及ぼす影響が政策シミュレーションで提示される。第５章では、母親
の就業と親族間の支援の関係がオリジナルなモデルによって分析される。第６章では、母子世帯の母
親への就業支援とセーフティーネット整備のあり方が検討される。第３部「女性の就業と格差」では、
第7章で有配偶女性の就業調整が取り上げられ、女性の就業を阻害しない税制・社会保障制度のあり
方が展望される。第8章では、有配偶女性の就業による世帯間所得格差への影響がライフサイクルの
観点から分析される。以上を踏まえて結論では、ワーク・ライフ・バランス施策と税制・社会保障制
度への政策提言が行われる。 
 このように、本論文は著者の長年にわたる研究成果の集大成として、女性の就業と社会保障制度の
関係を体系的かつ精緻に分析した日本では数少ない実証研究であり、学問的価値はもちろん、少子高
齢化の進む今日の日本における社会的意義も大きいと評価できる。また、本論文の多くの章は、査読
付き学術雑誌に掲載あるいは研究書の一部として出版された研究成果を発展させたものであり、既に
学術的な評価も得ている。 
今後、本論文の政策提言がより具体的に示されるとともに、コミュニティにおける支え合いや人々
の価値観などについて、より立ち入った分析がなされていくことが期待されるが、全体として、上記
のような本論文のもつ独自の貢献や学問的・社会的意義の大きさ等を踏まえれば、本論文は博士の学
位論文として十分な水準に達していると判定される。 
 氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
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金松 憲 
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千大院融博乙第工５号 
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CTP ワークフローにおける画像処理に関する研究 
（主査）教 授  矢口 博久 
（副査）教 授  久下 謙一   教 授  小林 裕幸 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨  
 
 本研究は、画像データから直接印刷機にセットする刷版を作る工程である CTP（Computer To Plate)に
おいて、新しいハイブリットスクリーニング法の導入、および一連の二値画像の校正処理の実現により、
新しい高画質ワークフローシステムを構築したものである。 
 まず、網点のハーフトーンセルを用いて多値画像の階調値から二値画像の黒画素数に変換する二値化処
理を行い、これをチェスボード形画素配置図と乱数により孤立分布している黒画素を融合させる、独自の
クラスタ模様を形成させるパターン変換処理を行うことで、網点のもつ扱いやすさと FM スクリーニングの
もつ高画質の両方を兼ね備えた新しいハイブリットスクリーニング法を実現した。 
 次に二値画像の校正処理について研究し、スクリーニング処理で作った二値画像における画質向上と、
画像構成を変換する画像校正処理を実現した。すなわち、画像領域と文字領域を分離する像域分離処理、
画像と文字の両方に対応する画像の拡大、縮小、および解像度変換が可能な画素数変換処理、さらに、画
像に対してトーンカーブ調整を可能にした階調補正処理、および文字の濃淡を調整できる画線付加処理を
実現できた。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
  本研究は、画像データから直接印刷機にセットする刷版を作る工程である CTP（Computer To Plate)に
おいて、新しいハイブリットスクリーニング法の導入、および一連の二値画像の校正処理の実現により、
新しい高画質ワークフローシステムを構築したものである。 
  まず、網点のハーフトーンセルを用いて多値画像の階調値から二値画像の黒画素数に変換する二値化処
理を行い、これをチェスボード形画素配置図と乱数により孤立分布している黒画素を融合させる、独自の
クラスタ模様を形成させるパターン変換処理を行うことで、網点のもつ扱いやすさと FM スクリーニングの
もつ高画質の両方を兼ね備えた新しいハイブリットスクリーニング法を実現した。 
  次に二値画像の校正処理について研究し、スクリーニング処理で作った二値画像における画質向上と、
画像構成を変換する画像校正処理を実現した。すなわち、画像領域と文字領域を分離する像域分離処理、
画像と文字の両方に対応する画像の拡大、縮小、および解像度変換が可能な画素数変換処理、さらに、画
像に対してトーンカーブ調整を可能にした階調補正処理、および文字の濃淡を調整できる画線付加処理を
実現できた。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨  
 
【目的】心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律(医
療観察法)による鑑定入院の運用実態を明らかにする。 
【方法】我々は、鑑定入院における 60 種類の臨床状況に対する計 335 項目の選択肢を含む
調査票を作成し、日本の司法精神医療において中心的役割を果たしている精神科医師 50 名に
調査票を送付し、各々の選択肢を 9段階評価するよう依頼した。42 名の回答を得て統計解析
を行った。 
【結果】解析の結果、335 の選択肢のうち 299 項目においてエキスパートコンセンサスが確
立していることが確認された。 
鑑定入院医療機関は適切な設備及び人的資源を備え、専門的な診療チームを結成して処遇
に当たるべきである。鑑定入院中、主治医は対象者から十分な病歴聴取を行い、各種検査を
実施した上で、治療戦略について鑑定医と密に議論すべきである。鑑定入院中には必要十分
な薬物療法と非侵襲的な精神療法が行われるべきである。鑑定入院中も原則としてすべての
医療行為について対象者のインフォームドコンセントを得るべきであり、対象者の行動制限
は最小化を目指す必要がある。鑑定終了後も鑑定入院が終了するまで対象者の治療を継続し、
その病状が変化した際には速やかに裁判所に報告すべきである。 
鑑定入院中に電気けいれん療法を実施することの是非について、また鑑定入院対象者に対
して他害行為への直面化を行うか否かについては、コンセンサスが得られなかった。 
これらのエキスパートコンセンサスは、幾つかの点において、司法精神医療実務者の一般
的な見解とは異なっていた。 
【結論】本研究により医療観察法の鑑定入院に関するエキスパートコンセンサスとその限
界が明らかになった。鑑定入院中の処遇を改善するため、この結果を司法精神医療実務者に
広く伝えていくことが必要である。 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本研究は「心神喪失等の状態で、重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法
律(医療観察法)」による鑑定入院の運用実態を明らかにする目的で行われた。鑑定入院におけ
る 60種類の臨床状況に対する計 335項目の選択肢を含む調査票を作成し、日本の司法精神医
療において中心的役割を果たしている精神科医師 50名に調査票を送付し、各々の選択肢を 9
段階評価するよう依頼した。その結果、鑑定入院医療機関の設備及び人的資源、診療チーム
の果たすべき役割、インフォームドコンセントのあり方、裁判所との連携等、全体の 89%の
項目においてエキスパートコンセンサスが確立していることが確認された。他方、鑑定入院
中の電気けいれん療法の実施について、また鑑定入院対象者に対して他害行為への直面化を
行うか否かについては、コンセンサスが得られなかった。これらのエキスパートコンセンサ
スは、幾つかの点において、司法精神医療実務者の一般的な見解とは異なっており、この結
果を司法精神医療実務者に広く伝えていくことが必要であると考えられた。本研究は、日本
で施行されて間もない医療観察法の運用実態を明らかにしたことに加え、今後の鑑定入院制
度運用の適正化にも資する点で、価値ある業績と認められた。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】細菌性髄膜炎は，鼻咽頭に保菌されていた細菌が菌血症・敗血症を生じ，脳脊
髄液関門を突破することで発症する。したがって，髄膜炎患者の鼻咽頭，血液，髄液由来
株は同一のものでなくてはならないが，遺伝子学的相同性に関する報告は少ない。今回，
髄膜炎患者の鼻咽頭，血液，髄液から同時に分離された Haemophilus influenzae type b (Hib)
について，パルスフィールド電気泳動 (pulsted-field gel electrophoresis: PFGE) 法による制限
酵素多型性 (restriction fragment length polymorphism: RFLP) 解析を行い，それらの相同性に
ついて検討を行った。 
【対象と方法】対象は， 1998～2007年に入院した 38例の Hib性髄膜炎患者のうち，髄
液・血液・鼻咽頭から Hibが同時に分離され 22例。これらの Hib 22組 66株に対して，PFGE
法を用いた RFLP解析を行った。 
【結果と考察】22例中 18例では 3部位由来株が同一の RFLPパターンを呈しており，鼻咽
頭保菌を契機に菌血症を介し髄膜炎を発症する経路が確認された。残る 4例もほぼ同一の
RFLPパターンを示したが，3部位のうち 1部位由来株の 1本のバンドが約 20 kbシフトし
ていた。Cap-b遺伝子 1コピーの分子量は 18kbであり，バンドの相違は cap 1コピーの増
幅あるいは脱落を示すものと考えられた。 
【結論】Hibは，capのコピー数を変化させることで生体の免疫機構を回避しながら，髄膜
炎を発症しているものと推察された。
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
細菌性髄膜炎は，鼻咽頭に保菌されていた細菌が菌血症・敗血症を生じ，脳脊髄液関門を
突破することで発症すると考えられている。本研究では，Haemophilus influenzae type b (Hib)
が髄液，血液，鼻咽頭の3部位から同時に分離された22例の髄膜炎患者を対象として，分離菌
のパルスフィールド電気泳動法を用いた制限酵素多型 (RFLP) を解析し，髄膜炎の発症経路
を検討した。解析した22例中18例では3部位由来株のRFLPパターンが同一であり，鼻咽頭保
菌から菌血症を介して髄膜炎を発症する経路が確認できた。残る4例もほぼ同一のRFLPパタ
ーンを示したが，いずれも3部位のうち1部位由来株の1本のバンドが約20 kbシフトしていた。
シフトしたバンドを鋳型とし，Hibの莢膜産生に関わるcap-b遺伝子領域をPCR法で解析したと
ころ，同領域の存在が明らかとなった。この結果からCap-b遺伝子 1コピーの分子量は18kbで
あり，約20kbのバンドの相違はcap 1コピーの増幅あるいは脱落による可能性が高いと考えら
れた。Hibは，capのコピー数を変化させることで生体の免疫機構を回避しながら，髄膜炎を
発症している可能性が推察された。本論文は臨床検体を使い，細菌性髄膜炎の発症機序を検
討し，新しい知見を得たことで価値ある業績と認められた。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】敗血症症例における炎症性サイトカインであるIL-6血中濃度と，血糖値及び血糖
コントロールの関係を検討した。 
【対象と方法】 2005年から2010年の期間に千葉大学医学部附属病院ICUに入室した255例の
敗血症症例のうち，ICU入室が7日間を超え，かつステロイド治療が一切行われなかった153
症例を，後ろ向きに調査した。これらの敗血症症例で血糖値，血糖コントロール達成状況を
調査し，これらと高サイトカイン血症の指標であるIL-6血中濃度の関係を検討した。 
【結果】全153症例において，ICU入室時の血糖値とIL-6血中濃度に有意な正の相関関係が
認められた( r = 0.24, P = 0.01)。この相関関係は糖尿病症例を除いた112例の検討でさらに強く
なった( r = 0.42, P <0.01)。またICU入室時IL-6血中濃度別に血糖コントロール達成率を比較す
ると，IL-6血中濃度が高くなるにつれて血糖コントロール達成率は低くなった(P <0.01)。さら
に血糖コントロール非達成群では，血糖コントロール達成群に比較し，ICU入室後もIL-6血中
濃度が高値で推移し，60日生存率も有意に低かった (P <0.01 and P <0.01, respectively)。 
【考察】近年，ストレス性高血糖のメカニズムにおけるTNF-alpha，IL-6等の炎症性サイト
カインの関与が基礎的検討で示されている。敗血症を対象とした今回の臨床的検討において
も，炎症性サイトカインであるIL-6血中濃度は血糖値やそのコントロールの成否と相関した。
これらの事から，敗血症における高血糖のメカニズムに高サイトカイン血症が関与する事が
示唆された。従って，敗血症において，血糖コントロールを効果的に行い救命率を向上させ
る為には高サイトカイン血症対策が重要であると考えられた。 
【結論】敗血症における高血糖のメカニズムに高サイトカイン血症が関与し，血糖コント
ロールの成否にも強く影響していると考えられた。
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
近年，侵襲によって引き起こされる高血糖 (stress hyperglycemia)の発症に炎症性サイトカイ
ンの関与が基礎的な検討で示されている。これらを踏まえ本論文は，臨床で経験した敗血症
153 例を対象に，炎症性サイトカインである IL-6 血中濃度と，血糖値及び血糖コントロール
の関係を検討したものである。まず全 153例において，ICU入室時の血糖値と IL-6血中濃度
に有意な正の相関が得られた(r = 0.24)。糖尿病を除いた 112例の検討でこの相関はさらに強
くなった(r = 0.42)。また ICU入室時の IL-6血中濃度が高くなるにつれて血糖コントロール達
成率は低くなった(P <0.01)。 さらに血糖コントロール非達成群では達成群に比較し，ICU入
室後も IL-6血中濃度が高値で推移した (P <0.01)。本論文は後ろ向き検討であり若干の限界が
存在するものの，敗血症における高血糖のメカニズムに高サイトカイン血症が関与し，血糖
コントロール達成にも影響している事を示したものである。Stress hyperglycemia と高サイト
カイン血症の関係についての臨床検討は少なく，本論文はこれらの関係を示唆した価値ある
業績と認められた。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
Commercialization of human liver microsomes and the development of methods for predicting human 
hepatic cytochrome P450 (CYP) metabolism have enabled selection of candidates stable against CYP 
metabolism in the early drug discovery stage. However, extra-hepatic and non-CYP metabolism continue to 
pose problems with human pharmacokinetic prediction for drug candidates. As such, the impacts of species 
differences in intestinal metabolism and aldehyde oxidase (AO) metabolism on human pharmacokinetic 
prediction in drug discovery were studied. In addition, use of human hepatocytes to quantitate human hepatic 
clearance by AO metabolism was also discussed. 
The results indicated that there is a risk to underestimate human bioavailability (BA) in drug discovery 
research due to species difference in intestinal metabolism between humans and monkeys. The importance of 
separate evaluation of fraction absorbed, intestinal availability, and hepatic availability when predicting human 
BA from monkey pharmacokinetic parameters was further suggested. 
Risk of unexpectedly high AO metabolism in humans was also found in preclinical and clinical 
pharmacokinetic profiles of FK3453 (in-house candidate). Thus I developed a quantitative method of predicting 
hepatic AO metabolism in humans using pooled hepatocytes to avoid the risk of phase I attrition. 
Taken together, the present study showed that the conventional candidate evaluation methods based on animal 
pharmacokinetics and liver microsomal stability do not completely predict pharmacokinetics of candidates in 
humans, and then suggested novel approaches to predict intestinal and AO metabolism in humans. These 
findings would allow us to avoid passing over potential candidates with acceptable pharmacokinetic profile in 
humans due to intestinal metabolism and candidate attrition during phase I trials due to unexpected high AO 
metabolism in humans, thereby facilitating more efficient candidate selection and optimization in drug 
discovery research. 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
ヒト肝ミクロソーム代謝試験のスクリーニング化により，肝 cytochrome P-450 (CYP)代謝に対して安定
な化合物の選択が可能となった反面，肝外代謝や non-CYP 代謝により体内から消失する化合物の選択に関
する検討は十分に行われていない。本研究では，小腸代謝およびアルデヒドオキシダーゼ(AO)代謝がヒト
におけるバイオアベイラビリティー（BA）の予測に与える影響について検討した。その結果，ヒト CYP3A4
の基質となる薬物はサル小腸ミクロソーム中で不安定であることが明らかとなり，サル BA が不良な候補化
合物であっても，ヒトでは良好な BA を示す可能性があることが示された。次に，AO 代謝活性の種差がヒ
ト BA の予測に与える影響を検討した。動物では良好な代謝抵抗性を示すが，ヒトでは広範に代謝され未変
化体がほとんど検出されない FK3453 を対象に，AO の関与を検討した。その結果，主代謝物の生成に AO が
主に関わっていることが明らかとなった。AO は cytosol 中に存在するタンパクであり，顕著な種差を示す
ことから，開発候補品が AO の基質となる場合，動物 PK やヒト肝ミクロソームではヒト BA の予測ができな
い可能性が示された。最後に，AO 代謝評価ツールとして，ヒト肝細胞を用いた AO 代謝クリアランス予測
について検討した。その結果，pooled 凍結肝細胞により算出された in vitro クリアランスと経験的補正
係数を用いることにより，AO で代謝される化合物の in vivo クリアランスを定量的に予測できることが明
らかとなった。以上の知見は，動物 PK 及びヒト肝ミクロソームによるヒト BA 予測の問題点として，腸管
代謝と AO 代謝の種差の存在があることを示し，ヒト小腸ミクロソームや凍結肝細胞を用いた予測により，
そのリスクが回避しうる可能性を示したものであり，博士（薬学）の学位論文に相応しい価値あるものと
認めた。 
